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Abstract 
 
  The interim standards A.751(18) for ship manoeuvrability were adopted at the assembly of 
International Maritime Organization in 1993, as one of measures to avoid marine casualties by a 
ship with poor manoeuvrability performance. 
  The standards were interim, and review of the standards was started based on survey of validity 
and applicability of the standards. The survey was made by several IMO member countries 
including Japan. 
  The purpose of this study was to provide technical information useful to make the standards more 
reasonable in its review work, and to develop techniques necessary to judge whether a ship satisfied 
the standards or not. 
  The performance as the standards object is manoeuvring performance of a ship in still water, 
so the technology which evaluates performance of a ship in still water is required in the design 
stage before construction. After construction, sea trial for performance validation is usually carried  
out under disturbances such as wind and waves, so the technology which estimates the performance 
change due to disturbances is required. 
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  We developed calculation methods of manoeuvring hydrodynamic forces and disturbance forces by 
wind and waves, then summarized them in the usable forms in order to evaluate the performance by 
simulation calculation of a ship manoeuvring motion. 
  While, in the review work of the standards, present state of manoeuvring performance of real 
ships under operation becomes important basic data. So we made manoeuvring performance 
database of real ships from sea trial data, examined the standards on the basis of the database, and 
submitted technical date to the committee RR74 which examined the Japanese correspondence to 
the standards review. 
  Furthermore, we developed a simple method to estimate ship manoeuvring performance roughly 
from the ship dimensions based of the above database. 
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１．緒言 

 
 船舶の航行安全性の確保は、人命安全上、経

済性上のみならずタンカー事故等の海難事故に

よる海洋汚染、環境破壊を防ぐための地球環境

保護という面からも、社会的に強く要請されて

いる。  
 国際海事機関（ＩＭＯ）においては、海難事

故を減少させるための対策の一つとして極端に

操縦性能の悪い船をなくそうと、1993 年に船舶

の「操縦性能暫定基準」が総会決議として採択

された。  

 この暫定基準は、５年間の暫定期間中に基準

の妥当性と基準実施の可能性の調査を行い、そ

の後正式基準策定に向けて暫定基準の見直し作

業が行われる予定になっていたが、ようやく

2001 年からＩＭＯ設計設備小委員会（ＤＥ）で

見直し作業が始まった。  
 船舶技術研究所（現海上技術安全研究所）で

はこの動きに対応し、1997 年度より５年計画で、

暫定基準の見直し作業において合理的な基準案

を検討するための技術資料の作成、新基準が国

内法化された場合に必要となる船舶の設計段階

において基準への適合性を判断するための操縦

性能評価技術の開発、及び、建造後の海上試運

転結果から基準の対象となる性能を評価するの

に必要となる技術の開発を進めた。  
 基準の対象となるのは風や波などの外乱のな

い平水中での性能であり、先ず設計段階では平

水中での性能を評価する技術が必要になる。次

いで、性能確認のための海上試運転は通常風や

波等の外乱下で行われるので、これらの外乱に

よる操縦性能の変化を推定する技術が必要にな

る。  
 一方、暫定基準の見直し作業においては、現

在運航している船舶の性能の現状が重要な基礎

資料となる。実船の海上試運転データによる操

縦性能データベースを作成し、それを基に基準

の指標や基準値について検討することが必要と

考えられた。  
 そこで本研究においては、平水中での操縦性

能を推定する方法、外乱下での操縦性能を推定

する方法、及び、操縦性能データベースの作成

と基準検討への利用という３方面から研究を進

めた。  
 平水中での操縦性能を推定する方法の研究で

は、模型実験ではなく操縦運動の数値シミュレ

ーションにより操縦性能を評価する技術の開発

を進めた。操縦流体力を計算で推定する方法の

開発が中心的課題となるが、本研究ではＣＦＤ
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（数値流体力学）を用いる方法を開発した。更

に、船型変化による性能変化の定性的評価に利

用出来るよう、簡単な近似推定法も開発した。

これらの推定流体力のデータから操縦運動の数

学モデルを作成し、操縦運動のシミュレーショ

ンを行い、平水中での操縦性能を評価すること

が出来る。  
 外乱下での操縦性能を推定する方法の研究で

は、海上試運転が行われる程度の比較的軽度の

外乱を対象としており、その場合、風の力につ

いては水面上船体に働く風圧力を、波の力につ

いては波漂流力を呼ばれる成分を、平水中の操

縦運動方程式に外乱力として加えれば、実用的

な精度で外乱下の操縦運動を推定出来る。  
 風の力については、多くの模型船に関する風

洞試験結果を基に統計的な解析を行い、船の要

目や上部構造物の面積等の関数として風圧力を

推定する方法を開発した。波の力については、

操縦運動への影響が支配的である短波長の波を

対象に、操縦運動において必要な斜航や旋回運

動の影響も考慮出来る波漂流力推定法を開発し

た。  
 次いで、必要な流体力が上記の方法で推定さ

れた場合に、平水中及び外乱下の操縦運動をパ

ソコンで簡単に計算する統合評価システムを作

成した。詳しい流体力が得られていない場合に

も、既存の近似流体力推定式を用い、大まかに

操縦性能を評価することが出来る。  
 ＩＭＯ操縦性能基準についての対応は、日本

では運輸省（現国土交通省）の要請により日本

造船研究協会に RR74 操縦性ワーキンググルー

プが設けられ、そこで日本としてのＩＭＯ操縦

性暫定基準への対応が検討されたが、本研究で

は、運輸省が収集した海上試運転データを基に

実船の操縦性能データベースを作成し、その解

析結果を RR74 へ提供すると共に、基準の妥当

性・適応性の検討に参加した。更にこのデータ

ベースを利用し、船の主要目等から簡単におお

よその操縦性能を推定する方法を開発した。  
 以下の章で、これらの研究成果の詳しい説明

を行う。  
 
 

２．平水中の操縦性能の研究 

 
 船舶の操縦性能において基本となるのは外乱

のない広い深水域における性能であり、操縦性

能暫定基準もこの広い深水域における平水中の

操縦性能を対象としている。本研究では、オフ

セット・線図が出来て抵抗・自航性能も求まっ

た設計段階において、平水中の操縦性能を操縦

運動の数学モデルを用いて数値シミュレーショ

ンにより評価する技術の開発を進めた。  
 操縦運動をしている船舶に働く流体力（操縦

流体力）を実験ではなく計算で推定し、推定し

た流体力をもとに操縦運動の数学モデル（運動

方程式）を作成し、Ｚ操舵や旋回運動等の数値

シミュレーションにより基準の対象となる性能

を推定しようというもので、操縦流体力推定法

の開発が最も重要かつ中心的な研究課題である。 
 なお操縦性能基準は満載状態での性能を規定

しているが、建造後の海上試運転において乾貨

物船等では満載状態での試験が困難なため、満

載とは異なる載貨状態で試運転が行われる。そ

のため異なる載貨状態での海上試運転結果から

基準の対象となる満載状態での性能を推定する

ことが必要になる。これも、平水中の操縦性能

推定法による満載状態と海上試運転対応載貨状

態でのシミュレーション結果の関係を用いて、

異なる載貨状態での海上試運転結果から満載状

態での性能を評価することが出来る。  
 操縦運動の数学モデルとしては、船体・プロ

ペラ・舵の単独性能にこれら３者間の相互干渉

を組み込んだ MMG 型と呼ばれる現在最も一般

的に使われているモデルを用いることにするが、

舵及びプロペラの単独性能については既に実用

的な推定法があるため、操縦流体力については

船体単独に働く流体力と船体・プロペラ・舵間

の相互干渉力の推定法の開発を目標とした。  
 船体単独に働く操縦流体力と相互干渉力につ

いては、船体まわりの３次元粘性流場を CFD
（数値流体力学）で解く高精度推定法を開発す

るとともに、船体単独に働く操縦流体力につい

ては、計算の簡単な細長体理論を用いた近似推

定法も開発した。なお、この近似推定法には、

横傾斜時および浅水域での操縦流体力推定も含

まれる。  
 操縦性能の定量的評価には CFD による流体

力推定値を用いるが、タイプシップからの船型

変化による性能変化の定性的評価には簡単な近

似推定法による流体力推定値を用いようという

考えである。  
 これらの推定流体力のデータから操縦運動数

学モデルの係数を求め、操縦運動のシミュレー

ションを行い、操縦性能を評価することになる。 
 なお、相互干渉力については、CFD による推

定法そのものは既に開発しているが、船体・プ

ロペラ・舵の間の干渉力についてまだ検証が十

分進んでいないため、船体・舵間の干渉力の説

明だけとする。  
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２．１．主船体に働く流体力の CFD による 

    推定法 

 

２．１．１．緒言 

 

 現在 IMO の場で操縦性能基準についての議論

が行われており、今後は設計の段階でその船舶

の操縦性能を精度良く推定することが必要とな

ることが予想される。これまでは設計の段階で

操縦性能を推定するために模型試験による方法

や、過去に建造された船舶の試運転結果のデー

タベースによる方法などが用いられてきた。し

かし、コストや時間、精度などの面から、これ

か ら は 近 年 飛 躍 的 に 発 達 し て い る CFD

（Computational Fluid Dynamics）による方法

が主流となると考えられる。 

現在日本では、船舶技術研究所（現海上技術

安全研究所）で開発された NICE コード 1)と東京

大学で開発された WISDAM コード 2)の二つの NS

（Navier-Stokes）ソルバーを操縦流体力推定に

用いている。この二つの方法は共に有限体積法

で支配方程式を離散化するが、WISDAM 法では非

圧縮性流体として MAC 法的に速度・圧力を求め

て行くのに対し、NICE 法では擬似圧縮性を導入

して定常解を求めている。しかし両コードとも

計算時間が膨大であり、より短時間で精度良く

操縦流体力を推定できる計算コードの開発が望

まれる。 

本報では新たに船舶技術研究所で共著者らに

より開発された高効率なソルバーNEPTUNE コー

ド 3）を定常での操縦運動状態が計算可能となる

ように拡張し、実験値との比較を行うことで本

計算コードの有効性について検討した結果を報

告する。 

 

２．１．２．計算法 

 

操縦運動している船体に働く流体力の推定に

おいて、船体の速度は操縦流体力への造波現象の

影響が無視出来る程度の速度域と仮定し、水面を

剛体平面とする鏡像を考えた上下対称な２重モ

デルを用いる。 

 ベースとした NS ソルバーは、抵抗・自航性能

を推定するために船舶技術研究所で開発した

NEPTUNE コードであり、その概要は以下の通り

である。 

支配方程式は擬似圧縮性を導入した３次元の

NS 方程式で、セル中心の有限体積法を用いて離

散化した。非粘性流束は Roe 法で評価し、MUSCL

により３次精度を保持した。粘性流束には２次

精度の中心差分を適用した。離散化した方程式

を準 Newton 緩和法に基づいて陰的に解き、計算

効率向上のために３段階の MG（Multi-Grid）法

と局所時間刻み法を課した。 

乱流モデルには、渦粘性型の０方程式モデル

である Baldwin-Lomax モデル 4)（以後 BL モデル

と称する）を、船尾付近の３次元性の強い厚い

境界層にもある程度対応出来るよう修正を行っ

たモデル 5) （以後修正 BL モデルと称する）と

１方程式モデルである Spalart-Allmaras モデ

ル 6)（以後 SA モデルと称する）の２つのモデル

を適用する。 

 操縦流体力としては、一定偏角βと一定角速

度ωで定常旋回運動をしている船体に働く流体

力の３成分（ Surge Force, Sway Force, Yaw 

Moment）を求める。 

 

（１）座標系と支配方程式 

 Fig.2.1.1 に示すように、空間固定座標系を

O-x*y*z*、船体固定座標系を O-xyz ととし、ｘ軸

を船首から船尾方向へ、ｙ軸を左舷から右舷方

向へ、ｚ軸を垂直上方向へとる。船体は角速度

),0,0( ωω
ω

でｚ軸まわりに旋回し、船体固定座標系

原点 O が速度U
ρ
で動いているとする。 
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ig.2.1.1 Coordinate System 

座標において、流体の支配方程式は

に書ける。 
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                   (2.1.1) 
 

ここで、u,v,w は流速、p は圧力、νt は乱流

モデルで決定する渦動粘性係数である。αは擬

似圧縮性の正のパラメータで、Re は船長に基づ

くレイノルズ数である。 

また、B は定常旋回状態を船体固定座標系で

計算するときに付加される見かけの外力項であ

り、次式で与えられる。 

 

              (2.1.2) 

 

第１項はコリオリの力であり、第２項は遠心

力である。ωは船体の旋回角速度であり、通常

は r’と表されることが多い。 

 

（２）乱流モデル 

乱流モデルは、SR222 修正 Baldwin-Lomax モ

デルを適用した。 

BL モデルは、直進する船舶の抵抗を推定する

上で大変有効な乱流モデルであり、計算負荷が

小さいことからもこれまで広く用いられてきた。

しかし、BL モデルは平板や２次元の比較的薄い

境界層の実験データに基づいたモデルであるた

め、肥大船船尾流場のように境界層が厚く発達

し、かつ３次元性の強い流場では渦粘性係数を

過大評価し縦渦が弱くなることが知られている。

そのため、壁面剪断応力の方向、及び速度ベク

トルと渦度ベクトルのなす角に関連付けてνt

を強制的に減衰させ、さらに、船尾において圧

力勾配が正の場合には BL モデルの外層におい

てνt を減衰させる SR222 修正モデルが開発さ

れ、船尾流場において本来の BL モデルより良い

結果を与えることが示された 7)。 

 BL モデルなどの代数モデルでは定常旋回な

ど流場が複雑になるにつれ精度が低下する傾向

があるため、渦動粘性係数に関するソース項付

きの移流拡散方程式を解く SA モデルを適用し

た計算も試みた。 

 

２．１．３．実験と計算の比較 

 

（１）供試船型と計算条件 

 比較に用いた模型船は、痩せたコンテナ船型

（SR108 船型）と肥えた３隻のタンカー船型で

ある。３隻のタンカー船型は SR221 型 A,B 及び

C 船型と呼ばれているもので、船体前半部は同

一で船尾形状だけが異なり、A 船型は相対的に V

型断面、B 船型は相対的に U 型断面、C 船型は A

船型と B 船型のほぼ中間的な断面形状を持って

いる。これらの模型船については CMT による流

体力の計測値 8)9)10)、タンカー船型については

船尾流場の計測値 10)が公表されている。コンテ

ナ船型とタンカー船型 SR221C の模型船の主要

目を Table.2.1.1 に、正面船体図を Fig.2.1.2 に

示す。 

 

Table 2.1.1  Principal Dimension of  

Model Ships 

 
  
 

Container 
Ship 

( SR108 ) 

Tanker 
( SR221C ) 

L (m) 3.00 2.97 
B (m) 0.435 0.539 
D (m) 0.163 0.180 
L/B 6.90 5.51 
B/d 2.67 3.00 
Cb 0.572 0.803 

 

 

  

Container Ship ( SR108 ) 
 

 

Tanker ( SR221C ) 
 

Fig.2.1.2  Body Plans of Model Ships 

 

 計算ではレイノルズ数 Re を模型実験に対応

する 1.94×106、2.49×106 とした。格子は H-O

型の３次元境界適合格子を用いた。計算領域は、

２重モデルを仮定して上下対称とし、Fig.2.1.3

(101) 
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に示すような半円柱型で、船首より上流に１船

長、船尾より下流に２船長、外側境界は２船長

とした。格子点数は船首尾方向（長さ方向）153、

ガース方向（両舷）57、壁面垂直方向 69 の約

60 万点である。今回の計算で用いたタンカー船

型 SR221C のの船尾付近の格子を Fig.2.1.4 に示

す。 

 

  

Fig.2.1.3  Grid System 

  

Fig.2.1.4  Grid System around Stern  

 without Rudder 

 

 計算領域の境界条件は、上流端と外側端では

非攪乱流、下流端では流速と動粘性係数につい

てはゼロ外挿とし、圧力についてはゼロとした。

流れは斜航状態では船首から５％後方までは層

流とし、それより後方は乱流、定常旋回状態で

は船首より乱流として計算を行っている。 

 計算時間は状態により異なるが、斜航状態で

あれば CPU が Alpha 21264 の 667MHz のワークス

テーションで約 5.5 時間である。 

 

（２）流体力 

  本項２．１での計算は、全て舵無し船体単独

についてのものである。 

 痩せたコンテナ船型についての CMT 実験値と

計算値との比較を Fig.2.1.5 に示す。横軸は斜

航角βである。 

 Surge Force については、実験値が用意でき

なかったために計算値だけを示すが、全体的に

は良い傾向を示している。 

 Sway Force については、斜航状態の場合は非

常に良く一致している。定常旋回状態の場合は

偏角の大きいところで計算値が実験値より若干

低めの値を示しているが、全体的には良く一致

している。 

Yaw Moment については、斜航状態の場合は偏

角が大きいところで計算値が実験値よりも若干

低めに、定常旋回状態の場合は偏角の小さいと

ころで計算値が実験値よりも低い値を示してい

るが、全体としては良く一致している。 

 痩せたコンテナ船型の主船体に働く操縦流体

力については、計算値と実験値は良い一致を示

しており、十分実用的な精度が得られていると

言える。 

 タンカーSR221C 船型についての CMT 実験値と

計算値との比較を Fig.2.1.6 示す。横軸は斜航

角βである。 

 Surge Force については、斜航・定常旋回と

もに計算値は実験値より低めの値を示している

が、全体的には良く一致している。 

 Sway Force については、斜航・定常旋回とも

に実験値と計算値と非常に良く一致している。 

 Yaw Moment については、斜航状態の場合は偏

角の大きいところで計算値は実験値より若干低

めに、定常旋回状態の場合は偏角が小さいとこ

ろで計算値が実験値より若干高めに、偏角が大

きいところでは若干低めの値を示しているが、

全体としては良く一致している。 

 肥えたタンカー船型の主船体に働く操縦流体

力についても、計算値と実験値は良い一致を示

しており、十分実用的な精度が得られていると

言える。 

 以上で主要目が大きく異なる、痩せたコンテ

ナ船型と肥えたタンカー船型について、本計算

法の操縦流体力推定における有効性を示したが、 

船体主要目が同じでも船体断面形状等が異なる

と操縦性能が大きく変化する場合があり、フレ

ームライン等の微妙な船体形状の影響まで評価

出来る操縦流体力推定法が現在求められている。 

 SR221A,B,C の３船型は、同一主要目と異なる

船尾形状を持ち操縦性能が異なる船型の代表例

として良く知られている 14)。A 船は船尾断面形

状が相対的に V 型で針路不安定、B 船は相対的

に U 型で針路安定、Ｃ船は中間形状で操縦性能

も中間の特性を持っている。 

 

(102) 

‘
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 針路安定性は、線形操縦微係数から組み立て

ら れ る 針 路 安 定 性 指 数 か ら 判 断 出 来 る 。

Fig.2.1.7 に３船型についての針路安定指数Δ

の計算値と実験値との比較を示す。 

 

             (2.1.3) ′′−′′−′−′=∆ rxr NYNmmY ββ)(

 

線形操縦微係数は計算値、実験値ともに Sway 

Force と Yaw Moment 対するカーブフィッティン

グから求めている。 

 

Course Stability Index
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0.000
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r'
-
m

x
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m
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β
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Y
β

'N
r'

measured
computation

 

Fig.2.1.7  

 

 実験値では、３

船型が最も優れ A

明確に示している

致しており、本方

の影響を正しく評

 

（３）流場 

 船体に働く流体

流場の推定が必要

おいては、横力発

含む船尾付近の流

 （２）で流体力

については、斜航

を計測しているの

ついて船尾 A.P.

分布および伴流分

の比較を行った結

 Fig.2.1.8 に r’

r’=0.6、β=18.0

計算値と実験値と

回時の船尾流場を

り、計測方法等の

を参照していただきたい。 

 修正 BL モデルを用いた計算結果では、流場を

内層と外層とに区別しそれぞれで異なった式を

用いて渦動粘性係数を求めているため、r’=0.6,

β=18°のような船首付近での剥離渦を伴う複

雑な流場では、船首付近での剥離渦は外層に存

在することとなり、周囲との平均化・平滑化が

なされ船尾付近に達するころには弱い渦となっ

てしまうが、流体力を主眼におけば実用上問題

ないといえる。 

 船尾縦渦も渦の集中は十分に表現されており、

左側の弱い渦は右側の強い渦に急速に飲み込ま

れている。 

 伴流分布についても同様で、船体から離れる

につれて平均化・平滑化傾向は見られるが、船

首付近での剥離渦は表現されている。右舷船尾

渦中心付近での渦度の集中が起因する増速現象
13)も表現されている。 

 そこで船首付近での剥離渦が弱められる傾向

が乱流モデルによるものであるか検証するため、

乱流モデルだけを 1方程式モデルである SAモデ

ルに変更し計算を行った結果を Fig.2.1.10 に渦

度分布・伴流分布を示す。 

 船首付近での剥離渦に大きな違いは確認でき

(104) 

゜--&--

ヽ
ヽ

℃) 
type B type C type A

 

Course Stability Index 

船型の中では針路安定性は B

船型が最も劣っていることを

が、計算値も実験値とよく一

法がフレームライン形状変化

価していることがわかる。 

力を求めるには船体まわりの

になる。操縦流体力の推定に

生の主要因となる剥離渦流を

場の推定が特に重要となる。 

の比較を行ったタンカー船型

時 11)及び旋回時 12)の船尾流場

で、本報では定常旋回状態に

断面における船長方向の渦度

布について計測値と計算値と

果を示す。 

=0.6、β=0.0°、Fig.2.1.9 に

°での渦度分布・伴流分布の

の比較を示す。実験値は右旋

船体後方から眺めたものであ

詳しい説明は参考文献 11)12)

ないが、より実験値に近い結果が得られており、

船尾縦渦も非常に良く表現できている。 

U 型            V 型  

 流場を主眼におけば SA モデルは修正 BL モデ

ルよりも優れているように思われるのであるが、

流体力は Table 2.1.2 に示すとおり修正 BL モデ

ルの方が計測値とよく一致している。 

 次に断面内の全循環量と渦度分布の重心位置

を Table 2.1.3 に示す。計算値と実験値との一

致度から見ると、流体力と関連が深い全循環量

については修正ＢＬモデルの方が SA モデルよ

りも優れているが、流場の傾向を示す渦度分布

の重心位置では SA モデルの方が修正 BL モデル

よりも優れていることがわかる。 

これらのことを考慮すると、SA モデルは有

望な乱流モデルであり、肥大船尾流場のような

境界層が厚く発達し、かつ３次元性の強い流場

を考慮した修正が施されれば修正 BL モデルよ

りも精度の良いモデルとなることが期待できる。

現在 SA モデルの修正 14)は共著者らにより進行

中である。 
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( u-u0 ) / U  ( computation with MBL )            (∂w/∂y-∂v/∂ z)/(U/L)  ( computation with MBL ) 
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Fig. 2.1.8  Wake Distribution and Vorticity Distribution at A.P. Section of Tanker SR221C ( r’=0.6, β=0.0°) 
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Fig. 2.1.9  Wake Distribution and Vorticity Distribution at A.P. Section of Tanker SR221C ( r’=0.6, β=18.0°) 

 

 

---- ＼、---

ご ロ`冒
□ @ e 

ロ<)/

こ二



海上技術安全研究所報告 第 3巻 第 2 号 (平成 15 年) 総合報告 11 

   

Table 2.1.2  Hydrodynamics Forces 

( SR221C, r ’=0.6,β=18°) 

 Measured 

Computation 

(  MBL 

model  )  

Computation 

(  SA model  )  

Surge 
-5 .56×

10- 0 2  
-5 .83×10- 0 2  -5 .22×10- 0 2  

Sway 
1.83×

10- 0 1  
1 .79×10- 0 1  1 .52×10- 0 1  

Yaw 
-1.61×

10- 0 3  
-3 .67×10- 0 3  4 .49×10- 0 3  

 

Table 2.1.3  Circulation and Position of 

Center of Vorticity Distribution  

 ( SR221C, r ’=0.6,β=18°) 

 
Measure

d 

Computatio

n 

(  MBL 

model  )  

Computati

on 

(  SA 

model  )  

Circulatio

n 
0.198 0.196 0.184 

Posit ion of  

Center o f  

Vort ici ty  

Distributi

on 

0.480 0.533 0.483 

   

（４）舵付き状態 

 本報では実験結果を用意することができなか

ったので、計算結果だけを示す。詳しい検討は

次回とする。 
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                (B) Yaw Moment 

 

   Fig. 2.1.10  Hydrodynamics Forces  

with/without Rudder 

 ( SR221C, r ’=0.6 ) 
 

２．１．４．結言 

 船舶の操縦性能を数学モデルを用いて数値シ

ミュレーションで評価しようとする場合に必要

となる操縦流体力を、模型実験やデータベース

ではなく流体力学的計算で推定する方法として、

現在海上技術安全研究所で開発を進めている

CFD を用いた方法について有効性を検討した。 

 タンカー船型とコンテナ船型ともに、Surge 

Force には若干の違いが見られるが、Sway Force

と Yaw Moment は良く推定出来ており、本計算法

の有効性が確認できた。 

 タンカー船型における船尾流場は、計算値は

実験値よりは渦度がやや小さく表現されている

が、積分値である全循環値では良く一致してお

り本計算コードで推定された操縦流体力が妥当

なものであることが確認された。 

２種類の乱流モデルによる違いは、実験値と

計算値との一致度において、流場に主眼をおく

と SA モデルの方が優れているが、流体力に主眼

をおくと修正 BL モデルの方が優れている。現時

点では修正 BL モデルを適用するというのが最

良の選択であるといえるが、より複雑な流場の

計算に CFD を適用することを考えると１方程式

モデル、あるいは２方程式モデルの検討が必要

となる。 

 

２．１．の参考文献 

 

(1) Y.Kodama ：  Computation of Ship 

Resistance Using an NS Solver with Gloval 

(107) 
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２．２．相互干渉流体力の CFD による推定法 

 
２．２．１．緒言 

 
 現在、船舶の操縦性能を推定する方法は幾つ

か存在するが、中でも最も多く用いられる方法

に MMG モデルによるシミュレーション計算が

ある。MMG モデルのもととなる数学モデルは

流体力微係数により構築されるため、如何に船

舶の操縦流体力を精度良く推定するかが重要と

なる。船体単独での操縦流体力については著者

ら 1 )によりタンカー船型とコンテナ船型につい

ては CFD(Computational Fluid Dynamics)に
よる計算で十分な精度で推定することが確認さ

れた。 

船体・プロペラ・舵の単独性能が精度良く推

定できた場合、次に問題となるのは船体とプロ

ペラ、舵間の相互干渉である。今まで三者間の

相互干渉はその現象の複雑さから実験による検

証が中心となってきたが、日野、平田ら 3 )によ

り発展してきた NEPTUNE コードを拡張すること

により船体と舵角付きでの舵を同一計算領域と

して取り扱うことを可能とし、最終的には三者

間の相互干渉計算を行うことを目標として研究

を進めている。本報ではまず船体と舵間の相互

干渉係数を数値計算により推定し、実験結果と

の比較により推定精度について検証する。  
 
２．２．２．計算法 

 
操縦運動している船体に働く流体力の推定に

は、船体の速度は操縦流体力への造波現象の影

響が無視出来る程度の速度域と仮定し、水面を

剛体平面とする鏡像を考えた上下対称な２重モ

デルを用いる。 

 ベースとした NS ソルバーは、抵抗・自航性能

を推定するために船舶技術研究所で開発した

NEPTUNE コード 3)であり、その概要は以下の通

りである。 

支配方程式は擬似圧縮性を導入した３次元の

NS 方程式で、セル中心の有限体積法を用いて離

散 化 し た 。 非 粘 性 流 束 は Roe 法 で 評 価 し 、

MUSCL により３次精度を保持した。粘性流束

には２次精度の中心差分を適用した。離散化し

た方程式を準 Newton 緩和法に基づいて陰的に

解 き 、 計 算 効 率 向 上 の た め に ３ 段 階 の MG
（Multi-Grid）法と局所時間刻み法を課した。 

(108) 
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詳細は参考文献(3)を参照されたい。 

本報では船体が一定偏角βで斜航運動をして

いる船体に働く流体力の横力、回頭モーメント、

舵に働く直圧力について実験結果と比較する。  
座標系と支配方程式は２．１．２．（１）と同

じであり、乱流モデルは SR222 修正 Baldwin– 
Lomax モデルを適用した。  
 格子形成については、今回のような船体・舵

との干渉計算に使用する格子は川北ら 5)により

重合格子が提案されているが、本報では船体と

舵を同一の計算領域として取り扱う単一格子と

した。単一格子は舵角つき状態や船体付加物な

ど形状が複雑になるにつれ格子の生成が難しく

なるという短所がある反面、今まで使用してい

たプログラムがそのまま使える点や、プログラ

ム自体が保存則を満足していれば保存則を維持

したまま計算が可能で計算精度が期待できる点

などの長所があげられる。 

船体・舵角付き舵を単一格子で生成するため

に下記のような方法を用いた。船尾と舵付近の

側面概略図を Fig.2.2.1 に示す。 

 

  
Fig.2.2.1 Illustration of Grid System around                  

                 Rudder 

 

 まず初めに船体・舵表面の格子を生成する。

そのとき船体表面は船体とオーバーハング部の

二つの部分で構成する。次に舵軸を中心に舵角

の分だけ舵を回転し、舵の前縁部と船体の船尾

から構成される領域、舵の上縁部と船体オーバ

ーハング部から構成される領域、船尾端や舵後

縁などと下流に設定した格子点（本報では x = 

0.6 とした。）から構成される領域の五つ格子面

を生成し、この五つの格子面で舵角によるギャ

ップを吸収し単一格子での生成を実現した。 

 本報では舵角 20 度まで格子生成し計算を行

ったが、30 度程度までは可能であると考えてい

る。 

 

２．２．３．舵単独性能 

 

 船体と舵の干渉計算について述べる前に、舵

単独性能試験結果 5 )との比較を行う。今回計算

対象としたのは日本造船研究協会 SR221 で用

いられた C 船型である。本来 SR221-C 船型で

はマリナー舵が使用されているが、計算の都合

上可動部とホーンが一体となった台形舵として

いる。 

 

  

-0 . 2

0 . 0

0 . 2

0 . 4

0 . 6

0 . 8

1 . 0

0 5 10 15 20

δ(deg.)

2
F

N
/
ρ

S
V

2

e x pe r i men t

ca l cu l a t i on

Fu j i i ' s  Fomu l a

 

Fig.2.2.2  Comparison of Rudder Normal 

           Force Coefficient 

 

ここで使用した舵表面の格子は船体と舵との

干渉計算で使うものとほぼ同じ状態の格子であ

り、舵のコード長方向に 14 点、ガース方向に

19 点の計 266 点である。 

Fig.2.2.2 に直圧力係数と接線分力係数の計

算結果と九州大学で実施された実験結果 6）、藤

井の式との比較を示す。それぞれに用いた係数

は下記の通りである。 

 

直圧力係数 

   
221 SV

F
C N

N ρ
=           (2.2.1) 

藤井の式 

  δρ sin
25.2

13.6
2
1 2SVN +Λ

F Λ
=            (2.2.2) 

  ただし 1.0≦Λ≦2.5、0°≦δ≦35° 

 
計算結果は実験結果・藤井の式ともに定量的に

良く一致しており、十分な精度で計算できてい

ることがわかる。  
 
２．２．４．実験と計算結果の比較 

 
（１）実験の概要  
 数値計算による船体と舵間の干渉係数の推定

精度を確認するため、実験を海上技術安全研究

所の動揺水槽にて実施した。模型船は SR221-C
船型の 3.5m 模型を使用した。舵はマリナー舵

の可動部とホーンが一体となった台形舵を使用

(109) 

n 9 
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した。模型船の主要目を Table.2.2.1 に、正面

船体図を Fig.2.2.3 に示す。 

 

       

Fig.2.2.3  Body Plans of Model Ship 

 

Table 2.2.1  Principal Dimensions of 

Model Ship 

    Tanker ( SR221-C ) 
L (m) 3.5 
B (m) 0.634 
D (m) 0.211 

L/B 5.51 
B/d 3.00 
Cb 0.803 

 

船速は 0.713 m/s とし斜航角を 0 度から 15
度まで 5 度刻みで、舵角を -15 度から 20 度まで

を 5 度刻みで計測を行った。 

計測項目は船体に働く前後力 X・横力 Y、

midship まわりの回頭モーメント N と、舵に働

く直圧力 FN と接線方向分力 FT である。また計

測した流体力の符号を Fig.2.2.4 に示す。 

 

    

     Fig.2.2.4  Coordinate System of 

           Hydrodynamic Forces 

 

 

（２）計算条件  
計算ではレイノルズ数 Re を模型実験に対応

する 2.10×106 とした。格子は H-O 型の３次元

境界適合格子を用いた。計算領域は、２重モデ

ルを仮定して上下対称とし、Fig.2.2.5 に示すよ

うな半円柱型で、船首より上流に１船長、船尾

より下流に２船長、外側境界は２船長とした。 

 

    

 Fig.2.2.5  Grid System 

 

格子点数は船首尾方向（長さ方向） 173 点、

ガース方向（両舷） 69 点、壁面垂直方向 69 点

の約 82 万点である。また主船体部は船首尾方

向に 59 点、船尾オーバーハング部には長さ方

向に 26 点、舵はコード長方向に 15 点、ガース

方 向 に 33 点 で あ る 。 今 回 の 計 算 で 用 い た

SR221-C 船型の船体・舵付きでの船尾付近の格

子を Fig.2.2.6 に示す。 

 

     

 Fig.2.2.6  Grid System around Stern 

           with Rudder 

 

（３）直進状態  
直進状態での船体と舵との干渉計算を行い、

干渉係数を求めた。舵角 0 から 20 度までを 5
度刻みで計算し、船体に働く横力、回頭モーメ

ント、舵直圧力の実験値と比較して Fig.2.2.7
～ 9 に示す。  

舵直圧力と船体に働く横力の干渉は干渉係数

Ha で表される。  
 
      δcos)1( NHHR FaY +=          (2.2.3) 
 
横軸に舵直圧力のｙ方向成分を、縦軸には船

(110) 
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体に働く横力をとったグラフを Fig.2.2.7 に示

す。  
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   Fig.2.2.7  Comparison of Sway Force 

 

図から明らかなとおり計算値は実験値に対し

十分な精度で推定できていることがわかる。

となる傾きは実験値、計算値とも 1.249
と一致しており船体と舵の干渉現象を十分に推

定していることがわかる。 

Ha+1

舵直圧力と船体の回頭モーメントの干渉は、

干渉力の圧力中心位置 Hx という値を用いて表

される。 

 

    δcos)( NHHRHR FxaxN +=        (2.2.4) 
 

横軸に舵直圧力のｙ方向成分を、縦軸には船

体 に 働 く 回 頭 モ ー メ ン ト と っ た グ ラ フ を

Fig.2.2.8 に示す。 
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   Fig.2.2.8  Comparison of Yaw Moment 

 

図から明らかなとおり計算値は実験値を十分

な精度で推定できていることがわかる。それぞ

れの傾きは実験値で  -2.100、計算値で  -2.063
と良く一致しており、船体に働く干渉横力の着

力 点 を 船 長 で 無 次 元 化 し た Hx は 実 験 値 で

0.402、計算値で 0.359 と十分に推定できてい

ることがわかる。  
  有効舵流入速度 UR は次式で与えられる。  
 

    
0/ NNR FFU=U          (2.2.5) 

 
横軸に舵角を、縦軸には船体に固定した舵の

舵直圧力と舵単独での舵直圧力の比の平方根を

Fig.2.2.9 に示す。  
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    Fig.2.2.9  Effective Rudder Inflow 

                   Velocity 

 
今回の実験では舵単独性能試験を行わなかっ

たため、九州大学で実施された舵単独性能試験

結果 6）を使用した。このとき流速が一致しなか

ったので､実験結果から内挿し対応する流速で

の舵直圧力を求め、それをもとに実験値の有効

舵流入速度を求めた。舵角が 5 度のときの一致

はあまり良くないが、それ以外の点については

計算結果は実験結果を十分な精度で推定できて

おり、有効舵流入速度は舵角による影響をあま

り受けていない。  
 舵直圧力により誘起される横力が船体のどの

部分に作用しているかを確認するため、横軸に

船体の midship を原点にとした座標を船長で無

次元化したものを、縦軸には船体に働く横力を

とったグラフを Fig.2.2.10 に示す。  
ここで示す計算結果は直進状態で舵角を 5 度

から 15 度まで 5 度刻みで行ったものである。  

(111) 
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             Fig.2.2.10  Longitudinal Distribution of Lateral Force (β=0 deg) 

 
直進状態では舵によって誘起される横力が作

用する部分は船尾付近で、舵角による影響は少

ないと言える。  
 
（４）斜航状態  
 操縦運動の一例として斜航状態での船体と舵

との干渉計算を行った。斜航角は幾つかの状態

について計算を行ったが、本報には斜航角 10
度について干渉係数を求めた結果を示す。舵角

を -10 から 15 度までを 5 度刻みで計算を行い、

船体に働く横力、回頭モーメント、舵直圧力と

実験値との比較を Fig.2.2.11～ 13 に示す。  
 船体が舵の前にあることによる有効舵流入角、

有効舵流入速度への影響を確認するために、計  
算結果と実験結果との舵直圧力の比較を行った。

横軸に舵角を、縦軸には舵直圧力をとったグラ

フを Fig.2.2.12 に示す。  
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 Fig.2.2.11  Comparison of Rudder Normal 

      Force Coefficient  ( β=10 deg. ) 

 
 船 体 の 有 効 舵 流 入 角 へ の 影 響 は 実 験 値 で

-0.38 度、計算値で -1.15 度と 0.77 度の違いが

ある。これは模型船の設定誤差などの影響も考

えられるが、今回計算で使用した格子が船尾付

近の曲率を十分に表現しきれていないことも原

因と考えられる。また、舵角に対する舵直圧力

の傾きは実験値が -0.0065 であるのに対し、計

算値は -0.0055 と実験値に対して 85％となって

いる。流体力は速度の２乗に比例することを考

えると実験値に比べ有効流入速度が 92%程度

となっていることがわかる。これは船尾付近で

船体表面上を流れてきた流体が、一度船体表面

から離れ、再度舵付近で舵表面上を流れるとい

う非常に複雑な現象を、今回使用した代数方程

式による乱流モデルが表現しきれていないこと

が原因と考えられる。この微妙な違いが以下の

グラフにも影響を及ぼしている。  
 舵直圧力と船体に働く横力の干渉影響を検討

するため、横軸に舵直圧力のｙ方向成分を、縦

軸には船体に働く横力から船体単独に働く横力

を差し引いたものをとったグラフを Fig.2.2.12
に示す。  
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   Fig.2.2.12  Comparison of Sway Force 

               (β=10 deg. ) 

計算値は傾向を捕らえてはいるが、あまり精

度良く推定できているとは言えない。 1 Ha+ と

(112) 
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なる傾きは直進状態、斜航状態ともそれほど変

わらない値を示すことは知られているが､実験

値で 1.263 と直進状態とあまり変わりのない値

を示しているのに対し､計算値は 1.017 と実験

値とも直進状態とも異なっている。  
舵直圧力と船体の回頭モーメントの干渉影響

を検討するため、横軸に舵直圧力のｙ方向成分

を、縦軸には船体に働く回頭モーメントから船

体単独に働く回頭モーメントを差し引いたもの

をとったグラフを Fig.2.2.13 に示す。  
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Fig.2.2.13  Comparison of Yaw Moment 

              (β=10 deg. ) 

 
図から明らかなとおり計算値は精度良く推定

できているとは言えない。それぞれの傾きは実

験値で  -2.132 と直進状態とあまり変わらない

値を示しているが､計算値で  –1.720 と実験値

とも直進状態とも異なっている。  
船体に働く横力の着力点を船長で無次元化し

た xH は実験値で 0.416、計算値で -0.490 とこれ

についても傾きと同じことが言える。この原因

は舵直圧力のところで触れたものが考えられる、

それとは別に計算では舵軸を考慮に入れていな

いことも原因の一つと考えられる。舵軸自体に

働く横力は大きくないがレバーとなる midship
からの距離を考えると回頭モーメントへの影響

は無視できないように思える。  
 
２．２．５．結言 

 
船体の操縦運動を推定する上で重要となる数

学モデルの中で、現象の解明が十分に行われて

いない船体とプロペラ、舵間の干渉問題のうち、

本報では船体と舵の干渉問題を取り上げ、タン

カー船型について CFD を適用した計算結果と

実験結果とを比較・検討した。本研究により下

記のような結論が得られた。  

 
1. 船体と舵を単一格子として格子を生成す

ることにより、船体と舵に働く流体力が

概ね精度良く推定できる。  
2. 直進状態での舵角試験の計算結果から船

体と舵の干渉係数である Ha 、 Hx を精度

良く推定できる。  
3. 直進状態での舵角試験の横力分布の計算

結果から、舵を切ることにより主船体に

誘起される横力はおもに船尾付近で発生

し、誘起される横力の長さ方向分布形状

の舵角の大きさによる変化は少ないと言

える。  
4. 斜航状態での舵角試験では船体による有

効舵流入角や有効舵流入速度への影響が

あり、実験結果と計算結果との間に微小

な相違が見られる。  
5. 斜航状態での干渉係数は精度よく推定出

来ていない。これは上記 4. が原因と考え

られる。  
 

本報では計算の都合上、台形舵で計算および

実験を行い船体と舵の干渉問題について検討を

行ったが、実際にはマリナー舵などのホーン付

きの舵が使われており、これらについてはさら

に検討が必要である。  
今後はより実用的な舵への適用、乱流モデル

の変更、格子の生成法の改良により斜航状態で

の推定精度を向上するとともに､プロペラを導

入し、船体・プロペラ・舵の３者間の干渉問題

について検証していく予定である。  
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２．３．主船体に働く流体力の細長体理論 

    による近似推定法 

 
２．３．１．緒言 

 
 船体は一般に細長いという特徴を利用し、３

次元流場問題を取り扱いの容易な２次元的問題

へ変換する細長体理論は、操縦流体力推定の分

野において広く利用されている。  
 細長体理論を用いた操縦流体力推定法で求ま

るものは横力と回頭モーメントであり、前後方

向の力は求まらない。更に、３次元粘性流場を

扱う CFD を用いた推定法に比べ、３次元影響

と粘性影響に相対的に粗い近似を用いる細長体

理論による推定法では当然推定精度も低い。  
 しかしながら、船尾形状の違い等の船型変化

による操縦流体力の定性的変化を把握するには、

十分実用的な精度を有する段階に達しており、

加えて、操縦運動の数学モデルを作成するには

多数の計算点数を必要とするが、推定計算に要

する時間の短さ及び取り扱いの容易さが細長体

理論による推定法の大きな魅力となっている。  
 細長体理論を用いた操縦流体力の推定におい

ては、非粘性非圧縮性の仮定の下に、細長い滑

らかな船体表面から剥離する渦流域を厚さのな

い自由渦で近似する lifting potential flow 問題

を扱う。理想流体では存在しない剥離現象を近

似した流れのモデルの仮定の下に船体まわりの

流場を求め、求めた流場情報をもとに船体に働

く流体力を推定計算する。つまり、流れのモデ

ル、流場、流体力という３要素についての扱い  
 
が解法のポイントになる。  
 本節では、先ず一般的な揚力体問題の取り扱

い方を述べ、次いで細長体理論を用いた操縦流

体力の近似推定法について述べる。  
 
２．３．１．一般揚力体問題 

 
 操縦運動する船体の問題に限定せず、任意形

状物体の任意運動を考える。  
 無限流体中を物体が静止状態から出発して任

意の運動をしている場合、物体表面に沿って発

達する境界層および剥離渦流域の厚さが薄い場

合は、境界層および剥離渦流域を厚さのない渦

層で近似することにより、完全流体中において

一種の自由表面として剥離渦層を持つ任意運動

する物体まわりのポテンシアル流れとして扱う

ことが出来る。  
 Fig.2.3.1,2 に示すように、無限流体中に静止

していた物体が動き出し、物体表面 からは境

界層が剥離し薄い剥離渦層 が形成されてい

る と す る 。 空 間 固 定 静 止 座 標 系 （ 系 ） を

BS

S
WS

0 0 0O X Y Z− とし、物体固定動座標系（ B 系）を

o xyz− とする。物体は B 系原点 速度o が BU
r

で

移動し、原点 のまわりに角速度o BΩ
r

で回転し

ているとする。この時 B 系上の固定点は 系 Sr r r r
系上を速度 B B RBU U= +Ω × で移動することに

なる。 

 

   
Fig.2.3.1 Coordinate System 

 

  流体は非粘性非圧縮性で境界層と剥離渦層を

除き非回転とすると、境界層と剥離渦層を除い

た流体領域 では 系上において撹乱速度ポ

テンシアル

D S
Φが定義出来、境界層と剥離渦層の

厚さを無限小と仮定すると、流場を求める問題

は次の条件を満足する撹乱速度ポテンシアル

Φを求める問題となる。 
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Fig.2.3.2 Control Surface 
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但し条件 [ ] のWK V

r
は剥離渦層 の速度ベク

トルを表す。 
WS

 完全流体では存在しない剥離発生の条件は

(2.3.1)式に含まれていないが、流体力の推定精

度を左右する重要な条件であり、流れのモデル

（渦モデル）において仮定・導入される。剥離

発生の条件に基づき物体表面より流出する自由

渦層を含む流場を表す式を満足する Φが求ま

ると、流場情報 をもとに物体に働く流体力が

求められる。 

Φ

 物体が流体より受ける力 F
r
及びモーメント

M
r

（ 系原点まわり）は、圧力積分の形で次

式で表される。 

S

 

      
( )

( ) ( )

2

2

1
2

1
2

B

B

S

S

F nd
t

M R n d
t

ρ

ρ

 ∂Φ
=− + ∇Φ Σ ∂ 

 ∂Φ
=− + ∇Φ × Σ ∂ 

∫∫

∫∫

r
r

r
r r

    (2.3.2) 

 
 上式を発散定理、渦層の条件、領域 で渦度

０の条件を用いて変形し、次いで、任意の検査

面 を十分遠方にとり静止境界とすること、及

び速度ポテンシアル Φの遠方での性質を利用

すると、次のような式が得られる。 

D

CS

 

       

( )
B W

B W

S S

S S

F d nd
dt

M d R n d
dt

ρ

ρ

+

+

= − Φ Σ

= − Φ ×

∫∫

∫∫ Σ

r
r

r
r r

      (2.3.3) 

 

 (2.3.3)式は非常に簡潔な表現で、流体から物

体が受ける力は物体及び剥離渦層により流体に

与えられる運動量と角運動量の変化の割合であ

るという、物理的にも理解しやすい形となって

いる。 

 (2.3.3)式を物体固定動座標系（ B 系）上で

の表示に変換し、且つ、 B 系原点まわりのモー

メントにすると、次式となる。 

 

 
( )

( )

B W B W

B W

B W B W

B
S S S S

B
S S

B B B
S S S S

F d nd nd
dt

M d R n d
dt

R n d U nd

ρ

ρ

+ +

+

+ +

= − Φ Σ−Ω × Φ Σ

= − Φ × Σ

−Ω × Φ × Σ− × Φ Σ

∫∫ ∫∫

∫∫
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r
rr r

r
r r

r r rr r

(2.3.4) 

 

 (2.3.1)式を満足する撹乱速度ポテンシアル

Φ を (2.3.3)式または (2.3.4)式に代入するこ

とにより、任意運動をしている物体に働く流体

力 が 求 ま る こ と に な る が 、 (2.3.3) 式 及 び

(2.3.4)式は渦層全体の情報を必要とするため、

長時間任意運動した後の物体に働く流体力を求

めることは実際上は不可能に近い。そこで、物

体後方の検査面を物体に近づけ、検査面より後

方の渦層の情報を検査面上での流場情報で置き

換える。 

 

 
  Fig.2.3.3  Space Fixed Control Surface 

             and  CS CS ∞
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Fig.2.3.4  Potential Integral Region 

 

 Fig.2.3.3,4 に示すように、物体の主運動方向

と逆方向に、物体固定動座標系（Ｂ系）の x 軸

をとる。流体中の外部境界面として、Ｂ系の x 軸

に垂直な任意の x 位置での断面 と、物体から

十分遠方にある境界面 とからなる検査面を

考える。 

CS
CS ∞

 と で囲まれた物体と渦層の表面を

と とする。S と との交線を
CS
WS

CS ∞ BS
C BS BC 、S と

との交線を C とする。
C WS

W BC および C 上で 面

内での流体から外向き方向の単位法線ベクトル

を

W CS

N
r
、 BC および C 上の線素ベクトルをW dl

r
と

する。これ以後、S 面からC BC と とで囲まれ

た物体と渦層を除いた領域を、改めて 面とす

る。 

WC
CS

 境 界 面 , , ,B W C CS S S S ∞ で 囲 ま れ た 流 体 領 域

を とし、(2.3.2)式から(2.3.4)式を求めた場

合と同様にして圧力積分の式を変形し、断面

より前方部分の物体に働く流体力の式が得られ

る。 

D
CS

 および を空間固定の静止境界面とす

ると、多少の演算の後、物体に働く流体力は物

体固定動座標系（Ｂ系）上において次式で与え

られる。 

CS CS ∞
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(2.3.5) 

 

但し、 B B RBU U= +Ω ×
r r r r

であり、V
r
は渦層 の

速度ベクトルを表す。検査面 を物体より後方

におく事により、物体全体に働く流体力が求ま

る。  

WS
CS

 物体が任意運動の後しばらく定常運動を続け

ており、後方検査面の 面も含めて 面より

前方の物体及び渦層近傍での流場が定常と見な

せる場合、 (2.3.5)式の右辺第１項、第２項が消

え、次式の定常流体力の式が得られる。  

CS CS
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(2.3.6) 

 

３．３．２．細長体理論による解法 

  操縦運動している船体に適用するにあたって

は、船体の速度は操縦流体力への造波現象の影

響が無視出来る程度の速度域とし、水面を剛体

平面（ 0 0Z z= = ）として鏡像を考えた上下対称

な２重モデルを用いる。  
 船体の細長比を微小パラメーターとして摂動

展開を行うが、船体運動の大きさもまた摂動展

開に用いられる独立したパラメーターとなる。

但し、通常の操船運動では前進方向速度に比べ

て横方向速度は小さいので、両パラメーラーの

値は同じオーダーであると仮定することが多い。

本報告書でもこの同じオーダーという仮定を用

いる。 
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 船 体 の 長 さ を 、 幅 をL B と し た と き 、

B Lε = は十分小さいとし微小パラメーターと

して用いる。 

 先ず、船体と剥離渦層の位置と形状について

次のように仮定する。  
 

    

(1) , ( ) ,
( ) ,

( ) , (1) , (1)

( , , )
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x y z

x L O y L O
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=
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    (2.3.7) 

 
次に、船体と剥離渦層の運動について次のよう

に仮定する。  
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   (2.3.8) 

 

 以上の船体と剥離渦層の位置及び形状と運動

についての仮定をもとに、流体力と流場につい

ての近似式を求める。  
 
（１）流体力の表現 

 流体力の厳密式 (2.3.5)式を細長体理論の仮定

(2.3.7)、 (2.3.8)式を用いて、 ε についてオーダ

ー展開を行う。平面運動と流場の上下対称性の

仮定のもとに、2nd order の項まで残すと次式

が得られる。 
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2

( ) .. ( )

1 ( ) ..
2

B W

B W B W

C

B W B W C

C

x y
C C

y y y
C C S S

y z
S

y x x y
C C S S S

x
S

F U N dl O O

U x N dl n d

d O

yN dl n d d O O

d O

O

ε ε
ρ

ε ε

ε ε

ε

+

+ +

+ +

= − Φ > ≥

+ +Ω Φ +Ω Φ Σ

+ Φ +Φ Σ > ≥

+Ω Φ −Ω Φ Σ − Φ Φ Σ > ≥

− Φ Σ >

∫

∫ ∫∫

∫∫

∫ ∫∫ ∫∫

∫∫

r

ﾑ

ﾑ

ﾑ

j

i i

i

j j j

i

 

                                                                                 (2.3.9) 

        
( )

( )

2 3

2 2 4 5

5 6

2 6

( ) .. ( )

1 ( ) .. ( )
2

( ) .. ( )

1 ( ) ..
2

B W B W

B W B W

C

C

C

x y x y
S S C C

y y y x
C C S S

y z
S

x y
S

x
S

M U n d U x N dl O O

U x yN dl U n d

yd O O

x d O O

yd O

ε ε
ρ

ε ε

ε ε

ε

+ +

+ +

= − Φ Σ + Φ > ≥

− +Ω Φ + Φ Σ

− Φ +Φ Σ > ≥

− Φ Φ Σ > ≥

+ Φ Σ >

∫∫ ∫

∫ ∫∫

∫∫

∫∫

∫∫

r

ﾑ

ﾑ

k k

k k

k

k

k

 

 

 F
r
と M

r
は 面より前方の船体に働く力と

モーメントであり、S 面を船体より後方にとる

ことにより、船体全体に働く力とモーメントが

得られる。  

CS
C

 

 従って、平面運動と上下対称流場の条件のも

とで細長体近似における 2nd order まで精度が

保証されている Sway force と Yaw moment 
の式は次式で与えられる。  

Y
N
 

(117) 

／
 

／
 I

I
 



22 

  W

B W W

x y
C

x y x
S S C

Y U N dl

N U n d xU N

ρ

ρ +

= − Φ

= − Φ Σ+ Φ

∫

∫∫ ∫

ﾑ

ﾑ y dl

 (2.3.10) 

 

但し x は 面の位置であり、 面は船体より

後方にあるとする。  
CS CS

 (2.3.10)式の Y は Kuuta-Joukowski の定理に

相当する揚力の項であり、N は渦層がある場合

の広義の Munk moment を表している。 

 第１次近似解として leading order の項のみ

を残して解を求める方法でも、 (2.3.10)式と同

じ形の式が得られるが、高次の項まで考慮した

解を求める方法により初めて (2.3.10)式が 2nd 
order まで有効な式であることがわかる。  
 (2.3.10)式の表現においては、2nd order の項

は陽に存在しないため、leading order だけ考え

ようと 2nd order まで含めようと、流体力の式

の表現に差はないが、速度ポテンシアル Φに

2nd order まで有効な値を導入すれば (2.3.10)
式は 2nd order まで有効な流体力の式となり、

に leading order の値を用いれば (2.3.10)式
は leading order の精度の式となる。  
Φ

 なお前小節でも述べたように、 (2.3.10)式は

水底が平面の浅水域での流体力にもそのまま適

用出来る。  
 3rd order まで考慮すると 面での積分項が

入るようになり、ポテンシアル の値だけでな

くポテンシアルの微分値 Φ Φ も必要に

なる。  

CS
Φ

, ,x y zΦ

 
（２）流場の表現  
 船体に働く流体力を求めるには、船体まわり

の 流 場 の 情 報 が 必 要 に な る 。 流 場 の 情 報 は

(2.3.1)式を満足する撹乱速度ポテンシアル Φ
により与えられる。 

 細長体理論を用いて Φを近似表現する場合、

本方法では内部解と物体から遠方で成り立つ外

部解から作られる流体全領域で成り立つ合成解

を用いるが、流体力の表現(14)式に対応し、2nd 
order まで考慮した合成解を用いる。  
 長 さ 、 幅( 2 )L l= B 、 喫 水 の 船 体 が 、

Fig.2.3.5 に示すように速度 U 、偏角

d
β 、回頭

角速度 で、ゆるやかな定常旋回運動をしてい

る場合を考えることとし、次のような無次元化

を行う。 

Ω

 

   
2

, ,
, ,

,

U l U l R r l
x l y l z l
dl l ds d l dS

φ ω
ξ η ζ

Φ = ⋅ Ω = ⋅ = ⋅
= ⋅ = ⋅ = ⋅

= ⋅ Σ = ⋅

r r

 (2.3.11) 

 

 

     Fig.2.3.5  Coordinate System 

 
 速度ポテンシアル Φの満足すべき条件 (1)式
は、船体固定動座標系（ B 系）上で次式のよう

に表せる。  
 
[ ]
[ ] ( ) (

[ ]
( ) (

( )
[ ] ( ) (

[ ]

)

)

)

2 2
2

0

cos sin

0 0

( 0) ( 0)

2 cos 2 sin

cos sin

0 0

, 0

P P

P

L in D

H H

H on H

WD C W C W

C

WK W W

W on W

as r

ξξ ηη ζζ

Hξ ξ η

ζ ζ

η

ξ η

ξ η ζ

ξ ξ η

ζ ζ

φ φ φ

φ β ωη φ β ωξ

φ

η

β ωη φ β ωξ φ

φ φ φ

φ β ωη φ β ωξ

φ

φ φ

+ + =

+ + + − −

+ = =

→ + = → −

= − + + +

− + +

+ + + − −

+ = =

∞ ∇ → →∞
r

 

                                  (2.3.12) 
 
但し、H ( , , ) 0ξ η ζ = は船体表面、W ( , , ) 0ξ η ζ = は

剥離渦層面を表す。  
 渦層は力を支えない、つまり渦層の両面で圧

力が等しいという条件 [ ]WD は、(2.3.13)式のよ

うに表せる。  
 (2.3.13)式は、 potential gap つまり doublet
の強さが doublet 層（剥離渦層）と同じ速度ベ

クトルで移動することを示しており、実質部分

での渦の保存を示す Helmholtz の渦定理に相

当する。  
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( )

( )

2 cos

sin ( ) 0

( 0) , ( 0)
( 0) , ( 0)

1 1( ) , ( )
2 2
1 ( )
2

P P

P P P P

C C

C C W C C W
W W

ξ

η ζ

ξ ξ ξ η η η

ζ ζ ζ

φ β ωη
ξ

φ β ωξ φ φ φ
η ζ

φ φ φ φ

φ φ φ φ φ φ

φ φ φ

+ −

+ −

+ −

+ −

+ − + −

+ −

 ∂
− = − + + ∂

∂ ∂
+ − − + − =∂ ∂ 

= →+ = →−

= →+ = →−

= + = +

= +

 

                                  (2.3.13) 
 
 ここで流体力の表現で用いたのと同じ細長体

の仮定を導入する。形状に関する仮定 (2.3.7)式
および運動に関する仮定 (2.3.8)式を用いる。  
 流体全域において有効な合成解を、船体近傍

で有効な内部解と船体から遠方で有効な外部解

から作成する。  
 先ず内部解を求めるため、船体近傍で遠方で

の 条 件 [ ]∞ を 除 い た (2.3.12) 式 を 摂 動 展 開 し

2nd order まで有効な条件式を求めると次式と

なる。  
 

[ ]
[ ]

[ ]

[ ]

2 2

0

(sin ) cos 0

( 0) ( 0)
2cos 2(sin )

( )

(sin ) cos 0

P P

P

L in D

H H H

H H on H

WD C W C W
C

WK W W
W W on W

ηη ζζ

η η ζ ζ

η ξ

ξ η

η ζ

η η ζ ζ

η ξ

φ φ

φ φ

β ωξ β

β φ β ωξ φ

φ φ

φ φ

β ωξ β

+ =

+

= + − ⋅

→+ = →−

= − ⋅ + +

− +

+

= + − ⋅ =

=
 

                                  (2.3.14) 
 
 船体の近傍で成り立つ条件 (2.3.14)式を解く

ことにより、船体の近傍で 2nd order まで有効

な内部解 φ が求まる。なお leading order のみ

を考慮した場合は、形式的には条件 [ ]WD が 2nd 
order として省略出来るが、非圧縮性の完全流

体として扱う上では渦保存則は流体の基本的性

質であるとして条件 [ ]WD を保持すべきであろ

う。  
 (2.3.14)式を満足するポテンシアル φ は次式

の形で与えられる。  
 

   
( )

2 2 2

1 1 1ln ln ( )
2

( ) ( )
C

ds g
N r N r

r
ξ

φφ φ ξ
π

η η ζ ζ

 ∂ ∂  = ⋅ − +  ∂ ∂   

′ ′= − + −

∫ﾑ  

                                  (2.3.15) 
 

( )C ξ は考えている ξ 断面での船体及び自由渦

層の girth、 N∂ ∂
( )

は流体外部へ向かう法線方向

微分を表す。g ξ は遠場における解の性質から

求める。  
 外部解との接続を行うため、 (2.3.15)式で表

される φ が船体から遠方でどのような形になる

のか、 φ の outer limit を求める。 ,η ζ を十分

大きいとし（ ( ), 1Oη ζ ε≥ ）、 (2.3.15)式を展開

し 2nd order まで求めると次式が得られる。  
 

   

0

2
0

2 2 2
0

1 cos ln ( ) ( )
2

1 ( )
2

( ) (sin ) ( )
B WC C

r S g

F
r

F S N

r

η

φ β ξ ξ
π ξ

η ξ
π

ξ β ωξ ξ φ

η ζ
+

ds

∂
= ⋅ ⋅ +

∂

−

= + +

= +

∫ﾑ

 (2.3.16) 

 

( )S ξ は で無次元化した船体横断面積、
2l BC と

はその横断面での船体と渦層の girth を表

す。  
WC

 次に外部解を求める。何の近似もしていない

(2.3.12)式を満足する φ は次の形で与えられる。 

 

    

( ) ( ) (2 22

1 1 1
4

B WS S

dS
n R n R

R

φφ φ
π

)2ξ ξ η η ζ ζ

+

∂ ∂  = −  ∂ ∂   

′ ′ ′= − + − + −

∫∫    (2.3.17) 

 
外部解として船体から遠方での (2.3.17)式の漸

近解を求める。 (, 1O )η ζ ≥ ε として (2.3.17)式
の展開を行い、 2nd order までの項を残して外

部解とする。  
 

      

1

1
0

31
0

cos ( )
4

( )
4

S d
R

G d
R

β ξφ ξ
π

η ξ ξ
π

−

∞

−

′ ′
′= −

′
′−

∫

∫
   

                                 (2.3.18) 
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2 22
0 0

( ) (sin ) ( )

( )
B WC C

G S

R r

ηξ β ωξ ξ φ

ξ ξ
+

= + +

′= − +

∫ﾑ n ds

)
 
 内部解との接続のため、 , (Oη ζ ≤ ε として

(2.3.18)式を展開し、外部解の inner limit を求

める。  
 

1 2

1

0 2
0

cos ( ) ( ) ( ) ln4(1 )
4

cos 1( ) ln ( )
2 2

S S d S

S r G
r

β ξ ξφ ξ ξ
π ξ ξ

β ηξ ξ
π π

−

 ′ ′ ′− ′ ′=− + ⋅ − ′−  

′+ ⋅ −

∫ ξ



 

                                  (2.3.19) 
 
 内部解 (2.3.15)式と外部解 (2.3.18)式が、中間

領域で 2nd order まで一様に接続するよう、内

部解の outer limit (2.3.16)式と外部解の inner 
limit (2.3.19)式を等しいとおくと、次の関係が

得られる。  
 

1 2

1

cos ( ) ( )( ) ( ) ln4(1 )
4

( ) ( )

S Sg d S

F G

β ξ ξξ ξ ξ
π ξ ξ

ξ ξ

−

 ′ ′ ′− ′ ′= − + ⋅ − ′−  
=

∫ ξ

  

                                  (2.3.20) 
 
 全流体領域で有効となる合成解は、内部解と

外部解との和から共通部分である (2.3.16)式ま

たは (2.3.19)式を差し引くことにより、次式で

与えられる。  
 

  

( )

0 2
0

1

2 0 1
0

2 31
0 0

cos 1( ) ln ( ) ( )
2 2

cos ( )2 ( ) ln
4

2 ( )( )
4

IN OUT

D

S r g F
r

SS r d
R

FF d
r R

φ

β ηφ φ ξ ξ
π π

β ξφ ξ ξ
π

η ξξ ξ
π

−

∞

−

′= + − ⋅ − +

 ′ ′
′ ′= − ⋅ + 

 
 ′ ′+ − 
  

∫

∫

合成解

ξ
 

                                  (2.3.21) 
 
但し、 INφ は内部解 (2.3.15)式、 OUTφ は外部解

(2.3.18) 式 、 2Dφ は 内 部 解 の 主 要 部 で あ る

(2.3.15)式右辺第１項の２次元ポテンシアルを

表す。  
 全流体領域で 2nd order まで有効な合成解

(2.3.21)式は、内部解の主要部である２次元ポ

テンシアル 2Dφ に、右辺第２項の対称流場成分

に対する３次元補正項と右辺第３項の反対称流

場成分に対する３次元補正項が加わった形とな

っている。これらの３次元補正項は、対称流場

成分については cos ( )Sβ ξ′⋅ という source 分布

による、反対称流場成分については ( )F ξ という

doublet 分布による、３次元流場と２次元流場

の差として表されている。３次元補正項におけ

る特異点分布の表す物体をここでは等価物体と

呼ぶことにするが、 (2.3.21)式に示される３次

元補正項は、船体形状の細かい局所的変化を直

接的に考慮するものではなく、船体および渦層

の影響を近似する簡単な形状の等価物体による

３次元流場と２次元流場の差を与えるものであ

る。  
 以上は 2nd order まで考慮した合成解の場合

であるが、外部解及び外部解との接続において

leading order のみを考慮した場合の合成解は、

(2.3.21)式から右辺第３項の反対称流場成分に

対する３次元補正項を除いたものとなる。つま

り３次元補正項は右辺第２項の対称流場成分に

対するものだけとなり、 (2.3.10)式で表される

流体力には陽な形では何ら寄与しない。  
 水 深 を aζ = − と し ( )a O ε= の 浅 水 域 を 考 え

ると、船体の近傍では、 (2.3.14)式と水底での

条 件  [ ] 0B onφ aζζ = = ±  を 満 足 す る 次

式の速度ポテンシアルが内部解として浅水域の

場合に対しても深水域の場合と同じような方法

で合成解を作成出来る。  
得られる。  
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1 ( )
2

( , ; , )
1 ln cosh ( ) cos ( )
2 2 2
1 ln cosh ( ) cos ( )
2 2 2
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C
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a
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φφ φ
π

η ζ η ζ
π π

ξ

η η ζ

π π

ζ

η η ζ

π

∂ ∂ = ⋅ − ⋅ + ∂ ∂ 
′ ′

ζ

 ′ ′= − − − − 
 
 ′ ′− − + + 
 

 +  
 

∫ﾑ
 

                                  (2.3.22) 
 

( )f ξ は深水域の ( )g ξ に対応するもので、外部

解との接続から決められる。 

 外部解は次の形で表される。  
 

 
1

21 1

2 2 2

1 1 1( ) ln ( )
2 2
( )

m d
r

r

d
r
ηφ ξ ξ σ ξ

π π
ξ ξ η

∞

− −
ξ′ ′ ′= ⋅ −

′= − +

∫ ∫ ′  (2.3.23) 
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全流体域で 2nd order まで有効な合成解は次

式で与えられる。  
 

  

1

2 1

21

2
( )

2 2 2

cos 1( ) ln
4

1cos ( ) ln
4 2

( ) 1 ( ) sgn( )
4 4

( ) (sin ) ( )
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D

D
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S d
a r

S
a a

F d F
a r a

F S N

r

η
ξ

ds

βφ φ ξ ξ
π

η πβ ξ
π

η ξ ξ ξ η
π

ξ β ωξ ξ φ

ξ ξ η

−

∞

−

′ ′ ′= −

  ′− ⋅ −  
  

′
′− +

= + +

′= − +

∫

∫

∫ﾑ

⋅
 

                                  (2.3.24) 
 

2Dφ は内部解(2.3.22)式の右辺から ( )f ξ を除

いた２次元ポテンシアルを表す。 

 合成解(2.3.24)式は、水深は喫水と同じオー

ダーの a O( )ε= であり、遠方では ξη 平面の２

次元流場として近似出来るという浅水近似のも

とに求められた式であり、この仮定が成り立つ

範囲の水深で用いるべきものである。  
 なお ( ) 4 (sin )F aξ β ωξ+ は、浅水問題で通常

blockage coefficient 1)と呼ばれている値とな

る。 

 
（３）流れのモデル（渦モデル）  
 先に示した流体力の表現(2.3.10)式及び流場

の表現(2.3.21)式を用いるにあたっては、操縦

運動する船体まわりの剥離渦流を含む流れを、

揚力体まわりのポテンシアル流れとして近似す

るための流れのモデルを仮定することになる。

流れのモデルの構成においては、剥離のモデル

化が重要なポイントとなる。剥離した後の剥離

渦層については、条件 [ ] を満足する

ように剥離渦層を流せばよい。 

[,WD WK ]

 船体のような３次元物体の滑らかな表面から

の剥離については、 Fig.2.3.6 に示すような

bubble 型と free shear layer 型 2)、または、

closed 型と open 型 3)と呼ばれるものが典型的

なもので、その中で操縦流体力に大きく影響す

るのは open 型と呼ばれる剥離である。  
 これらの代表的３次元剥離の特徴は、限界流

線の包絡線として剥離線が形成されることであ

り、限界流線の包絡線の存在は３次元剥離の有

力な判定条件の一つとなるが、剥離が発生して

はじめて包絡線となるものであり、剥離発生の

予測にこの条件を用いるのは困難である。  
 前後方向への流場変化に比べて横断面内での

流場変化が支配的とする細長体近似においては、

操縦流体力に大きく影響する３次元剥離につい  
 

 
             (a)  Closed Type 
 

 
            (b)  Open Type 
 
 Fig.2.3.6  Three Dimensional Separation2) 

 
ても、各断面において２次元剥離的取り扱いが

なされることが多い。つまり、限界流線の包絡

線の条件は２次元断面内における Kutta の条件

として使用されることが多い。  
 剥離した後の剥離渦層を近似する流れのモデ

ルとしては、現在最も一般的に用いられている

のが離散渦モデルであり、３次元的には多数の

渦糸からなるモデルである。  
 剥離渦層の出発点となる剥離のモデル化にお

いては、  
     1. 剥離線の位置  
     2. 剥離発生の有無  
     3. 初生渦の位置  
     4. 初生渦の強さ  
を決定するための条件を仮定することになる。  
 条件 1, 2 については、流場計測資料等を参考

に決められている。剥離の位置は、細長体理論

を用いた操縦流体力推定法研究の初期には、簡

単のためキールに仮定するという方法が用いら

れることもあったが、最近では実験に合うよう

(121) 
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ビルジ部付近とする方法が一般的に用いられて

いる。どの位置にするかは、あらかじめ与える

か又は圧力極小位置にするか等、いくつかの方

法が用いられている。剥離発生についても、剥

離位置で無条件に剥離させるモデルもあれば、

例えば、剥離位置で船底から船側方向への流れ

がある場合に剥離させる等のある条件を満足し

た場合のみ剥離させるというモデルもある。 

 要するに、剥離位置の決定と剥離発生の判断

については詳しい流場計測資料の不足もあり、

現象を的確に反映した合理的な流れのモデルが

未だ確立されていないというのが現状である。  
 剥離位置が決まり剥離発生が確定したら、離

散渦モデルでは、初生渦を剥離位置の近くに置

く。その初生渦の位置と強さを決めることが必

要になる。  
 初生渦の強さについて２次元断面内の流れを

考えると、単位時間に剥離点から放出される循

環 d dΓ t は、剥離点における境界層外縁の流速、

つまりポテンシアル流れの場では剥離点におけ

る流速、をU とすると、  S
 

 22

00 0

1 1
2 2S S

d uudn udn u U
dt n

δ δ δ
ωΓ ∂  = ⋅ = = = ∂∫ ∫   (2.3.25) 

 

で与えられることが多い 4)。 δ は境界層厚さ、

Sω は渦度、u は物体表面に平行な速度成分、n
は物体表面からの法線方向距離を表す。  
 但し、上記の値は初生渦の強さにそのまま用

いるには強すぎると、いうことが経験上わかっ

ており、現実的な値を得るため、  
 

          21
2 S

d U C
dt γ
Γ
= ⋅              (2.3.26) 

 

実験係数 Cγ を導入するという方法が通常用い

られている。 

 本研究でもこの方法を用いており、Cγ をブロ

ック係数と水深喫水比の関数として 

      C f  1 2( ) ( /bC f H dγ = ⋅ )

実 験 値 と 計 算 値 と の 比 較 に よ り 求 め た

Fig.2.3.7 に示す値を用いている。 

 初生渦の位置と強さの関係については、剥離

線は限界流線の包絡線という条件を用いる。細

長体近似においては、この条件は横断面内流場

における Kutta の条件とも言えるもので、断面

内で剥離点における流速が０になるよう、かつ、

剥離点上方で逆流を生じない位置に初生渦を置

いている。  

 剥離した渦は、条件 [ ]WK を満足するよう、そ

の位置での流れに乗って移動するというモデル

を用いている。  
 

0.40 0.45 0.50 0.55 0.60 0.65 0.70 0.75 0.80 0.85 0.90
0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

0.65

0.70
f1(Cb)

Cb  
   

 
1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
f2(H/d)

H/d  

      Fig.2.3.7  C f1 2( ) ( / )bC f H dγ = ⋅  

 
 船体まわりの流場の計算は、上流断面から流

れてくる剥離渦や船体の断面積変化等の３次元

影響を考慮しながら、上流から下流に向かって

各断面で２次元的に流場を計算して行く。  
  離散渦モデルにおいては、船体の後方断面へ

行くに従い剥離渦層を近似する離散渦の数は多

くなってゆくが、渦点が等間隔で配置されてい

ないと近似渦層への誘起速度に誤差を生じるの

で、近似渦層上の渦度分布が変化しないよう考

慮しながら渦点を再配列するという方法を取っ

ている。  
 

２．３．４．細長体理論による操縦流体力 

      の推定計算例 

 

 以上述べた方法で、それでは具体的にどの程

度まで推定出来るのかを示す例として、深水域

及び浅水域での CMT 結果、及び、ヒール時の

(122) 

／
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CMT 結果について推定計算値と実験値との比

較例を以下に示す。  
 Fig.2.3.8,9 は タンカ ー船型 の深 水域で の

CMT 結果との比較で、A 船型と B 船型は主要

目は同じで船尾形状のみが異なり、A 船型は U
型船尾、B 船型は V 型船尾である。船尾形状の

違いが操縦性能に大きく影響する代表的例とし

て知られている 5)。  
 Fig.2.3.8,9 の流体力そのものの比較からは

船型による 相違は見分 けにくいが 、例えば

Fig.2.3.10 に示すように、斜航による圧力中心

の差等で見ると船型による違いは明らかであり、

推定計算もよくこの傾向を表している。  
 Fig.2.3.11 は別のタンカー船型（Esso Osaka）、
Fig.2.3.12 はコンテナ船型（SR108）について

の深水域での CMT 結果との比較で、Fig.2.3.8
～12 から見ると、Sway force については旋回

角速度が大きく且つ偏角が小さいところで推定

精度は低下しているが、Yaw moment は概ね合

っている。  
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 Fig.2.3.13 は浅喫水船の水深による操縦流体

力変化の CMT 結果と推定計算値との比較で 6)、

水深による流体力の変化の傾向を推定計算値は

よく説明していると言える。なお Fig.2.3.13 に

は、流体力に加えて船体自身の質量による遠心

力成分も含まれている。  
  Fig.2.3.14 は推定計算のみであるが、タンカ

ー船型の水深による針路安定性の変化を計算し

たもので、浅くなるにつれて針路安定性は低下

し、水深喫水比が 1.5 あたりより浅くなると急

速に安定性は向上している。この傾向は本船の

実船試験でも確認されている。  
 Fig.2.3.15 は深水域でヒールしている場合の

操縦流体力で、斜航状態では斜航角が大きいほ

ど heel effect が明瞭に現れるようになり、左舷

側から流れを受ける場合（ 0β > ）は右舷側に

傾 斜 す る ほ ど 、 Sway force は 大 き く Yaw 
moment は小さくなる傾向を実験値、推定値と

もに示している。  
 Fig.2.3.16 はヒールしている場合の CMT 結

果との比較である。右に旋回中（ r ）は左

舷側に傾斜した方が Sway force は小さく Yaw 
moment は負の値で小さくなっており、右へ斜

航角がつくとこの傾向はさらに明確になる。つ

まり定常旋回運動では外傾するほど旋回抵抗モ

ーメントが小さくなることを示している。推定

計算結果も、定量的には不十分であるが、定性

的にはヒール角の操縦流体力への影響をよく説

明している。  

' 0>

 以上の実験値と推定計算値との比較例により、

細長体理論による操縦流体力推定法は、定量的

には不十分な点もあるが、定性的傾向を把握す

るには十分な精度を有する段階に達しているこ

とがわかる。  
 
２．３．５．結言 

 本節では、CFD による高精度推定法に比較し

簡易推定法としての細長体理論による操縦流体

力推定法の現状を説明した。  
 操縦流体力の実験値やデータベースが利用出

来ない場合、操縦流体力を推定する方法として

は、船体主要目から推定する取り扱いの非常に

簡単な貴島の式 7)、複雑な取り扱いと長い計算

時間を要する CFD による高精度の推定法、及

び、その中間的方法としての細長体理論による

推定法がある。  
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 操縦性能の推定・評価においては、推定・評

価の目的、要求される精度と信頼性、推定作業

に要する人手・時間・経験等を考慮して適切な

方法を選ぶことになるが、今後も当分の間操縦

流体力の推定には、貴島の推定式、細長体理論、

CFD という３種類の方法が、各々の長所短所を

考慮して利用されていくと予想される。  
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            Fig.2.3.13  Shallow Effect on Manoeuvring Hydrodynamic Forces (SR243A) 
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  Fig.2.3.14  Shallow Water Effect on Course Stability and Linear Derivatives (Esso Osaka) 

 

       
-20 -10 0 10 20

-0.10

-0.08

-0.06

-0.04

-0.02

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

-20 -10 0 10 20
-0.03

-0.02

-0.01

0.00

0.01

0.02

0.03

Sway Force  (Container Ship)

  β   Exp.   Cal.
 12   
  9    
  6    
  4    
  2    
  0    
 -2    
 -4    
 -6    
 -9    
-12   

Y
'=

2Y
/ρ

Ld
U

2

Heel Angle  ϕ (deg.)

Yaw Moment  (Container Ship)

  β   Exp.   Cal.
 12   
  9    
  6    
  4    
  2    
  0    
 -2    
 -4    
 -6    
 -9    
-12   

N
'=

2N
/ρ

L2 dU
2

Heel Angle  ϕ  (deg.)  
 

 Fig.2.3.15  Heel Effect on Manoeuvring Hydrodynamic Forces (Container Ship) 
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       Fig.2.3.16  Heel Effect on Manoeuvring Hydrodynamic Forces (Container Ship) 

 
 
 
２．４．数学モデルの作成と操縦運動 

    シミュレーション 

     
 
２．４．１．概要 

 
 船舶の操縦性能を操縦運動のシミュレーショ

ン計算で評価するには、シミュレーション計算

に用いる船舶の運動方程式を表す操縦運動の数

学モデルが必要になる。数学モデルとしては、

船体・舵・プロペラの単独性能を主体に、それ

に３者間の相互干渉を加えた形で構成されるＭ  

 
ＭＧ型モデルが現在もっとも一般的に用いられ

ており、本解説書でもＭＭＧ型モデルを用いる。 
 操縦運動の数学モデルは、操縦運動する船舶

に働く流体力データをもとに組み立てられる。

本節は、操縦運動の数学モデルを作るにはどの

ような流体力データが必要なのか、それらの流

体力データからどのようにして数学モデルを組

み立てるのかを示したものである。  
 流体力データについては、ここでは、設計段

階において抵抗・自航性能は既に推定されてお

り、必要な残りの流体力データはＣＦＤ等の計

算で与えられる場合を想定している。なお、流
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体力データは模型実験、データベース、理論計

算等により与えられるが、どの方法で得られた

流体力データを用いても、数学モデルの構成法

に基本的差はない。  
 
２．４．２．運動方程式と流体力 

 
（１）座標系  
 船舶の操縦運動として、水平面内における３

自由度の運動  sway , yaw , surge を考える。

空間固定の静止座標系を O ξηζ− とし、 ξη 平

面を静水面に平行に船体重心位置 G を通る平

面、 ζ 軸を ξη 平面に垂直に下向きに取る。  
 船体の運動および船体に働く力は、船体重心

まわりの座標系で表現する。船体重心 G を原点

とする船体固定の動座標系を とし、G xyz− x
軸を船体長さ方向の前向きに、 軸を右舷方向

に、z 軸を

y
xy 平面に垂直に下向きに取る。xy 平

面は ξη 平面に一致する。  
 
（２）運動方程式  
 船体の垂線間長を 、船幅をL B 、喫水を と

する。  
d

 船体は x 方向に速度 u 、 方向に速度 で移

動し、 軸まわりに角速度 で回頭運動をして

いるとする。船体重心の速度を U 、偏角を

y
r

v
z

β 、

方位角をψ 、舵角を右舵が正で δ 、舵直圧力を

、プロペラ推力を T とする。  NF
m z を船体質量、 I を 軸まわりの船体慣性モ

ーメント、 , ,X Y N を船体全体に働く力とモー

メントとすると、船体の運動方程式等は次式で

表される。  
 
運動方程式  

         
( )
( )

m u vr X

m v ur Y
I r N

− =

+ =

=

&

&

&

              (2.4.1) 

対地速度  

  U U ( )
( )

cos cos sin

sin sin cos

u v

U U u v
ξ

η

ψ β ψ ψ

ψ β ψ ψ

= − = ⋅ − ⋅

= − = ⋅ + ⋅
  (2.4.2) 

 
位置と方位  

  
( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( )

0

0

0

0 cos sin

0 sin cos

0

t

t

t

t u v

t u v

t r dt

ξ ξ ψ ψ

η η ψ ψ

dt

dt

ψ ψ

= + ⋅ − ⋅

= + ⋅ + ⋅

= + ⋅

∫
∫
∫

   (2.4.3) 

 

     

 

 
 
       Fig.2.4.1  Coordinate System 

 
 
（３）流体力の表現  
 
（３－１）全体  

   
H P R E

H P R E

H P R E

X X X X X
Y Y Y

N N N N N
Y Y

= + + +
= + + +
= + + +

       (2.4.4) 

  Hull 、 Propeller 、:H :P :R Rudder 、 
  External Force :E
 
（３－２）船体に働く力（ ）  H

  
( ) ( )

( )
H x uu y vr NL

H y r v r x

H v v r NL

X m u X u m X vr X

Y m v Y r Y v Y m u r Y
N J r N v N v N r N

= − ⋅ + + + +

= − ⋅ + ⋅ + ⋅ + − ⋅ +

= − ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅ +
&

&

&

& &

& &

NL
 

  2 ,y r v yJ m x Y N m xα α= ⋅ = = −& & ⋅

y

 

(2.4.5) 
,xm m : 船体の ,x y 方向付加質量、 

J z: 軸まわりの付加慣性モーメント、  
xα :  付加質量中心の x 方向位置を表す。  
 
 非線形項については２次型式、３次型式共に

よく用いられているが、本節では３次型式を用

いることにする。  
 

   

2 2

3 2 2 3

3 2 2

NL vv rr vr vvvv

NL vvv vvr vrr rrr

NL vvv vvr vrr rrr

4

3

X X v X r X vr X v

v Y v r Y vr Y r
N N v N v r N vr N

= ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅

= ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅Y Y
r= ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅

 

(2.4.6) 
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（３－３）プロペラによる力（ ）  P

  

( ) ( ) ( )

( )

( )

42

22 2

22 2

1 1P P P P T

P P P P

P P P P

X t T t n D K

Y n P D Y J

N n P D L N J

ρ

ρ

ρ

= − = − ⋅ ⋅

′′= ⋅

′′= ⋅

PJ
 

  ( )1P P P P PJ u nD u w nD= = −  

(2.4.7) 

Pt : 推力減少係数、T : 推力、 n : プロペラ回

転数、 PD : プロペラ直径 

TK : プロペラ推力係数 

前進中プロペラ順転時は通常 Y N  と

する。 

0P P= =

 停止試験の場合は、前進中プロペラ逆転時の

値が必要になるが、現状は計算で精度良く推定

出来る段階にはなく、これだけは模型実験か類

似船型のデータに頼らざるを得ない。  
 
（３－４）舵による力（ R ）  

       
( )
( )
( )

1 sin

1 cos

cos

R R N

R H N

R R H H N

X t F

Y a F

N x a x F

δ

δ

δ

= − −

= − +

= − +

      (2.4.8) 

      
( )

( )

2

2

2 2 2

sin
2

6.13 ,
2.25

,

N R R R

R

R

R
R R R R

R

F A f U

Hf
A

vU u v
u

ρ λ α

λλ λ
λ

α δ

= ⋅ ⋅ ⋅

= =
+

= + = −

   

( )
2

2

81 1 1 1R T

P P

u K
u J

ε η κ η
π

   = + + − + −      

   (2.4.9) 

 ( )

( ) ( )

1 , ,
1

cos 1

,

xR P

P R

PP
P

P P

R R R R R

kw D
w H

U wuJ
nD nD

Lv v v l r r r
U

ε η κ
ε

β

β β

−
= = =

−

⋅ −
= =

′ ′ ′= = − ⋅ =

 

RA : 舵面積、 : 舵高さ、 U : 舵有効流入

速度、
RH R

Rα : 舵有効流入角度、 δ : 舵角、 

1− −Pw : プロペラ有効伴流率、1 : 舵有効

伴流率、 : 舵位置での増速率、 
Rw

xk
 舵有効流入速度の u については、次式も良い

近似になる。 
R

 ( ) ( ){ } 21 2 1 1 2
1

R

P

P

u S
u S

uS
nP

Sε ηκ ηκ κ= − − + − −
−

=

   (2.4.10) 

 : スリップ比、 : ピッチ S P

 

（４）数値計算用運動方程式 

 

（４－１）有次元運動方程式  
 
( ) ( ) ( )

( ) ( )
( ) ( ){ }

( )
( )

( )

2

1 1 sin

1 cos

cos

x uu y vr

NL P R N E S

y y v r x

NL H N P E S

y v r NL

R H H N P E S

m m u X u u m m X vr

X t T t F X X

m m v m x r Y v Y m m u r

Y a F Y Y Y

I J r m x v N v N r N

x a x F N N N

α

α

δ

δ

δ

+ = + + +

+ + − − − + =

+ + ⋅ ⋅ = ⋅ + − +

+ − + + + =

+ + ⋅ ⋅ = ⋅ + ⋅ +

− + + + =

&

& &

& &

 

(2.4.11) 

   

( )

( )( ) ( ){ }
( )

( )( ) ( ){ }
( )

2

2

x S

y y

S y S

y y

y S y

m m u X

m m I J m x v

S

I J Y m x N

m m I J m x r

m m N m x Y

α

α

α

α

+ =

+ + − ⋅

= + ⋅ − ⋅ ⋅

+ + − ⋅

= + ⋅ − ⋅ ⋅

&

&

&

   (2.4.12) 

通常は  x 0α =  と近似する場合が多い。以下 

0xα =  の場合を扱う。 

 

（４－２）無次元化 

2 2

2 2

2 4

2

,
2 2

2
cos , sin

, ,

2 ,
2 2

,
2 2

B

uu uu vr vr

X X LdU Y Y LdU

N N L dU

u u U v v U
r r L U ds dt U L x x L

m m L d C B L I I L d

X X Ld X X L d

ρ ρ

ρ

β β

ρ ρ

ρ ρ

′ ′= =

′ =

′ ′= = = = −
′ ′= ⋅ = ⋅ =

′ ′= = ⋅ =

′ ′= =

 

2

4

2 3

,
2 2

,
2 2

,
2 2

v v r r

vvv vvv rrr rrr

vvr vvr vrr vrr

Y Y LdU Y Y L dU

Y Y U Ld Y Y U L

Y Y U L d Y Y U L

d

d

ρ ρ

ρ ρ

ρ ρ

′ ′= =

′ ′= ⋅ = ⋅

′ ′= ⋅ = ⋅

 

2 3

2 5

3 4

,
2 2

,
2 2

,
2 2

v v r r

vvv vvv rrr rrr

vvr vvr vrr vrr

N N L dU N N L dU

N N U L d N N U L

N N U L d N N U L

d

d

ρ ρ

ρ ρ

ρ ρ

′ ′= =

′ ′= ⋅ = ⋅

′ ′= ⋅ = ⋅
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( )

( )

( ) ( )

( )

2 2
2

2

2

2 2

2 2

2

2
2

2 ,

2 2,

sin

P P
T P

P
T P S

PS

P P P P P P
S S

R R
N R

nD DT T LdU K J
U Ld

D UK J J
Ld nDJ

P PY Y J N N
Ld LdJ J

A UF f
Ld U

ρ

λ α

 ′ = = ⋅ 
 

= ⋅ =

′ ′′ ′ ′= ⋅ = ⋅

 ′ = ⋅ ⋅ ⋅ 
 

J′

 

(2.4.13) 
 
（４－３） 無次元運動方程式（ の場合） 0xα =
     

( ) ( )
( ) ( )

( ) ( ){ }
( )

( )

( )

2

1 1 sin

1 cos

cos

x uu y vr

NL P R N E

y v r x

NL H N P E

v r NL

R H H N P E

dum m X u m m X v r
ds

X t T t F
dvm m Y v Y m m u r
ds

Y a F Y Y
drI J N v N r N
ds

x a x F N N

δ

δ

δ

′′ ′ ′ ′′ ′ ′ ′+ = ⋅ + + +

′ ′′+ + − − − +

′′ ′ ′ ′′ ′ ′ ′ ′+ = ⋅ + − +

′ ′ ′ ′+ − + + +

′ ′ ′ ′′ ′ ′ ′+ = ⋅ + ⋅ +

′ ′ ′ ′ ′− + + +

X

′

′

 

(2.4.14) 
 

 

２．４．３．微係数推定手法 

 

（１）必要な船型資料 

 オフセットテーブル、線図が有り、抵抗・自

航性能が推定されている段階での、操縦運動シ

ミュレーション用の数学モデルの作成を想定し

ており、下記の資料及びデータの存在を前提と

する。  
 
(表・図面) 

 オフセットテーブル、線図、舵形状図 

(船体要目) 

L 、 B 、 、 、 、 、ad fd BC cbl I 、浸水面積  S
(舵要目) 

 、 、RA RH λ  

(プロペラ要目) 

 、 、ボス径、翼数  PD P
(抵抗・自航性能) 

 ( )uuX u 、 、 、 、 1 Pw− 1 Pt− (T PK J )
  形状影響係数 k  

 

数学モデル作成に必要な残りの係数を、ＣＦＤ

等により求めた流体力から推定する。  

 ＣＦＤによる流体力計算においては、多数の

計算点を必要とすること及び利用できるＥＷＳ

の能力を考慮し、本節ではレイノルズ数は模型

実験対応の 10 6−
のオーダーとする。 

 つまり、先ず模型船スケールの数学モデルを

作り、次いで縮尺影響の修正を行い実船スケー

ルの数学モデルにする。  
 なお模型スケールの流体力は、造波現象を考

慮しない静水面を鏡像面とする二重モデルにつ

いて求める。船速は、公試の操縦性試験におけ

る定常直進時船速を基準船速とする。船速の指

定が無い場合は、基準船速での計算とする。  
 

（２）慣性項の推定 

 付加質量関係の m 、m 、 、x y J ax  はポテン

シアルフロー計算、あるいは元良チャート（そ

の場合は 0xα =  とする）より求める。 

 

（３）直進時性能からの推定 

  直進時性能からは、下記の値を求める。 

  ( ) 0,1 ,1 ,1 , , ,1 ,uu P P R H H RX u w t w a x t κ− − − −  

  0( ) ,1 ,1uu P PX u w t− − については既知という前

提であるが、既知で無い場合は（３－１）及び 

（３－２）の計算を行う。 

 

 

（３－１）直進試験（舵付き、プロペラ無し）  
 船速を数種類変え、例えば 0.5 基準船速、0.8

基準船速、基準船速での抵抗から ( )uuX u  を求

める。 

 

（３－２）荷重度変更試験  
 基準船速において、プロペラ回転数 n を低荷

重度、自航点近傍、高荷重度に変えて、拘束力

と推力から 1 0Pw− と 1 Pt− を求める。 

4

  
( )

( )

( ) ( ) ( )

2

0

2

1 ,

1 0 1

P T P

P P A A
P

uu P P A

T n D K J
uJ w J J

nD
X u u t T X t J

ρ= ⋅

→ → − =

+ − + = → −

 

(2.4.15) 
自航点における uuX 、 、n 01 Pw− 、 を内

挿で求める。 

1 Pt−

 

（３－３）プロペラ遊転時舵角試験 

 基 準 船 速 に お い て 、 推 力 T 、 舵 角 0=
10 , 20 , 30δ = ° ° °  で舵直圧力  計算し、舵

への有効伴流率 1
NF

Rw− を求める。 Ha 、 Hx もチ

ェック用に求めておく。 

(130) 
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 ( ) ( )22 1 sin 1
2

( , , , )

N R R

N H H H H

RF A f U w w

F Y N a x

ρ λ δ= ⋅ ⋅ − ⋅ → −

→

 

(2.4.16) 
 

（３－４）舵角試験 

 基 準 船 速 、 自 航 点 に お い て 、 舵 角

15 , 30δ = ± ° ± °での 、NF X 、Y 、N から Ha 、

Hx 、 を求める。 1 Rt−
 

  ( ) ( )
( )

2 1 1 sin

1 sin 0
uu P R N

R N

X u t T t F

X t F

δ

δ

⋅ + − − − +

= − − =

X
 

   Y a          (2.4.17) ( )
( )
1 cos 0

cos 0
H N

R H H N

F

N x a x F

δ

δ

− + =

− + =

 舵直圧力 そのものからは、伴流率比と増

速率の関数である を求める。  
NF

κ
 

 ( ) 2 sin
2N R RF A f uρ λ δ= ⋅ ⋅   

( ) ( )
22

2
2

81 1 1 1 1R T
R

P

u Kw
U J

η κ η
π

       = − + + − + −            

 

(2.4.18) 

( ) ( ){ }
2 2

21 1 2 1 1 2
1

R Ru w S S
U S

ηκ ηκ κ−    = − − + − −    −   
 

)

  ε は一定とし、（３－２）の自航点における

1 Pw− と（３－３）の による値を用い、1 Rw−
κ は（３－４）で求められた値を用いる。 u と

は計算収束値を用いる。これにより が決

まり、後は

P

RTK u
( )R Rlβv r′ ′−
0

を求める。 

′ = v

(2.4.19) 
 

（４）斜航・旋回時性能からの推定  
 プロペラ有効伴流率 1 、舵有効流入

速度の横方向成分 、及び船体に働く流

体力 

( ,Pw rβ ′−
( ), rβ ′

( ),
Rv ′

H, ,H HX Y N′ ′ v r′ ′′  を求める。 

 基準船速、自航点プロペラ回転数で、ＣＭＴ

状態の計算を行う。 

 ( )1 Pw rβ ′− , は、 x 軸方向プロペラ面流入速

度の平均値として、推力 T の計算過程で 

求められる。 

 

（４－１）運動状態 

 船速 U 、プロペラ回転数 は一定で、無次元

旋回角速度 、偏角

n
r′ β 、舵角 δ を変化させる。 

 

 変数の組み合わせは、対象とする運動の範囲

をカバーするように選ぶ。例えば、タンカー等

の肥えた船型では Table.2.4.1、又はコンテナ

船等の痩せた船型では Table.2.4.2 のように選

ぶ。 

 

（４－２）プロペラ伴流率 

 与えられた船速 U 、回転数 に対し、プロペ

ラ面への船長方向流入速度の平均値 u から既

知の

n
P

( )T PK J により推力 を求め、プロペラ面へ

body force として与え、再び u を求め、繰り

返し近似で u と の収束値を求める。 

T
P

P T

     ( )
( )

0

0

1 (1 )

1

P P P P

P P

w w w l

or w c l r

β

β

′ ′− = − −∆ −

′ ′− ⋅ −

r
     (2.4.20) 

 始めに 0r′ = のデータから ( )Pw β∆ 又は ( )c β
を求め、次いで 0r′ ≠ のデータから Pl ′を求める。 

 

（４－３）舵有効流入速度、流入角度 

 

( ) ( )

( )

2 2

2

2

sin

81 1 1 1

R R
N R R

R

R T

P P

A vF f u v
Ld u

u K
u J

λ δ

ε η κ η
π

 ′ = ⋅ + ⋅ − 
 

   = + + − + −      

 

(2.4.21) 

 始めに r のデータから ( )R β の関数形を

決め、次いで r 0′ ≠ のデータから l を求める。 R
′

 
（４－４）船体に働く力 

 全体力から舵・プロペラによる力とその干渉

成分を取り除き、船体単独に働く流体力を求め

る。 

  

( ) ( )
( )
( )

1 1 s

1 cos

cos

total H P R N

total H H N

total H R H H N

X X t T t F

a F

N N x a x F

in

Y Y

δ

δ

δ

= + − − −

= − +

= − +

 

(2.4.22) 
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Table 2.4.1  CalculatTabion Points for Full Ships like Tanker 

タンカー等の full な船型 

                   r′  (無次元旋回角速度 )       δ  

    (舵角 )  -0.8  -0.4  -0.2   0.0   0.2   0.4   0.8 
 -20゜   -30゜   -30゜    -20゜     
 -15゜      -10゛     
 -10゜   -30゜   -20゜    -10゛      0゜   
  -5゜        0゛     
  -3゜        0゛     
   0゜   -20゛   -10゛     0゛     0゛     0゛    10゜    20゜  
   3゜        0゛     
   5゜        0゛     
  10゜      0゜     10゛     20゜    30゜  
  15゜       10゛     

 
 
 
 

  β  

 (偏角 ) 

  20゜       20゛     30゜    30゜  
 
 

Table 2.4.2  Calculation Points for Fine Ships like Container Ship 

コンテナ船等の fine な船型 

                   r′  (無次元旋回角速度 )       δ  

    (舵角 )  -0.6  -0.3  -0.15   0.0  0.15   0.3   0.6 
 -16゜   -30゜   -20゜    -10゜     
 -12゜      -10゜     
  -8゜   -20゜   -10゜      0゜      0゜   
  -4゜        0゜     
  -2゜        0゜     
   0゜   -10゜     0゜     0゜     0゜     0゜     0゜    10゜  
   2゜        0゜     
   4゜        0゜     
   8゜      0゜      0゜     10゜    20゜  
  12゜       10゜     

 
 
 
 

  β  

 (偏角 ) 

  16゜       10゜     20゜    30゜  
 
 
 

計算出力 

totalX 、Y 、N 、u w 、T 、F  total total (1P = − )P u N
既知データ  
    Rx 、 δ 、 、 、  u v r

X ′    (3. 3. 1) → uu   

Pt−  (3. 3. 2) → 1  

a   (3. 3. 4) → H 、 Hx 、  1 Rt−
 
求める式  

  ( )2

2 2

H uu y vr

vv rr vvvv

X X u m X v r

4X v X r X v

′ ′ ′ ′′ ′− ⋅ = + ′

′ ′ ′′ ′ ′+ ⋅ + ⋅ + ⋅

 

  

( )
3 2 2

3 2 3

H v r x

vvv vvr vrr rrr

H v r

vvv vvr vrr rrr

Y Y v Y m u r

Y v Y v r Y v r Y r

N N v N r

N v N v r N v r N r

′ ′ ′ ′′ ′ ′= ⋅ + − ⋅

′ ′ ′ ′′ ′ ′ ′ ′ ′+ ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅

′ ′ ′′ ′= ⋅ + ⋅

3

3′ ′ ′ ′′ ′ ′ ′ ′ ′+ ⋅ + ⋅ + ⋅ + ⋅

 

(2.4.23) 
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 始めに線形微係数を求め、次いで残りの係数

を定める。 

 先ず 0 , 5β′ = ≤r  のデータより Y° ,v vN′ ′ 
を求める。次に 0 , 0.2rβ ′= ° ≤

r
′

 のデータよ

り Y m  を求める。その後全データよ

り残りの係数を一挙に求める。 

,r x N′ ′−

 

（５）微係数推定手法のまとめ 

 

  （２） 元良チャート 

      → m 、 、  x ym J
  （３－１）船体直進（プロペラ遊転） 

      → ( )uuX u′  

  （３－２）直進荷重度変更 

      → 1 0Pw− 、1  Pt−
  （３－３）直進舵角試験（プロペラ遊転） 

      → 1 、Rw− ε  

  （３－４）直進舵角試験（自航点） 

      → Ha 、 Hx 、 、  1 Rt− κ
  （４－２）ＣＭＴ－推力  

      → ( )Pw rβ ′−1 ,  

  （４－３）ＣＭＴ－舵力 

      → v r( ),R β ′  

  （４－４）ＣＭＴ－船体 

      → HX ′、 HY ′、 HN ′  
 

（６）縮率影響 

 粘性影響を大きく受ける 、 、

については縮率影響を考慮する。 

( )uuX u′ 1 Pw−
1 Rw−
 実船の  、  については既に与

えられているので、この両者については計算結

果の信頼性チェックに用いる。 

( )uuX u′ 1 Pw−

 

（６－１）抵抗係数  ( )uuX u′  

 模型船と実船の抵抗係数の比較に３次元外捜

法を用いる。  
 
 
模型船  

  ( ) 211
2

M
TM FM uu M M MC X S Uρ= + =C k  

実船 

  
( ){ }

2

1

1
2

TS FS F W

S
uu S S S

C k C C

X S Uρ

= + + ∆ +

=

C
 

(2.4.24) 
 
 
 

添字 M 及び は模型船及び実船を示す。計算

は造波現象を無視し２重モデルを用いているた

め、模型船の計算値には造波成分 C は含まれ

ていない。 

S

W

 と の差がレイノルズ数による差に

大凡対応していることを確認する。 
FSC FMC

 

（６－２）プロペラ伴流率  1 Pw−
矢崎チャート又は ITTC1978 の方法で、1 PSw−
と1 PMw− の対応をチェックする。  
 
ITTC1978   

{ }
( 0.04)

( 0.04) (1 ) (1 )
PS P

PM P FS F FM

w t

w t k C C k C

= +

+ − − + + ∆ +  
 

(2.4.25) 
 
（６－３）舵伴流率 1 Rw−  

 一般に 1 Pw− は船型により大きく変化する

が、 1 Rw− の船型による変化は比較的小さく、

特に実船では大凡  0.75 に近い値をとる。縮率

影響については、1 Pw− と の差は模型船

と実船で変わらないとする芳村の方法を用いる。 

1 Rw−

  ( ) ( ){ }1 1  1 1RS PS RM PMw w w w− = − + − − −

(2.4.26) 

 

２．４．４．数学モデルの作成例 

 

 VLCC 船型を例に取り、流体力データから前述

の方法で数学モデルを作成し、操縦性能を推定

する。直進時の抵抗・自航性能については既知

とする。 

 

（１）供試船型要目等 

 

（１－１）付加質量  
 元良チャートより求める。 、0.8033bC =

5.517L B = 、 0.333d B =  から次の値が得

られる。 

    0.068xm m′ ′= ⋅
2(0.171)

,  0.728ym m′ ′= ⋅
J m′ ′= ⋅                  (2.4.27) 

但し  

  

2

4

2 0.2912
2

2

bm m L d C B L

J J L d

ρ

ρ

′ = = ⋅ =

′ =
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                      Table. 2.4.3  Ship Dimensions 

 実船 模型船 

L  320 m 3.500 m 

B  58 m 0.6344 m 

d  19.3 m 0.2111 m 

bC  0.8033 

cbl  -2.53 % 

S  26342 m2 3.1531 m2 

PD  9.40 m 0.1028 m 

P  6.22 m 0.0681 m 

RA Ld  0.01326 (=1/75.41) 

λ  1.656 

η  0.752 

航海速度 15 kt  ( =0.1363) nF

eR 数 
92.17 10×  

62.48 10×  

 

 

 
（２）直進時流体力データからの微係数推定  
 
（２－１）抵抗係数 ( )uuX u′  
 抵抗係数は既知であり、次の値が与えられて

いる。  
 
[ 模型船  ] 

 

( )

( )
( )

2 3

2

( 0.1) 1

0.007305 0.03769 0.2091 0.4624
( 0.1) 1

1 0.00144( 0.1)

0.007161 0.03625 0.2091 0.4624

TM n FM

n n

TM n FM W

FM n

n n

C F k C

3

n

n

F F F
C F k C C

k C F

F F F

≤ = +

= − + −

≥ = + +

= + + −

= − + −

 

 
[ 実船  ] 

  

2
10

9 6

( ) 0.066 (log 2.03)

2.17 10 , 2.48 10
0.001236 0.003466 0.3566

0.0

F e

eS eM

FS FM

F

C Hugh R

R R
C C

C

= −

= × = ×
= =

∆ =

 

2 3

2 3

( 0.1)

0.002605 0.01344 0.07457 0.1649
( 0.1)

0.002461 0.01200 0.07457 0.1649

TS n

n n

TS n

n n

C F

n

n

F F F
C F

F F F

≤

= − + −
≥

= − + −

 

4.265uu T TX C S Ld C′ = − ⋅ = − ⋅  

2 3

2 3

( 1)

0.01111 0.05732 0.3180 0.7033

( 1)

0.01050 0.05118 0.3180 0.7033

uu n

n n

uu n

n n

X F

n

n

F F F

X F

F F F

′ ≤

= − + − +

′ ≥

= − + − +

 

(2.4.28) 
（２－２）自航性能  
 自航性能については、次の値が与えられてい

る。  

 
2( ) 0.3085 0.2565 0.1695

(1 ) , 1 0.822
T P P P

P P P P

K J J J
J u w nD t

= − ⋅ − ⋅
= − − =

 

[ 模型船  ]  1 0.561PMw− =  

[ 実船 ]   矢崎チャート 

（ / 5.52, / 3.01L B B d= = ） →  1      0.687PSw− =

(2.4.29) 

（２－３）直進舵角試験（プロペラ遊転時）  
 ３種類の舵角に対する舵直圧力の、舵単独の

場合と船尾舵の場合との計算値の比較により、

舵伴流率を求めた。  

[ 模型船  ]  
( ) ( )

1 0.590
1 1 1.

RM

M RM PM

w
w wε

− =

= − − = 052
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[ 実船  ]  

  { }1 1 (1 ) (1
0.687 0.029 0.716

RS PS RM PMw w w w− = − + − − −

= + =

)  

  ( ) ( )1 1 1.042S RS PSw wε = − − =  

(2.4.30) 
（２－４）直進舵角試験（自航点）  
 計算値の , , , NX Y N F ′′ ′ ′ 及び δ から、最小自

乗法で 1 , ,R H Ht a x ′− を求める。 

 

( ){ }
( ){ }
( ){ }

( ){ }
( ){ }
( ){ }

1 sin 0

1 cos 0

cos 0

sin 1 sin 0

cos 1 cos 0

cos cos 0

i R Ni i X
i

i H Ni i Y
i

i R H H Ni i N
i

Ni i i R Ni i X
i

Ni i i H Ni i Y
i

Ni i i R H H Ni i N
i

X t F c

Y a F c

N x a x F c

F X t F c

F Y a F c

F N x a x F c

δ

δ

δ

δ δ

δ δ

δ δ

′ ′− − + =

′ ′− + + =

′ ′ ′ ′− + + =

′ ′ ′− − + =

′ ′ ′− + + =

′ ′ ′ ′ ′− + + =

∑

∑

∑

∑

∑

∑

1 0.8824 , 0.446 , 0.428R H Ht a x ′− = = = −  

(2.4.31) 
 から、既に求まっている 1 , を

用いて、最小自乗法的に
NF ′ 1P Rw w− −

κ を求める。 

 

 
( ) ( ) ( ){ }

( )

2

2

2

1 1 1

( ) 1 sin

8 (11 1 ,

i Ni i
i

R
i R i

T
P

PP

A B F A B

AA f w
Ld

K uB J
nDJ

κ η κ η

λ δ

π

′  + ⋅ − + ⋅ + − = 

= −

−
= + − =

∑ 0

)Pw

 

                                  (2.4.32) 
κ に関する３次式となり、 0.2 1.0κ = : の範囲で

ゼロクロス点を求める。 

                         (2.4.33) 0.527κ =
 
（３）斜航・旋回時流体力データからの  
   微係数推定  
 
（３－１）プロペラ有効伴流率   1 Pw−
 の 又は (1 Pw− ( , rβ ′) ),v r′ ′ による変化の表

し方は種々あるが、本船流体力データの傾向か

ら本船については次の型式を用いた。 

     1 (  0

0

1 ) (
(1 )

P P P

P

w w a l
w a b r

β
β

′ ′− = − + ⋅ −
′= − + ⋅ + ⋅

( )Pl rβ ′ ′− の正負により の値を変えるが、先ず

斜航データより a の値を求め、次いで全旋回デ

ータより

a

Pl ′の値を求める。 

 
0.5133( 0.5 ) ( ) 0

1 0.687
0 (

0.50

P
P

P

P

r for l r
w

for l r

l

β β

β

 ′′ ′

) 0

+ − ≥− = +
′ ′− ≤

′ = −

 

(2.4.34) 
（３－２）舵有効流入速度  ,R Ru v
 

( ) ( )

2 2

2

2 2

22

2

2
2

( ) sin

( ) sin

81 1 1 1 1

(1 )

R R R R
N

R

R R
R R

R

R
R

T
R

P

P P P

A u v vF f
Ld U u

A vf u v
Ld u

uu
U

Kw
J

J u w nD

λ δ

λ δ

η κ η
π

   +′ = ⋅ −   
  
 ′ ′ ′  = + ⋅ −   ′   

 ′ =  
 

     = − + + − + −        
= −

 

(2.4.35) 

Ru ′は既に求めた 1 Pw− 、1 Rw− 、 を用いて上

式から推定し、

κ
NF ′から を求める。 Rv ′

   ( ) ( )
2

21 sin 0

, ( )

N R R

R R R R R R

F B u

v u v u B f A Ld

α δ α

α λ

′ ′− ⋅ + ⋅ − =

′ ′= = = ⋅

 

(2.4.36) 
0.5 0.5α− ≤ ≤ + の範囲で α を変化させゼロク

ロス点のα を求める。得られた をRv ′ β と r′の
関数として近似する。 

        ( )Rv γ β Rl r′ ′ ′= −             (2.4.37) 

斜航時データから斜航角 β の正負に対して、

各々 γ の値を求める。次いで旋回を含む全デー

タから Rl ′を求める。 

      
0.6000 0

0.4152 0

0.862

R

R

R

for l r

for l r

l

β
γ

β

 ′ ′− ≥= 
′ ′− ≤

′ = −

       (2.4.38) 

（３－３）船体に働く流体力  
 船全体に働く力 ( ), ,total total totalX Y N より舵・プ

ロペラに働く力およびその干渉力を差し引き、

船体単独に働く力 ( ), ,H H HX Y N を求める。 
)r

  舵・プロペラに働く力及びその干渉力につい

ては、既に求められている係数を用いた推定式

(135) 

二

／ ーー

／
 

_J 

／
 



40 

による値を用いる。 

    
( ) ( )

( )

( )

1 1 s
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(2.4.39) 
 こうして求められた ( ), ,H H HX Y N より (23)
式に示す船体単独の微係数を求める。  
 先ず  0 , 5r β′ = ≤ °  のデータより  ,v vY N′ ′  
を求める。次に  0 , 0.2rβ ′= ° ≤

r
′

 のデータよ

り   を求める。その後全データよ

り残りの係数を一挙に求める。  
,r xY m N′ ′−
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v v
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                                  (2.4.40) 
なお本船の HX ′については、 (2.4.23)式の表現

では不十分だったので高次の項を付け加えた。  
 
（４）運動方程式と運動計算  
 
（４－１）数値計算用運動方程式  
 運動方程式としては無次元、有次元のどちら

でも良いが 、本節では 無次元運動 方程式の

(2.4.14)式を用い、かつ実時間積分で運動を計

算する。  
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(2.4.41) 
これまでに（２）及び（３）で求めた係数等の

値をまとめる。 
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(2.4.42) 
,vY N′ ′ 等 の 船 体 単 独 の 微 係 数 に つ い て は  

(2.4.40)式に示している。  
 
（４－３）運動計算と性能評価  
 平水中を航海速力 15 kt で直進航行中のプロ 

(136) 
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ペラ回転数を とし、 一定とした場合の旋回

試験、Ｚ操舵試験、及びスパイラル特性を計算

する。  

n n

 
旋回試験  
 舵角 35 度での左右の旋回航跡、及び、諸変

数の時系列計算結果を Fig.2.4.2 に示す。  

 
 
 
 
 
 
 

  

Table 2.4.4  Turning Test 

 
舵角  Advance IMO 暫定基準  Tactical Dia. IMO 暫定基準  
35゜ (Stbd) 3.89 L 3.70 L 
35゜ (Port) 3.95 L 

< 4.5 L 
3.80 L 

< 5.0 L 

 
 
Z 操舵試験  
 10 度 Z、20 度 Z 操舵試験の時系列計算結果

を Fig.2.4.3 に示す。但し L/U=41.41 。  
 

 

 

 

 

Table 2.4.5  Z-Manoeuvring Test 

 
舵角  1st O.S.A. IMO 暫定基準  2nd O.S.A. IMO 暫定基準  
10゜ (Stbd) 5.67゜  25.22゜  
10゜ (Port) 3.25゜  

< 20゜  
for L/U>30 15.66゜  

< 35゜  
for L/U>30 

20゜ (Stbd) 9.85゜  
20゜ (Port) 13.67゜  

< 25゜   

    O.S.A. : Over Shoot Angle 
 
 
初期旋回性能  
  10 度操舵による 10 度変針までの Track 
Reach 。  
 

 

 

 

 

Table 2.4.6  Initial Turning Ability 

 

舵角  Track Reach IMO 暫定基準  
10゜ (Stbd) 2.38 L 
10゜ (Port) 2.31 L 

< 2.5 L 

 

 

スパイラル特性  
 定常旋回試験、及び、逆スパイラル試験の計

算結果を Fig.2.4.4 に示す。 
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Fig.2.4.2  Turning Test 
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Fig.2.4.3  Z-Manoeuvring Test 
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Fig.2.4.4  Spiral Characteristics 
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３．外乱下の操縦性能の研究 

 
３．１ 風の力の推定法  

 
３．１．１ 緒言 

風、波、潮流といった外乱による操縦性能への影

響を正確に評価することは、船舶が安全に航行する

上で重要な問題である。ここでは外乱の1つである

風について取り上げる。 
操縦性能における風の影響については、強風下で

の操縦限界や港湾域で低速に航行する場合など多く

の研究がなされてきた。風圧力の影響を求めるには、

水面上の船体形状が複雑なために理論的推定が行え

ないことから、風洞等での実験データを利用する場

合が多い1)2)3)。実験を行うことなく風圧力を推定す

る手段としては、実験データの回帰分析による推定

法が、山野ら4）、Isherwood5）により提案されている。

近年においては、水面下の船体に働く流体力を求め

る数学モデルを元にした風圧力の推定法が、米田ら
6)によって提案されている。この推定法においても、

水面上の船体に働く流体力の各成分を実験データの

回帰分析から求めている。 
近年、タンカーに関しては大型化し、船舶の用途

の広がりからPCC、LNG船等の新形式の船が建造さ

れている。しかし、山野、Isherwoodの推定法は、

1970年より前に建造された船舶の実験データを使

い、それ以後の船舶は対象になっていない。そのよ

うな船舶の風圧力の推定を行った場合には、信頼性

が低いことが考えられる。 
また、従来の推定法は実験での風速分布の影響に

ついて十分に考慮を行っていない。過去に行われた

実験においては、様々な風速分布の状態で計測が行

われている。海上風を想定した状態と一様風中の実

験とでは、当然結果に違いが見られることから7)8)、

回帰分析を行う場合には実験データに含まれる風速

分布の影響を考慮に入れる必要がある。 
一方、旋回時等の横傾斜による操縦運動への影響

については、従来から指摘されているが 9)10)、強風

による横傾斜の影響については、ほとんど検討され

ていないように思われる。従来の風圧力の推定法で

は、前後力、横力、回頭モーメント係数についての

み推定式が提案されている。風による傾斜モーメン

トを推定する手段が無いことから、強風時の横傾斜

を推定することができるなら、船体運動をより正確

に検討することができる。 
本研究においては、精度良く風圧力の推定を行う

ために、過去に計測された様々な実験データを利用

して、回帰分析により新しい風圧力推定式の提案を

行った。初めに、できる限り近年就航している船舶

の風洞実験データの収集を行い、異なった実験状態

で行われているデータについては同一条件で扱うた

めに、実験データに及ぼす風速分布の影響を補正し

た。次に、船体形状を表現する主要寸法で構成され

る説明変数を用いて、重回帰分析により推定式の作

成を行った。推定精度向上のため従来の推定法では

考慮されていない多くの説明変数について取り上げ、

それらの項の選択にあたっては統計解析手法により

合理的に推定式の作成を行った。前後力、横力、回

頭モーメント係数の推定式の提案を行うとともに、

今まで推定手法の無かった傾斜モーメント係数の推

定式も提案した。 
最後に実験値と推定値の比較を行い、本推定法が

精度良く推定できることを確認した。 
 
３．１．２ 風圧力の実験データ 

（１）収集を行った実験データとその種類 
 回帰分析により推定式を求めるために、実験を行

った模型船の形状が明確な風圧力データの収集を行

った。その結果、用いた実験データは、著者らの

VLCC の実験 11)12)及び参考文献 7)、13)～17)に示さ

れているデータである。前後力、横力、回頭モーメ

ントのそれぞれの風圧係数に関して 68 隻のデータ、

傾斜モーメント係数に関して 41 隻のデータを収集

することができた。収集した文献の実験データ数及

び実験での風速分布の状態を Table 3.1.1 に示す。 
収集したデータについて、船種ごとに整理し

Table 3.1.2 に示す。「タンカー(Tanker)」、「貨物船

(Cargo) 」、「 コ ン テ ナ 船 (Container) 」、「 客 船

(Passenger)」、「漁船(Fishing)」の 5 つに分類し、

この中に含まれない船舶(LNG 船(球形タンク)、調査

船、艦艇、高速艇、タグボート)については「その他

(Others)」として１つにまとめている。なお、カー

フェリー、PCC については、船体形状を考慮し、「客

船」に分類した。収集した 68 隻の船舶について Fig. 
3.1.1 に示す水面上の船体形状を表す主要寸法を求

め、それらの最大、最小、平均値を示す。ここで、

C、CBR については、船体中心を基準とし、船首方

向を正とする。 
また、収集したデータについて、横軸に船の全長

を、縦軸に代表的な主要寸法の無次元値をとり

Fig.3.1.2 に示す。各図中には、山野、Isherwood の

推定法に利用されたサンプルの最大値、最小値の範

囲も併せて示す。Isherwood のサンプルの最大船長

については参考文献の公表年と大型タンカーの建造

年表より推測している。Isherwood のサンプルは主

要寸法の比で見る限り、今回のサンプルと範囲は大

きく異ならないが、船長が 300m を越える VLCC を

はじめ、大型船の実験データが無い。また、大型の

PCC、LNG 船等の実験データも含まれていない。

今回収集した実験データには、近年建造された船舶

(141) 
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につい ての データ も多 く含ま れる 上、山 野 、

Isherwood の推定法に用いられたサンプルと比べて

も広範囲な船型について収集を行っていることがわ

かる。 
 収集した実験データの前後力 FX、横力 FY、回頭

モーメント N、傾斜モーメント K の各風圧力係数、

風圧モーメント係数は次式のように整理を行った。 
 

)/( TXX qAFC =                 (3.1.1) 

)/( LYY qAFC =                  (3.1.2) 

)/( LN qLANC =                  (3.1.3) 

)/( LLK HqAKC =                (3.1.4) 

但し、 

LAHUq LL /,)2/1( 2 == ρ  

 
ここで、U は代表風速、ρは空気密度である。実験

データの座標系を Fig.3.1.3 に示す。回頭モーメン

トは船体中心回りのモーメントで、傾斜モーメント

は、喫水を基準としている。 
 
（２）風速分布の影響修正 

収集した実験データは、様々な風の鉛直分布を使

った状態で実験を行っていることから、データを統

計処理する場合、その影響について補正する必要が

ある。一例として Fig.3.1.4 に、著者らが行った

VLCC 風洞実験 11) の各風圧係数の計測結果を示す。

図中に示す 2 種類の異なる風速分布で実験を行った。

どちらの実験状態も風速分布に境界層の存在する場

合 で あ る が 、 境 界 層 外 の 一 様 流 中 で の 風 速

U=25.4m/s で実験値の整理を行った。風速分布の形

状が異なるため Condition A と B では、2 割程度も

差があり、風速分布の違いが実験値に大きな影響を

与えていることがわかる。境界層の無い一様風中で

の実験結果と Condition A を比べた場合には、さら

に計測結果の差が大きくなることが予測できる。し

かし、Fig.3.1.4 から風速分布の形状の差違は定性的

に大きな影響を与えないことがわかる。このことは

Aertssen ら 7)によっても報告されており、実験デー

タを統一的に扱うためには風速分布の影響を補正す

る比例定数を求めれば良いこととなる。 
今回収集した実験データに関する風速分布の状

態を Table 3.1.1 に示す。表中には、実験データの

公表年、実験データ数、風速分布の状態、実験時の

境界層厚さ[A]、各船の HL の平均[B]、境界層厚さに

対する船舶の平均高さの比 R 及び一様流速と HL ま

での平均風速の動圧比 q/qm を平均値で示す。 
実験状態は、境界層の薄い一様風中で行った実験

が 3 通り、海上風を想定し境界層の発達した状態で

行った実験も 3 通りである。実験データ数に関して

は、一様風中で計測した場合が多い。個々の実験に

ついて見てみると、Wagner の実験は q/qm=1.04 で

あることから、境界層厚さが非常に薄い状態で実験

が行われていることがわかる。辻らの実験に関して

は、R 値、q/qm から、Wagner や Blendermann の

実験に比べて境界層の発達した状態で実験を行って

いることがわかる。瀬崎による実験は、詳細な記述

が無いため実験状態について不明であるが、一様風

中での実験としてとり扱うこととする。 
実験状態の風速分布の影響に対する補正法とし

てはW.Blendermannの方法 8)を挙げることができ

る。海上風を想定して実験を行った結果と、一様風

中での実験結果とを同一条件で扱うために、約30隻
の実験結果から有効動圧を次式のように定義してい

る。 
 

Wind forces  Dynamic pressure 

FX;                          (3.1.5) 
LHqq =

FY, N, K;   
LHqmq qkqkq ⋅−+⋅= )1(    (3.1.6) 

 
ここで、qHL は側面平均高さでの動圧を示す。kq は

実験により求められたパラメータであり、参考文献

8)を引用して Fig.3.1.5 に示す。横軸は風速分布形状

と船体の平均高さから決定されるパラメータ qｍ

/qHL である。各実験に用いられた風速分布形状から

各模型船に対する qHL 、qm 、kq、を求め、(3.1.5)、
(3.1.6)式に従い実験状態の動圧を決定する。この動

圧の補正法は、著者らの実験により既に有効である

ことを確認した 11)。 
 このことから、境界層の発達した風速分布を使っ

て行った実験データについては、(3.1.5)、(3.1.6)式
を用いて補正を行った。Wagner、Blendermann の

実験に関しては境界層が薄いことから一様風中での

実験と見なし、実験データの補正は行っていない。 
 

３．１．３ 風圧力推定式 

前章での風速分布の影響を補正した実験データ

を用いて、次の手順で風圧力推定式を求めることに

する。初めに、実験データに対して風向角をパラメ

ータとした級数展開で表現し、簡略化のために実験

データの分布形状を表現するために有意な項のみ選

択する。次に、その有意と判断された項の各係数に

対して、主要寸法の無次元値を説明変数にした重回

(142) 
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帰式で表現する。各係数を表現するための最適な説

明変数の組み合わせについては回帰分析の一方法で

ある逐次法 18)を用いて求めることにする。 
 

（１）風圧力データの数式表現 
（１－１）有意な項の選択 

まず、各実験データをそれぞれの風圧係数の物理

的性質を考慮し、風向角ψを変数として次式で表現

する。各係数については最小 2 乗法により求める。 
 

ψiXC
i

iX cos
5

0
∑
=

=

ψiYC
i

iY sin
5

1
∑
=

=

             (3.1.7) 

              (3.1.8) 

ψiNC
i

iN sin
5

1
∑
=

=              (3.1.9) 

ψiKC
i

iK sin
5

1
∑
=

=             (3.1.10) 

 
風圧係数の分布形状をできるだけ反映させるた

めに、5 次の項まで取ることにした。但し、5 次ま

での級数展開で実験データを表現すれば、十分な精

度で表せることを別途確認している。 
ただ、このままでは機械的に 5 次の項まで取った

にすぎず、実験データを表現するにあたって無意味

な項を加えている可能性がある。その上、項の係数

をさらにいくつかの説明変数を用いて表すことから

係数の数が多くなり、利用する場合に手間を要す。

そのために、できるだけ少ない項で精度を落とすこ

となく簡潔に表現するため、以下の手順に従い

(3.1.7)～ (3.1.10)式において実験データを表すため

の有意な項を選択する。 
回帰モデルの予測値を次式のように表現する。 
 

),,2,1(
1

0 njxbbC iji

p

i
j ⋅⋅⋅=+= ∑

=

     (3.1.11) 







=
),,(sin

)(cos

KNYj

Xj
ij CCCi

Ci
x

ψ

ψ
         (3.1.12) 

 
ここで bi は回帰係数、xij は説明変数、p は説明変数

の数、n はデータ数を示す。但し、ここでは p=5 で

あり、各船舶の実験データは、風圧係数ごとに 0～
180゜までの 10 ﾟごとのデータ 19 点で与えられてい

る。項の有意性に関しては t 検定で判断する 18)19)。

自由度 n-p-1 の t 分布における信頼区間 100α％の

限界値をｔα(n-p-1)とすると、 
 

αα =−−≥ ))1(Pr( pntVb ii         (3.1.13) 

 

が成立する。 Vi は bi の標準偏差を表し、統計的に

標本から計算される値である。ここでは、95%信頼

区間であるα=0.05 とした。bi/ Vi がｔαより大きい、

すなわちｔ分布における確率が 0.05 よりも小さい

場合には、有意であると判断する。各実験データご

との bi/ Vi を計算し、68 隻分の有意確率の平均α ’

を求め、α=0.05 との比較を行い Fig.3.1.6 に示す。

横軸は項の番号 i を示す。図中のα ’≦0.05 を満たす

(3.1.7)～ (3.1.10)式の有意であると判定された項を

示すと以下のようになる。 
 

ψψψ 5cos3coscos 5310 XXXXC X +++=  

(3.1.14) 

ψψψ 5sin3sinsin 531 YYYCY ++=       (3.1.15) 

ψψψ 3sin2sinsin 321 NNNCN ++=     (3.1.16) 

ψψψψ 5sin3sin2sinsin 5321 KKKKCK +++=   

(3.1.17) 
 
（１－２）項の選択による推定精度への影響 

ここでは、簡略化を行った(3.1.14) ～(3.1.17)式の

有効性について確認を行った。全ての項を含んだ 
(3.1.7) ～ (3.1.10)式及び (3.1.14) ～ (3.1.17)式で実

験データを表現した場合の標準誤差を求め、風圧係

数の絶対値が最大である実験値(|C|max)に対する割

合を計算した。なお、これ以降本報告では推定値と

計測値(目標値)の差の 2 乗和を標本数で除した値の

平方根 を標 準誤差 と呼 ぶこと にす る。結 果 を

Fig.3.1.7 に示し、横軸にはそれぞれの風圧係数につ

いて級数展開するために用いた項数を、縦軸の標準

誤差の割合については、68 隻分の平均を示している。

CY、CN、CK については(3.1.7) ～(3.1.10)式のように

5 項全てを使って実験データを表現した場合と、

(3.1.14) ～ (3.1.17)式のように統計的に有意な項を

選択した場合とでは 1%程度の違いであり、両者の
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間にはほとんど差が見られないことがわかる。CX

についても、3%異なるだけであった。CX が他の風

圧係数と比べて差が大きい原因としては、90 ﾟ付近

の複雑な形状に対応できていないことが挙げられる。

しかしながら、前後力において 90 ﾟ付近の風圧係数

は比較的小さく、操縦性能への影響も小さいと考え

られる。 
以上、実験データに対して (3.1.7)～ (3.1.10)式と

(3.1.14)～(3.1.17)式を用いた場合の差が小さいこと

を確認したので、推定式を求めるために (3.1.14)～
(3.1.17)式を用いることにした。 
 
（２）主要寸法を説明変数に用いた重回帰分析 
（２－１） 説明変数 

船型の特徴により実験結果が大きく異なること

から、船の主要寸法及び形状から推定式を求めるた

めに、適切なパラメータを説明変数として用いる必

要がある。 
収集したデータの中で代表的な船型について風

圧係数の一例を Fig. 3.1.8 に示す。CX について見て

みると客船の分布傾向に他船とは異なる特徴が見ら

れる。客船は CY に関しても 90゜付近で 2 つの山形

になる特徴が見られ、これらの風圧係数の分布形状

は直方体における縦横比が大きい場合の傾向と類似

している 17)。回頭モーメントに関しては大型タンカ

ーの満載状態に特徴が見られ、船尾に配置されたブ

リッジの影響によって、どの風向角に対しても負の

モーメントが作用している。LNG 船、コンテナ船の

満載状態での CX の場合、側面形状については箱型

であることから、実験結果の傾向が客船の結果に類

似しているものと思われるが、90゜付近で風向角に

対して滑らかに値が増大している傾向はタンカー船

型に近い。また、コンテナ船については、積み具合

による実験データの分布形状に与える影響は小さい

ことが計測されており 17)、ブリッジの位置が 1 つの

重要なパラメータになると考えられる。 
Fig.3.1.1 には、説明変数に用いた、船の形状から

決定できる主要寸法の一覧を示している。Fig.3.1.8
において示されたような船型ごとの特徴が反映され

るように、CBR というパラメータを用い、ある程度

船種を判別できるようにしている。Isherwood は喫

水上の側面の周辺長さ、マストやキングポストの数

を説明変数に用いているが、これらのパラメータは

利用者によって様々な値を取る可能性のある不安定

な係数である。このような係数を用いないことによ

り、風圧力推定時の不確定さが減少するものと思わ

れる。 
Fig.3.1.1 に示す主要寸法で構成される無次元値

の組み合わせ 19 種及びその逆数 15 種（C、CBR が

分母になる場合の組み合わせについては除く。）の総

数 34 種の説明変数を用いることにした。参考まで

に逆数を除く 19 種の説明変数についての相関を

Table 3.1.3 に示す。  
 
（２－２） 逐次法による重回帰分析 

前節で取り上げた 34 種の説明変数を用いて

(3.1.14)～(3.1.17)式の各係数を次の重回帰式で表す。 
 

im

x

xim

m

m
ii PxxX ∑

=

+=
1

0           (3.1.18) 

im

n

nim

m

m
ii PnnN ∑

=

+=
1

0           (3.1.19) 

im

y

yim

m

m
ii PyyY ∑

=

+=
1

0           (3.1.20) 

im

k

kim

m

m
ii PkkK ∑

=

+=
1

0            (3.1.21) 

 
但し、xim 等は回帰係数、Pxim 等は説明変数であ

る。xim 等を表現するための最適な説明変数の数及

び組み合わせを回帰分析の一方法である逐次法を使

って求める。この方法で説明変数の組み合わせを考

えることにより、多重共線性を除くことができる。 
回帰式を求める際、その中の項が有意であるかど

うかは次式に示す F 値がある値より大きいかどうか

で判断することにする。以後、(3.1.18)式の場合を例

に取ると、 
 

imxim VxF 2=          (3.1.22) 

 
ここで Vxiｍは xim の分散で、標本データから統計

的に算出される値である。サンプル数が n の時この

F 値は自由度 n-mx-1 の F 分布に従うことが知られ

ている。 
初めに、目的変数Ｘ i に対して 1 つずつ説明変数

Pxim を採用し、F 値が最大（単相関の最大）である

Pxim を選択する。次に既に入っている変数に加えて、

残りの変数を順番に選択し、F 値の大きいものを採

用する。それぞれの F 値を求め F 値の限界値 FR と

の比較を行う。F 値が FR よりも大きい、すなわち回

帰係数が 0 であるという仮説が棄却されるならば、

その変数を加える。FR よりも小さい場合には、その

変数を取り入れない。さらに残りの変数に対しても

同様の作業を続け、FR を基準に取り入れる変数が無

くなるまで変数の選択を行う。変数の相互関係によ

り項の選択を行うたびに、全ての変数の F 値が変化

(144) 



海上技術安全研究所報告 第 3巻 第 2 号 (平成 15 年) 総合報告 49 

することから、既に採用された説明変数が FR に満

たなく棄却されたり、再び採用されたりということ

も起こり得る。 
変数の増減にあたっての限界値 FR をここでは一

般的によく用いられる FR=2.0 とする 18)。収束する

まで、項の選択を行い、最終的に有意であると判別

された各係数は以下のようになる。但し、定数項を

除いて有意であると判断された項から順番に表記し

ている。 
 

2030201000
L
A

x
H
Cx

A
BHxxX OD

CT

BR +++=  

(3.1.23) 
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(3.1.24) 
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各項の係数を Table 3.1.4 に示す。採用する項数

が少なくなるように、FR=4.0 とし同様の検討を行っ

たが、必要とする項数は 96 から 50 と減少するもの

の、推定精度が標準誤差で約 27%大きくなる結果を

得た。 
他の推定式では、縦横比に相当する AL/L2 が揚力

を表す説明変数としてよく用いられているが、今回

の結果からは全風圧係数において AL/L2 が取り入れ

られた項数は、逆数も含めて 2 項のみである。Table 
3.1.3 に示すように AL/L2 は、AOD/L2、HC/L、 AT/LB、

AL/LB 等との相関が強い。他の説明変数との関係か

ら、有意であると判断されることが少なかったこと

がわかる。 
CX の第 2 項 X1 については、縦横比を表現する説

明変数が多く選択されている。Y1 に関して見てみる

と側面積形状を表現する係数が非常に多い。回頭モ

ーメントの主要項である N2 に関しては、CBR/L が一

番有意な項である。この説明変数は他の推定式にて

考慮されていないが、回頭モーメントを求める場合

に重要なパラメータであることがわかる。   
 
３．１．４ 風圧力推定法の精度  

 本推定法及び風圧力推定のために既に提案されて

いる Isherwood、山野、米田の方法と実験データと

(145) 
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の比較を行い、推定精度について検討を行った。 
 
（１）比較に用いた各推定法の概要 

本推定法及び Isherwood、山野、米田のそれぞれ

の推定法についての概要を Table 3.1.5 に示す。表

中には、説明変数に使った主要寸法の数、推定式に

使用する係数の数、回帰分析に用いたサンプル数、

サンプルの代表的な船種を示す。どの推定法も説明

変数に使った主要寸法の数についてはそれほど大き

な差が無い。回帰式に用いる係数の数について見て

みると、Isherwood の方法は風向角ごとに回帰係数

を決定しているため、その数が他の推定法と比べ非

常に多い。本推定法においては、他の推定法と比べ

実験データのサンプル数も多く、様々な実験データ

について収集していることがわかる。 
 
（２）推定法の標準誤差 

本推定法を用いて、一例として船型の特徴が大き

く異なる VLCC 及び客船の 2 隻について風圧係数の

推定を行った結果を Fig.3.1.9 に示す。上から前後

力、横力、回頭モーメント、傾斜モーメントの各風

圧係数を示し、Isherwood、山野、米田の方法によ

る結果も併せて示す。但し、米田の方法を用いる場

合にトリムは全て無しとして推定を行っている。 
CX について見てみると、Fig.3.1.8 で示した場合

と同様に VLCC 及び客船の風圧係数の傾向はかな

り異なっているが、山野、米田による推定値は、そ

の形状の特徴を表現していないことがわかる。この

傾向については他の船舶についての比較を行った場

合も同様の結果であった。今回提案した推定法の結

果は、複雑な分布形状についても良く一致している

ことがわかる。また、VLCC の CＮについては、他

の推定法の精度が良くないが、本推定法は非常に良

く実験値と一致しており、有効であることがわかる。 
推定式を作成するために使用した実験データの

引用文献の中から、共通のサンプルと思われる

Wagnerによる 15隻分の風洞実験についての推定精

度の比較を行った。実験データごとに標準誤差を求

め、15 隻分の平均値を Fig.3.1.10 に示す。CX、CN

については、本推定法と Isherwood の推定法が山野、

米田の推定法に比べ精度が高い。Isherwood の推定

値と比較して本推定法の標準誤差が若干大きい理由

については、Table 3.1.5 に示したように本推定法で

は Isherwood の実験データよりもかなり多くのデ

ータを収集しており、限られた母集団のサンプルを

対象とした場合には、少し精度が落ちることもある

と考えられる。  
本推定法を求めるために用いた全ての実験結果

に対して、それぞれの方法より推定を行い標準誤差

の平均値を求め Fig.3.1.11 に示す。各風圧係数にお

いて、本推定法が最も精度良く推定できており、特

に CX、CN に関して他の推定法との差が顕著にみら

れる。また、CK についても標準誤差は非常に小さい。

標準誤差の値は、実験データの持つ最大振幅値と比

較しても 10%程度であり、風の影響を検討する上で

有効である。 
本推定法における標準誤差を Fig.3.1.10 及び

Fig.3.1.11 で比較してみるとほとんど変化がみられ

ない。このことから推定を行うサンプルの母集団が

多少変化しても誤差が大きく変化しない、安定した

推定法であるといえる。また、この結果は逐次法に

より説明変数が適切な組み合わせで推定式の中に取

り込まれていることを示す。 
本推定法においては、Table 3.1.5 に示したように

実験データのサンプル数も多く、採用した船舶も多

岐にわたっている。Fig.3.1.11 での比較から、近年

の建造された船舶も含めて様々な船舶を対象にした

風圧力の推定を行う場合、本推定法は有効であるこ

とがわかる。 
 
（３）船種ごとの推定精度 

船種ごとの推定精度の検討を行うために個々の

船の実験データに対する標準誤差を Fig.3.1.12 に示

す。それぞれの風圧係数について、(b)の棒グラフは

本推定法における 1 隻ごとの標準誤差を示したもの

で、(a)の折れ線グラフは本推定法の標準誤差σP に

対する他の推定法の標準誤差σE の大きさを示す。

すなわち、縦軸は次式の値である。 
 

PER σσσ /=             (3.1.37) 

 
横軸には船の種類ごとに、左より船長の長い順に整

理している。 
本推定法の結果(b)について見てみると、CX につ

いては漁船の精度が若干落ちてはいるものの、残り

の船舶については精度良く推定できており、標準誤

差に大きな差が見られない。CY については全体的に

精度良く推定できている。また、CN については、「漁

船」、「その他」に分類されている小型船等一部を除

けば、値として 0.01～0.02 に収まり精度良く推定で

きていることがわかる。個別の船舶においては、

VLCC、や LNG 船に対する推定結果も実験データと

良い一致を示している。本推定法が、従来の推定法

のサンプルに無かった多様な船型に対して有効であ

ることを示す。 
次に、他の推定法についての標準誤差の大きさを

示すグラフである(a)について、その特徴を調べると、

T1 から T10 の VLCC、大型タンカー(L=約 300m) 、
LNG 船に対する推定精度が、本推定法の精度に比べ

(146) 
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て悪くなっていることがわかる。CY については、

P1 から P6 に示す PCC や大型フェリー(L=約 150～
200m)の推定精度の悪いことがわかる。この原因と

しては、他の推定法においては VLCC や LNG 船と

いった大型船のサンプルが欠如していること、また、

風速分布の影響、説明変数の選び方等様々な理由が

考えられる。 
漁船に関しては、本推定法も他種の船舶に比べて

推定精度が少し落ちていたが、他の推定法について

はさらに誤差が大きい。Table 3.1.2 で示した側面形

状に見られるように漁船の形状は用途によって様々

な船型が存在し、その上今回用いた実験データ数も

少ない。船首楼や艤装物の風圧係数に及ぼす影響が

大型船に比べ相対的に大きくなり、主要寸法からで

は抽出できない特徴が見られるためであると考えら

れる。大型船に比べ相対的に重量が軽いこともあり、

漁船の操船に対し風は大きな影響を与えることから、

風圧係数を精度良く推定することは重要であると考

えられる。小型船に対する推定精度向上は今後の検

討課題であるといえる。 
 
３．１．５ 推定法の有効性の確認 

本推定法の有効性を確認するために 2 種類の異な

った船舶について風洞実験を行い実験値と計算結果

との比較を行った 20)。 
1 隻は、全長 185m のばら積み貨物船であり、も

う 1 隻は、117m の練習船である。実験結果と計算

結果の比較を Fig.3.1.13 に示す。 
CY 及び CN、CK については、計算結果と実験結果

との値は非常に良く一致している。CX の値について

はやや異なるが、CY に比べると操縦性能に与える影

響が小さいことを考慮すると実用上問題のない程度

に推定できていると考えられる。風の前後力につい

ては、船体上部構造物の複雑さが影響を与えており、

精度良く推定することの困難さを示しているとも言

え、さらなる精度向上が図られることが望まれる。 
 
３．１．６ 結言 

回帰分析の一方法である逐次法を用いて、船体に

働く風圧力の推定法の提案を行った。本研究によっ

て得られた結論をまとめると以下のようになる。 
 

１） 従来提案されている推定法に比べ、近年建造さ

れた船舶を対象とした上で、多くの様々な船舶

の風洞実験データの収集を行い、回帰分析によ

る新しい風圧力推定式の提案を行った。収集し

た実験データについては、風速分布の違いによ

る実験結果への影響を補正した上で統計処理

を行った。 
２） 本推定法は、船体形状から容易に決定される主

要寸法を用い、その組み合わせにおいて、従来

の推定法では考慮していない 34 種の説明変数

について検討を行った。解析方法には逐次法を

用いて統計的に最適な説明変数及び回帰係数

の決定を行った。 
３） 本推定法は、従来の推定法と比較して実験値に

対して精度良く推定することができる。また、

他の推定法では精度の悪い VLCC、LNG 等の

近年建造された大型船に対しても本推定法は

精度良く推定できることが明らかになった。  
４） 風の影響による傾斜モーメントの推定式の提

案を行った。強風時の横傾斜を考慮に入れた船

体運動を容易に検討することができる。 
５） 本推定法の妥当性を検討するためにばら積み

貨物船及び練習船の風洞実験を行い、実験結果

と計算結果を比較した。その結果、風圧力係数

を推定する上で本推定法は非常に有効である

との結論を得た。 
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Table 3.1.1  Experimental results used for present estimation method with experimental conditions 

of the wind velocity profile 

 
Author Published Samples Experimental [A] Thickness of [B]  Mean height R q/qm 

       condition boundary layer (m) of the model (m) [A]/[B]   

B.Wagner 1967 15 uniform --- 0.085  --- 1.04 

G.Aertssen 1968 1 above sea 0.60  0.217  2.76  1.27 

T.Tuji 1970 15 uniform 0.05  0.138  0.36  1.16 

C.Aage 1971 9 above sea 0.05  0.043  1.16  1.30 

Y.Sezaki 1980 1 --- --- --- --- --- 

W.Blendermann 1996 25 uniform 0.02  0.125  0.16  --- 

T.Fujiwara 1997 2 above sea 0.30  0.100  3.00  1.37 
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  AT/L  2 AL/L2

AT/L  2 1.00   

AL/L  2 0.73 1.00

AOD/L  2 0.41 0.81

B/L 0.78 0.38

HBR/L 0.88 0.75

Hc/L 0.86 0.93

C/L 0.41 0.36

CBR/L 0.52 0.56

AL/AT -0.37 0.32

AOD/AL 0.16 0.53

AT/B  2 0.33 0.57

AT/LB 0.88 0.82

 
 

  
Profile

(examp
  
 
  
  

Sample

L (m) 

  
  

B (m) 
  
  

AT (m
2) 

  
  

AL (m
2) 

  
  

AOD (m2) 
  
  

C (m) 
  
  

CBR (m)  
  
  

HBR (m) 
  
  

Hc (m) 
  
  

 

AL/LB 0.32 0.84

HBR/B 0.32 0.54

C/Hc 0.50 0.58

LHc/AL 0.10 -0.35

HBRC/AL 0.45 0.45

LHBR/AL -0.26 -0.75

BHBR/AT -0.26 -0.40

 

Table 3.1.2   Data on samples of ships used in present estimation method 

  Tanker Cargo Container Passenger Fishing Others 

  
s 
le) 
  
 
  
  

    

s 16 8 13 14 7 10 

max 351.40  160.88  216.40  195.00  75.17  274.00  

min 50.00  141.10 118.67 84.74 25.05  33.92 
mean 273.07  154.87 184.33 156.86 39.66  114.89 
max 58.00  21.34 32.20 32.20 11.04  47.20 
min 8.36  18.50 18.13 13.30 5.80  8.31 
mean 41.02  19.81 25.79 22.55 6.90  18.96 
max 1803.93  440.53 857.06 898.21 108.75  1827.12 
min 60.02  302.08 385.87 155.56 24.10  53.49 
mean 965.85  375.15 654.19 528.11 43.03  472.61 
max 8055.11  1951.56 3773.51 4693.94 446.96  8313.74 
min 178.25  1192.46 1455.37 764.54 72.20  141.76 
mean 3940.26  1553.85 2705.12 2962.82 149.34  2059.25 
max 807.71  534.38 2505.00 2679.00 147.59  3417.00 
min 40.00  271.00 333.00 271.00 15.00  63.94 
mean 566.22  401.68 1009.55 1483.37 38.35  895.04 
max 6.60  0.55 -0.86 6.78 1.20  7.95 
min -27.90  -14.72 -13.10 -8.98 -2.77  -3.99 
mean -13.54  -5.67 -6.39 -1.90 -0.24  2.23 
max -17.40  -0.19 -40.40 10.97 8.60  14.40 
min -139.70  -61.56 -68.70 -12.20 -5.80  -91.40 
mean -100.71  -34.50 -46.86 -3.03 0.85  -11.98 
max 38.00  25.00 30.50 30.70 11.03  45.80 
min 9.85  14.20 19.80 12.40 4.60  8.40 
mean 27.37  19.44 25.64 22.72 6.29  18.89 
max 15.24  8.04 11.07 14.85 3.78  17.07 
min 3.03  5.35 7.11 4.91 1.65  3.07 
mean 8.18  6.62 8.71 9.80 2.12  7.05 

』 ... 11 I I .. 、 I 11M I ． こ幽~
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Table 3.1.3   Correlation table of non-dimensional independent variables 

 AOD/L  2 B/L HBR/L Hc/L C/L CBR/L AL/AT AOD/AL AT/B2 AT/LB AL/LB HBR/B C/Hc LHc/AL HBRC/AL

LHBR

/AL

BHBR

/AT

                                  

                   

 1.00                  

 0.10 1.00                 

 0.45 0.56 1.00                

 0.71 0.50 0.88 1.00               

 0.19 0.29 0.42 0.41 1.00              

 0.40 0.25 0.54 0.58 0.77 1.00             

 0.49 -0.56 -0.21 0.08 0.05 0.09 1.00            

 0.90 -0.12 0.22 0.47 0.09 0.27 0.49 1.00           

 0.49 -0.31 0.53 0.57 0.23 0.43 0.32 0.43 1.00          

 0.54 0.41 0.91 0.90 0.39 0.59 -0.12 0.32 0.73 1.00         

 0.79 -0.18 0.48 0.70 0.27 0.48 0.70 0.63 0.79 0.62 1.00        

 0.44 -0.26 0.65 0.57 0.25 0.41 0.29 0.37 0.92 0.68 0.73 1.00       

 0.35 0.24 0.57 0.59 0.90 0.74 0.18 0.22 0.47 0.58 0.51 0.48 1.00      

 -0.31 0.15 0.10 -0.01 -0.08 -0.09 -0.59 -0.12 -0.11 0.00 -0.45 -0.04 -0.19 1.00     

 0.27 0.31 0.46 0.48 0.98 0.75 0.10 0.14 0.27 0.45 0.35 0.27 0.95 -0.17 1.00    

 -0.69 -0.01 -0.21 -0.56 -0.26 -0.35 -0.67 -0.54 -0.41 -0.40 -0.79 -0.25 -0.49 0.62 -0.39 1.00   

 -0.37 0.24 -0.15 -0.37 -0.10 -0.31 -0.20 -0.38 -0.70 -0.53 -0.54 -0.39 -0.29 0.12 -0.18 0.55 1.00 

(149) 
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(150) 
Table 3.1.5   Characteristic of estimation methods for wind force coefficients 

Present method Isherwood Yamano Yoneta 

 Parameters 9 8 5 6 

otal number of 66 
icients on CX,CY,CN 96 (CX, CY, CN, CK)

219 36 21 

mber of samples 68 49 38 68 

Tanker Tanker Tanker Tanker 
Samples of Cargo Ship Cargo Ship Cargo Ship Cargo Ship 

erimental results Container Ship Passenger Ship Container Ship Container Ship

Passenger Ship Fishing Boat Passenger Ship Passenger Ship

Fishing Boat Research Vessel Fishing Boat

Research Vessel Tug Boat etc. 
Tug Boat Hydrofoil 

LNG Carrier etc.

PCC 
Naval Vessel

Speed Boat
Table 3.1.4   Each coefficient of independent variables 

 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 

0.330 0.293 0.0193 0.682  

1.353 1.700 2.87 -0.463 -0.570 -6.640 -0.0123 0.0202

0.830 -0.413 -0.0827 -0.563 0.804 -5.67 0.0401 -0.132

.0372 -0.0075 -0.103 0.0921  

0.684 0.717 -3.22 0.0281 0.0661 0.298  

0.400 0.282 0.307 0.0519 0.0526 -0.0814 0.0582 

0.122 -0.166 -0.0054 -0.0481 -0.0136 0.0864 -0.0297 

0.299 1.71 0.183 -1.09 -0.0442 -0.289 4.24 -0.0646 0.0306

0.117 0.123 -0.323 0.0041 -0.166 -0.0109 0.174 0.214 -1.06

.0230 0.0385 -0.0339 0.0023  

3.63 -30.7 16.8 3.270 -3.03 0.552 -3.03 1.82 -0.224

0.480 0.166 0.318 0.132 -0.148 0.408 -0.0394 0.0041

0.164 -0.170 0.0803 4.92 -1.780 0.0404 -0.739 

0.449 -0.148 -0.0049 -0.396 -0.0109 -0.0726  
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Fig.3.1.3  Coordinate system 

 
Fig.3.1.1 Definitions of a characteristic parameter

which expresses form of a ship 

 

 
Fig.3.1.2  Distribution of independent variables

versus ship length 
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Fig.3.1.4  Experimental results on wind force

coefficients of VLCC (Ballast condition) 

Fig.3.1.5 Factor kq by Blendermann’s experiments 8)
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Fig.3.1.6 Significance tests on linear

multiple regression model of experimental

results   

 
 

 
Fig.3.1.7  Applicability on a trigonometrical

series for wind force coefficients  
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Fig.3.1.8 Experimental results on wind force coefficients for some kinds of ships 
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3.1.9  Comparison of measured wind force coefficients with predicted results 
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Fig.3.1.10  Standard error of wind force coefficients for each estimation method 

(Wagner’s experiments ) 

 
Fig.3.1.11  Standard error of wind force coefficients for each estimation method 

(All samples) 
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Fig.3.1.12  Standard error of wind force coefficients for each ship and relative 

magnification compared of wind force coefficients by present method with 

by the other estimation 
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Fig.3.1.13 Comparison experimental results with calculation ones on a bulk carrier and a training ship
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３．２．波の力の推定法 

 
実海域における外乱のうち波について考

えると、波が操縦運動に影響を与えるのは波

周期の波力ではなく時間定常的な波力であ

ると考えられ 1 )、この定常波力は波長の短い

波でも大きなものとなることが実験的に確

認 2 )されている。静穏な海象であったとして

も船体の動揺をほとんど誘起しない程度の

短波長波は一般に常に存在すると考えられ

るため、短波長波の操縦運動への影響を明ら

かにすることは実海域の操縦性能試験結果

を正しく評価するために必要なだけでなく、

通常の航行安全性を考える上でも実用上重

要であると考えられる。  
短波長波が原因となる定常波力のうちの

前後力成分については、これまで耐航性能分

野における抵抗増加成分として研究が積み

重ねられてきており、藤井ら 3 )による半実験

式や Falt insen ら 4 )の船体近傍の流れを考慮

した推定式、内藤ら 5 )の波線理論による抵抗

増加の推定などの研究がある。これらの研究

例に見られるように短波長波中の前後力に

関しては比較的豊富な実験データが報告さ

れており、推定式の検証もそれぞれなされて

いると考えられる。また、これらの理論は一

部左右力や回頭モーメントの推定にまで発

展させて研究 6 ) , 7 ) , 8 )されている。しかし、そ

れらはほとんどが波浪中直進時を対象とし

ており、今考えようとしている斜航や旋回を

伴う操縦運動中を対象にして定常波力を検

討したものはほとんどない。  
本節では定常波力を斜航および旋回を含

む操縦運動時に働く準定常的な前後力と左

右力、回頭モーメントととらえ、まず、短波

長 波 が も た ら す 定 常 波 力 の 推 定 法 を 、

Ohkusu9 ) に よ る 正 面 向 波 直 進 中 の 抵 抗 増 加

理論を操縦運動中の船に拡張して導く。次に、

短波長規則波中で斜航および旋回状態を含

む操縦運動状態にある船に働く定常波力を、

模型船の波との出会周波数の動揺を拘束せ

ずに計測した実験について述べ、本推定法に

よる計算結果と実験結果を比較検討し考察

をおこなう。さらに、定常波力の水線上分布

や積分範囲等および規則波中と不規則波中

の定常波力の傾向について、船型によってど

のような影響が現れるかを、本推定法を用い

た 2 種類の船型に対する比較計算によって

調べた結果について述べる。  
 

３．２．１．操縦運動中定常波力の理論推定法 

短波長波が船体におよぼす力については、

前後力について藤井ら 3 )によって半実験的

に推定式が示され、高橋 1 0 )によって係数の

見直しがなされた。 Falteinsen ら 4 )は船体周

りの局所流による波の屈折を考慮した抵抗

増加の推定式を示した。Ohkusu9 )は Falt insen
ら 4 )の理論の不合理な点を改良し、向波直進

中の抵抗増加の推定式を導いた。 Sakamoto
ら 11 )は Falt insen ら 4 )の船速が小さい場合の

展開式を修正した推定式を導くとともに、円

柱を対象とした具体的な計算例によって、

Falt insen ら 4 )の推定式の積分範囲について明

確でない点があることを指摘している。内藤

ら 5 )や Kalske1 2 )は波線追跡法を用いた抵抗増

加の計算例を示しており、さらに内藤ら 6 )

は左右力と回頭モーメントについても計算

をおこない実験と比較検討している。これら

の理論はいずれも短波長波による定常波力

の起源を船体を局所的に見た場合の波の反

射によるものと考えたものであり、平山ら 8 )

の例に見られるように操縦運動中の理論へ

の拡張も比較的容易と考えられる。本報告で

もこのような考え方を踏襲して斜航や旋回

といった一般の操縦運動中の船に働く短波

長波による定常波力を考えることとする。そ

の際、短波長波ほど船体周りの流れの影響を

受けやすいと考えられることから、操縦運動

中の船体周りの局所流れを考慮できる理論

の中から Ohkusu9 )の方法を拡張して考察す

ることとする。  
流れのない深水域における短波長波中を操

縦運動する船を考える。まず、船に働く波の

力 を 局 所 的 に 考 え る た め に 水 線 面 の 一 部 を

表す座標系を Fig.  3.2.1 に示す。接線方向に s
軸、内向き法線方向に n 軸をとることとし、

船 体 外 部 の 領 域 を 船 体 に 接 す る 近 傍 域 と 遠

方域に分けて考える。現象は定常であって、

かつ n 軸方向のみに変化しているものとする。

船体固定の座標系から見たとき、遠方域には

波数ベクトル k、円周波数ω、振幅ζの波と

ベクトル V で表される操縦運動に起因する遠

方域流れが存在することとする。波数 k と遠

方域流れ V の方向は s 軸正方向から時計回り

にそれぞれ角度γ V とγ V の方向とする。近傍

域にはベクトル V1 で表される船体近傍域流

れ と 遠 方 域 か ら 伝 播 し こ の 流 れ に よ っ て 変

形された波数ベクトル k1、振幅ζ 1、円周波

数ω 1 なる波が存在することとする。近傍域

における流れ V1 は s 軸正方向とし、近傍域に

(158) 
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おける波数ベクトル k1 の方向は s 軸正方向か

ら時計回りに角度γ w 1 の方向とする。 V、 k、
V1、k1 はそれぞれ V、k、V1、k1 のスカラー量

を表す。  
定常状態における波頂の保存則 1 3 )より次

の関係が得られる。  
 

( )

1111

1

cos

cos

w

wV

gk

gk

γ

ω
γγω

kV

Vk

+=

=

−+=

      (3.2.1) 

 
ここで g は重力加速度を表す。波数ベクトル

は非回転 1 3 )であるから次の関係が得られる。 
 

11 coscos ww kk γγ =             (3.2.2) 

 
近傍域の波数 k1 とその方向γ w 1 は (3.2.1)式と

(3.2.2)式よりそれぞれ以下のように求められ

る。  
 

( )
g

k w
2

1
1

cosγω kV−
=          (3.2.3) 

( ) 











−
= −

2
1

1
1

cos
cos

cos
w

w
w

gk
γω

γ
γ

kV
  (3.2.4) 

 
 (3.2.3)式 と (3.2.4)式 よ り 短 波 長 の 波 ほ ど 近

傍域流れ V 1 の影響を大きく受けることがわ

かる。  
遠方域から近傍域へ伝播する波の変化の様

子 が 十 分 緩 や か な も の で あ る と 仮 定 す る と

wave act ion の保存則 1 3 )が成立する。今考えて

い る 定 常 問 題 に こ れ を 適 用 す る と 波 振 幅 に

関して次の関係が得られる。  
 

1

11

sin
sinsin2

w

wV

k
k

γσ
γσγ

ζ
ζ +

=
Vk

 (3.2.5) 

 
ここで、σは空間固定座標から見た遠方域に

おける波の円周波数であり、 gk で与えられ

る。  
 遠 方 域 か ら 近 傍 域 に 伝 播 し て き た 波 が 船

体に正反射して s 軸から反時計回りにγ w 1 の

方向に進んでいくものと考える。近傍域にお

いて n=0 の平面に平行な面と船体とで囲まれ

た 領 域 に お け る 運 動 量 変 化 を 考 え る こ と に

よって、水線単位長さあたりの船体に働く n
方 向 の 力 の 時 間 平 均 か ら 静 水 圧 に よ る 寄 与

分を除いた成分 Pn を求めるとこれは次のよ

うに表すことができる。  
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ϕϕϕρ

ϕϕρ

 (3.2.6) 

ここで、 z は平水面を原点として鉛直下向き

にとった座標を表し、各項の上部横線は時間

平均を取ることを表す。 ϕは近傍域における

速 度 ポ テ ン シ ャ ル を φ と し た と き 次 式 で 定

義される速度ポテンシャル成分であり、遠方

域 か ら 近 傍 域 ま で 伝 播 し て き た 波 と こ れ が

船 体 に よ っ て 反 射 さ れ た 波 の 成 分 か ら 構 成

される。  

ϕφ += sV1   (3.2.7) 

 
近傍域における波の円周波数ω 1 や波数ベク

トル k1、振幅ζ 1 は (3.2.1)式、(3.2.3)式、(3.2.4)
式、 (3.2.5)式のように与えられているからこ

れらを用いると (3.2.6)式は次のように表され

る。  
 

1
22

1 sin
2
1

wn gP γζρ=     (3.2.8) 

 
 (3.2.8)式はある角度を持って壁面で反射さ

れ る 波 が お よ ぼ す 定 常 波 力 に つ い て

Havelock1 4 )の与えた式と形式的に同じである

が、振幅と角度に近傍域流れが考慮されてい

る点が異なる。ここまでの展開は Ohkusu9 )が

正 面 向 波 直 進 中 の 抵 抗 増 加 推 定 式 を 求 め た

場合と基本的に同じと考えられる。実際、γ

V =γ w とすれば Ohkusu9 )の与えた単位水線長

あたり定常波力の式と等価な式が得られる。 
次に、船の操縦運動と局所遠方域との関連

を考える。操縦運動中の船の座標系を Fig.  
3.2.2 に示す。 x 軸は船首方向、 y 軸は右舷方

向にとり、原点は船体重心にとることとする。

船は前進速度 U、斜航角β、旋回角速度 r で

運動しているものとする。波との出会角はχ

とし、定常波力の成分を Xd、Yd、Nd で表すこ

ととする。水線に沿った座標 l (xw l ,  yw l)を時計

回りに定義する。 l の正方向は x 軸正方向か

ら時計回りにθの方向とする。xy 座標系の成

分で考えると、局所域における遠方域流れ V

(159) 
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と入射波を表す波数ベクトル k はそれぞれ次

式で表される。  

( )rxUryU wlwl +−−= ββ sin,cosV     (3.2.9) 

( )χχ sin,cos kk −=k           (3.2.10) 

水線に沿った座標 l の方向θは次式で表され

る。  
 

dldx
dldy

wl

wl1tan−=θ     (3.2.11) 

 
法線方向単位ベクトル n はθを用いて次式で

表される。  
 接線方向単位ベクトル s は局所近傍域流れ

V1 の方向であるから、これを局所遠方域流れ

V の接線方向成分の正の方向とすると次のよ

うに定義される。  
 

( ss )θθ sin,cos=s             (3.2.13) 

　  
　　

　　　





>×−
<×

=
0,

0,
Vn

Vn
for

for
s πθ

θ
θ

 
Fig.  3.2.1 に示した局所遠方域流れの方向γ V

と入射波の波数ベクトルの方向γ w は次のよ

うに表される。  
 

sV θγ −= Varg     (3.2.14) 

ssw θχθγ −−=−= karg    (3.2.15) 

 
局所近傍域流れの強さ V1 については、二重模

型 周 り の ポ テ ン シ ャ ル 流 計 算 に よ る 方 法 や

Sakamoto ら 11 )が用いた水線面と同じ断面形

状 を 持 っ た 柱 体 周 り の 流 れ の 計 算 に よ る 方

法などが考えられるが、ここでは Falt insen ら
4 )、Ohkusu9 )に倣って簡単化して次式のように

定義する。  
 

Vs ⋅=1V     (3.2.16) 

 
さて、今求めようとしている定常波力 Xd

と、 Yd、Nd  は (3.2.8)式で表される Pn を次式

のように水線上で積分して得られる。  
 

( )
　       (3.2.17) 　　　　　　
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正面向波直進中の場合の積分範囲について

は、 Ohkusu9 )は船首部の入射波に面した領域

としている。斜波中の場合の積分範囲につい

ては、局所的な力の推定法は異なるものの、

高橋 1 0 )、 Fal t insen ら 4 )、 Sakamoto ら 11 )はい

ず れ も 入 射 波 の 進 行 方 向 に 面 し て い る 船 体

表面領域として定義している。しかし、斜波

中 直 進 時 の み な ら ず 斜 航 や 旋 回 を 伴 う 操 縦

運動中を考えると、そのような定義は曖昧な

点を含んでいると考えられる。物理的には波

の エ ネ ル ギ ー が 相 対 的 に 船 に 向 か っ て く る

領 域 を 積 分 範 囲 と 定 義 す べ き で あ る と 考 え

られる。実際、局所近傍域で波が船体に反射

す る た め に は 近 傍 域 に お け る 波 数 ベ ク ト ル

の方向γ w 1 は、まず次の関係を満足しなくて

はならない。  
 

　πγ << 10 w    (3.2.18) 

 
さらに、(3.2.18)式を前提として (3.2.5)式で示

す 近 傍 域 に お け る 波 振 幅 が 計 算 可 能 で あ る

ため、すなわち (3.2.5)式右辺の根号の内部が

正 で あ る た め に は 次 の 関 係 が 満 足 さ れ な く

てはならない。  
 

　0sinsin >+ wgV cV γγ   (3.2.19) 

 
ここで、 cg は空間固定座標系から見た遠方域

における入射波の郡速度を表す。(3.2.19)式は

遠 方 域 に お い て 流 れ の 中 に あ る 波 の エ ネ ル

ギーの法線ベクトル n 方向成分が正、すなわ

ち 波 エ ネ ル ギ ー が 局 所 域 に お い て 相 対 的 に

船 体 に 向 か っ て く る と い う 条 件 を 要 求 し て

いると解釈することができる。(3.2.19)式中の

遠方域流れの強さ V には (3.2.9)式に示すよう

に船体の操縦運動が考慮されているから、た

と え 斜 波 中 直 進 時 で あ っ て も 波 の 進 行 方 向

と 船 の 位 置 関 係 だ け で 積 分 範 囲 を 定 義 す る

ことはできないと考えられる。  
積分範囲に関してもう一点考慮すべき点は

(3.2.4)式で与えられるγ w 1 が存在する条件で

ある。これは次式で表される。  

(160) 
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( )
g

k w
w

2
1 cos

cos
γω

γ
kV−

≤    (3.2.20) 

 
 (3.2.20)式の右辺は (3.2.3)式より k 1 に等しい

から、この条件は近傍域における波数 k 1 があ

る 一 定 値 よ り も 小 さ く な ら な い こ と を 要 求

していることになる。とりうる最低値となっ

た場合、すなわち (3.2.20)式で等号が成り立つ

場合は (3.2.2)式よりγ w 1 が 0 かπとなる場合

であって、これは近傍域流れ V1 によって波線

が 船 体 に 平 行 に な る ま で 曲 げ ら れ た も の と

解釈され、(3.2.18)式の条件を満足できない場

合に相当する。この場合、波線は船体に到達

することはできないため (3.2.8)式で定常波力

を評価することはできず、したがって積分範

囲からは除外されることとなる。ただ、この

場合は (3.2.19)式の条件を満足しない場合、す

な わ ち 遠 方 域 に お い て 波 エ ネ ル ギ ー が 相 対

的に船体に向かってこない場合とは異なり、

向 か っ て き た 波 線 が 操 縦 運 動 に 伴 う 船 体 周

囲 流 場 の 影 響 に よ っ て 曲 げ ら れ た こ と が 原

因であるから、本来は船体周囲流場の運動量

変 化 な ど 何 ら か の 形 で 船 体 へ の 影 響 は 考 慮

されるべきであるが、本推定法ではただ単に

積分範囲から除外して考えることとする。  
なお、波頂と直交する波線と波のエネルギ

ー の 進 む 方 向 は 流 れ の 中 の 波 を 考 え た 場 合

には一般に一致しないことから、(3.2.20)式の

条件と (3.2.19)式の条件は異なると考えられ、

し た が っ て 両 者 が 除 外 す る 積 分 範 囲 は 一 致

しないと考えられる。  
積分範囲に関連する事項として、内藤ら 6 )

は 波 線 追 跡 法 に よ っ て 定 常 波 力 の 推 定 を お

こ な っ た 場 合 に 追 波 状 態 で 遠 方 か ら の 波 線

が 船 体 ま で 到 達 し な い た め 計 算 で き な い 出

会角があることを報告している。上述の波線

に 関 す る 議 論 は こ れ と 類 似 す る も の と 考 え

られるが、後述の計算結果を見る限り本推定

法では内藤ら 6 )が示したような計算できない

状況はないものと思われる。  
 

３．２．２．模型実験による理論の検証 

（１）波力測定装置 
本装置は 6 自由度の波周期の運動をできるだけ

拘束せずに模型の平均的な位置をある一定の範囲

内に押さえながら波周波数の模型の運動と前後力、

左右力、回頭モーメントの計測をおこなうことを

目的としたものである。規則波中の場合、定常波

力は計測された力の平均値として得られる。計測

方法については、基本的には定常波力に相当する

力の大まかな部分を重りで釣り合わせ残りの部分

を弱いバネで調整するという方法 15),16)と同じで

ある。ただ、重りとバネからなる機構を定トルク

モーターによって実現した点が異なる。このこと

によってこれまでの重りに相当する部分の調整を

電圧信号によって連続的に調整することができる

ため、反射波の影響が現れるまでの限られた時間

内に前後力、左右力、回頭モーメント 3 種類の反

定常波力の調整を比較的容易におこなうことが可

能になった。また、バネ定数の変更も電圧信号の

調整だけでおこなうことができる。反定常波力と

バネ定数の調整はつまみと外部入力端子のいずれ

かでおこなうことができる。今回の実験では計測

者が模型の動きを見ながら電圧の調整をおこなっ

たが、定常波力は計測される力あるいはモーメン

トの低周波数の成分として得られるため時間遅れ

のない理想的な低域通過フィルターを用いて計測

した力の低周波数成分をフィードバックしてやれ

ば自動的に調整をおこなうことも可能と考えられ

る。 
 本装置の概念図を Fig. 3.2.3 に、仕様を Table 
3.2.1 に示す。6 種類の動揺はポテンショメータで、

前後力、左右力、回頭モーメントは模型船との接

続箇所に設置された 3 分力計によってそれぞれ計

測する。クランプ装置は模型船が 6 自由度で動揺

するため、模型の 4 点をワイヤーで斜めに引き上

げる機構となっている。ワイヤーの巻き取りおよ

び繰り出し速度は実験状態に応じて可変である。 
本装置の問題点の一つは、大きな力となる左右

力と回頭モーメントを 1 本の支柱で支えることに

なったため移動部の重量が比較的大きくなったこ

とである。上下揺れに対する移動部重量は模型船

の排水量に含めることができるが、前後と左右の

移動部重量は模型船の排水量が小さい場合は計測

結果に影響をおよぼすことも考えられる。なお、

本装置が船首揺れに対して付加的におよぼす慣性

モーメントは模型船の慣性モーメントから考えて

無視できる程度であると考えられる。 
 本装置のもう一つの問題点は定トルクモーター

のコギング現象である。これは定トルクモーター

のバネ機構部が変位に対して厳密な意味での線形

性を有しておらず、変位と力の関係を図示した場

合に本来直線になるべきところが緩やかな波を打

つ線になる。これは、定トルクモーター内部での

回転子 1 回転あたりの磁界の不連続による影響が、

極めて低回転の場合に顕在化したことによると考

えられる。このコギング現象について調べたとこ

ろ、前後揺れ、左右揺れ、船首揺れについてそれ

(161) 
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ぞれ約 54.7mm、53.0mm、2.7deg の間隔で、約

4.47N(0.457kgf) 、 4.43N(0.453kgf) 、

2.08Nm(0.212kgf-m)程度の変動があることが計測

された。これらの値は排水量の 0.2%未満か排水量

と船長の積の 0.03%程度であり、計測される力や

運動にはほとんど影響はないと考えられる。しか

し、微小な外乱によって釣り合い位置が前後、左

右、船首揺れの各成分について上記の 1 間隔分だ

けずれる可能性があることを意味する。前後揺れ

や左右揺れの平均的な位置が変化しても実験状態

としては問題ないが、船首揺れについては波との

出会角が変化するので注意する必要があると考え

られる。 
 
（２）模型船と実験状態および解析手順  

実験は回転盤つきのいわゆる xyφ台車を備えた

水槽でおこなった。実験に用いた模型船の主要目

を Table 3.2.2 に示す。本模型船は VLCC 模型であ

る。舵とプロペラは装着した状態で、プロペラは

固定状態にある。実験状態は Table3.2.3 に示すと

おりである。短波長波を考えるため波長λは船長

L の 0.2 倍の状態とし、波振幅ζは停止状態では

1.5cm、前進速度のある状態では 1.1cm とした。実

験状態には斜航および旋回状態に加えて比較のた

め停止状態も含まれている。なお、表中のχU は

船の進行方向と入射波の進行方向のなす角度を表

し、Fig. 3.2.4 に示すように、次式で定義される量

である。 
 

βχχ −=U　   (3.2.21) 

 
斜航状態においてχU が 0deg あるいは 180deg

の場合では対称性を考慮して斜航角は正の状態の

みを実施した。また、旋回状態のうち、無次元旋

回角速度 r'が 0.3 の場合は旋回半径が水槽の大き

さに比べて大きくなりすぎるため、半周ずつ分け

て計測をおこなった。旋回は右旋回とし、旋回中

の斜航角は 0deg と+10deg または+18deg とした。 
停止状態では計測された力あるいはモーメン

トの時間平均をとって定常波力データとした。斜

航状態では波浪中に計測した力のデータの平均値

から平水中航走時の力の平均値を差し引いて定常

波力データとした。旋回状態は厳密な意味では定

常状態ではないため波浪中の計測データは斜航状

態のように平均することはできない。定常波力デ

ータを得る方法としては、斜航状態のように波浪

中に計測された力の時系列データから平水中の力

の平均値を一律に差し引く方法も考えられるが、

今回は波浪中の時系列データから平水中の時系列

データを時々刻々差し引く方法を採った。これは

次のような理由による。模型船は xy 台車によって

曳航されるが、旋回状態では x 台車あるいは y 台

車の曳航方向が変わる点が出てくる。この点での

台車の運動が十分滑らかではないため台車固有の

振動が発生して力の計測データにどうしてもその

影響が出てしまう。台車の運転はプログラム化さ

れているためこの振動成分は波浪中も平水中も同

じように出ていると考えられる。したがって、時

系列データとして時々刻々波浪中のデータから平

水中データを差し引くことによってこの台車の振

動による成分をほぼ除去したことになると考えら

れる。なお、差し引いた時系列データにχU で

20deg 分に相当するデータ幅の加重移動平均化処

理をおこなって最終的な定常波力データとした。 
 

（３）停止状態の定常波力  
斜航や旋回といった操縦運動時の定常波力を

検討する前に前進速度影響のない停止状態の定常

波力を比較検討することとする。Fig. 3.2.5 に停止

状態の定常波力の実験結果と計算結果を示す。横

軸は波との出会角χを表す。前進速度のない場合、

前後力と左右力は定量的にもよい一致を示してい

ることがわかる。回頭モーメントについては定性

的にはほぼ一致しているものの斜め追波および斜

め向波状態で定量的な差が見られる。原因として

は、特に船尾部の喫水が小さくなっている部分に

働く左右方向の力を過大に推定している可能性が

あると考えられる。 
 
（４）斜航状態定常波力 

斜航状態の定常波力の実験結果および計算結

果を Fig. 3.2.6 に示す。横軸は船の進行方向と入射

波の進行方向のなす角χU として斜航角毎に分け

てデータを図示した。 
前後力に関しては本推定法は斜め向波状態で

斜航角の違いを大きく表現しておりこの点で実験

結果を定性的にはよく表現しているものと考えら

れる。しかし、それでも斜め向波状態などで抵抗

増加量として過小評価する結果となっている。 
 左右力に関しては実験結果は明確に斜航角の影

響を示しており、向波状態から横波状態にかけて

その影響が大きく出ていることがわかる。逆に斜

め追波状態から追波状態では斜航角の影響は小さ

いことがわかる。推定計算結果はこのような傾向

を定性的にはよくとらえたものとなっている。定

量的には全般的に絶対値としては実験結果を少し

下回る値を示している。 
 回頭モーメントに関しては、左右力よりも実験

結果を表す点はばらついているものの、やはり実
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験結果には斜航角の影響が大きく表れていること

が伺える。定量的な評価は実験点が左右力に比べ

てばらついているため難しいが、向波から斜め向

波状態では本推定法は実験結果に近い値を示して

いる。 
 
（５）旋回状態の定常波力  

Fig. 3.2.7 と Fig. 3.2.8 にそれぞれ無次元旋回角

速度 r'が 0.3 と 0.6 の場合の図を示す。横軸は船の

進行方向と入射波の進行方向のなす角度χU であ

るが、実験結果は実質的に時系列データと見なし

てよい。推定計算結果は時々刻々の状態を定常状

態として計算した結果である。前章で述べたよう

に、無次元旋回角速度が 0.3 の場合を示す Fig. 
3.2.7 ではデータは 2 つの計測をつなぎ合わせてお

りχU が 270deg 付近にデータの境目がある。 
 無次元旋回角速度が 0.3 の場合をまず比較する

と、前後力、左右力、回頭モーメントいずれにつ

いても、推定計算結果は追波中では斜航角の影響

が比較的小さく向波に近い状態ほどその影響が大

きくなるという前節の斜航状態で示したと同様の

傾向を旋回中も示しており、実験結果もほぼこれ

に一致する定性的傾向を示しているように見える。

定量的には前後力と左右力においてχU が 270deg
のデータの境目付近に大きな差が見られる。しか

し、たとえば左右力のこの実験結果は Fig. 3.2.8
に示す無次元旋回角速度が 0.6 の場合の同じχU

付近の値よりも大きな値を示していることから、

この付近で模型船が造波装置に近くなりすぎて反

射波の影響を受けている等データの信頼性が低下

していることも考えられる。また、停止状態ある

いは斜航状態で計算結果と実験結果に比較的差が

見られた回頭モーメントについても実験データの

ゆらぎの程度を考慮すれば、複雑な操縦運動状態

にあるにもかかわらず本推定法は前後力、左右力、

回頭モーメントにおいておおむねよい推定値を与

えていると思われる。 
 無次元旋回角速度が 0.6 の場合は 0.3 の場合よ

りも運動が強いため、実験データは雑音成分が多

くなっている。しかし、この無次元旋回角速度が

0.6 の場合でも旋回中の斜航角の影響が向波から

横波にかけて大きくなるという傾向は無次元旋回

角速度 0.3 の場合と同様に実験結果および計算結

果に表れていると見ることができる。無次元旋回

角速度が 0.3 の時に斜航角が 10deg なのに対し、

0.6 では 18deg のため斜航角の有無の差は計算結

果では無次元旋回角速度 0.6 の場合の方が大きい。

実験結果では比較的データが安定している左右力

にこの計算結果と一致する傾向が見られる。定量

的には前後力においてはχU が 300deg 付近で実験

結果と計算結果に差が見られるが、これも造波装

置からの反射波の影響かどうかは現時点では不明

である。左右力では無次元旋回角速度が 0.3 の場

合にも若干見られたχU が 100deg 付近から 200deg
付近にかけての差が無次元旋回角速度が 0.6 の場

合にやや大きくなるようである。このことは斜航

状態で左右力の計算結果がやや過小に推定されて

いたことに対応すると考えられる。回頭モーメン

トの斜航角が正の場合の実験データにはχU が

150deg 付近で信頼性に疑問のある挙動が見られ、

その部分で定量的な差が大きい。しかし、これら

以外の部分では、本推定法はほぼ妥当な推定値を

与えている。  
 今回の実験では無次元旋回角速度が 0.3 と 0.6
の場合を実施し、Fig. 3.2.7 と Fig. 3.2.8 に示すよ

うに一定の傾向をつかめる実験データが得られた。

しかし、前後力と左右力、回頭モーメントを含め

て旋回角速度の大きさの違いが定常波力にどのよ

うに表れているかを Fig. 3.2.7 と Fig. 3.2.8 に示す

実験データの比較から把握することは計測精度の

問題から困難と思われる。実験的に明確に旋回角

速度の大きさの影響を把握するためには計測精度

の向上と、より大きな旋回角速度での計測が必要

と考えられる。 
 
３．２．３．定常波力に対する船型影響 

（１）計算対象船型 
短波長波の定常力を検討するにあたって計算

の対象とした船型は VLCC 船型とコンテナ船型で

ある。前者は定常波力に関する模型実験をおこな

った船型である。 
 対象船型の主要寸法を Table 3.2.4 に示す。方形

係数 Cb はもちろん大きな差があるが、水線面積

係数 Cw にも差があることがわかる。 
３．２．１で述べた推定法においては、短波長

波の定常力に対する船型影響は水線面形状影響と

して表れる。Fig. 3.2.9 に VLCC とコンテナ船の水

線面形状を示す。抵抗増加に関連して指摘される

船首部の形状の差に加え、これに続く船体平行部

の長さの違いも大きいことがわかる。 
 波浪中を航行する船の座標系は Fig. 3.2.2 に示

すとおりとする。 
 
（２）定常波力の分布と積分範囲 

短波長波中を操縦運動する船の周囲の流場が

３．２．１で述べた推定法でどのように表現され

るかを明らかにするために、VLCC とコンテナ船

に対する計算結果を検討する。計算状態は、フル

ード数 Fn が 0.1、波長船長比λ/L が 0.2 の状態と

し、横軸に Square station をとって流場を表す変数
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の船長方向分布を比較することとする。  
計算結果のうち定常波力の積分範囲は、３．２．

１で述べた推定法では、(3.2.19)式と(3.2.20)式とで

定義されることとなる。これらのうち、 (3.2.19)
式は次式で書き換えることができる。 

 

πγ << e0   (3.2.21) 

 
ここで、γ e 船に対する波エネルギーの進行方向

を表し、船体表面の接線ベクトル s の方向を基準

に時計回りを正として定義するものとすると、次

式で与えられる量である。  
 









+= kV

k
cg

e argγ    (3.2.22) 

 
積分範囲の定義である  (3.2.19)式と (3.2.20)式は

(3.2.21)式および(3.2.18)式と等価である。  
 一方、従来の短波長波中抵抗増加の考え方にお

ける積分範囲の定義は前進速度を含む船体の平面

運動を考慮しておらず、次式で定義されることと

なる。 
 

πγ << w0   (3.2.23) 

 
 以下では、これらの変数によっても船体周りの

流場を表現することとする。 
 
（２－１）斜め向波中の斜航状態 

波の進行方向と船速方向のなす角度χ U が

120deg で無次元旋回角速度 r'(=rL/U)が 0.0、斜航

角βが+18deg と 0deg、-18deg の場合についての計

算結果を、VLCC については Fig. 3.2.10 に、コン

テナ船については Fig. 3.2.11 に示す。横軸に右舷

側の Square Station をとって波上側の流場を表す

変数の分布を示している。上から短波長波による

単位水線長あたり定常波力 Pn の分布、積分範囲

(印のある領域が積分範囲を表す)、波エネルギー

の進行方向γ e、近傍域波振幅比ζ1/ζ、近傍域波

数比 k1/k、近傍域波数ベクトルの向きγ w 1、遠方

域波数ベクトルの向きγ w をそれぞれ表す。 
 単位水線長あたり定常波力 Pn の分布について

は両船型とも船首に向かって次第に大きな値を示

す分布形状となっているが、その傾向は長い平行

部を持つ VLCC と平行部のほとんどないコンテナ

船では大きく異なることがわかる。特に VLCC の

船首部における立ち上がりが急である。両船型と

も斜航角βが+18deg、0deg、-18deg の順に単位水

線長あたり定常波力 Pn が大きくなる傾向を示し

ており、近傍域と遠方域の波数比 k1/k も単位水線

長あたり定常波力 Pn の分布と類似の傾向を示し

ている。右舷側から波を受けるこの状態では、こ

の斜航角の順に波向き方向の投影長さが長くなり、

右舷側の船側に沿っての流れの強さ V１もこの順

に小さくなっている。  

 VLCC の積分範囲については、Fig. 3.2.10 の最

下図から、従来の(3.2.23)式の定義では 3 種類の斜

航角についていずれも右舷側のすべての領域が積

分範囲となるはずであるが、３．２．１で述べた

推定法によれば斜航角βが 0deg の場合は船尾か

ら S.S.1 程度まで、斜航角βが+18deg の場合は船

尾から S.S.2 程度までが積分範囲から除かれるこ

ととなることが Fig. 3.2.10 の上から 2 番目の図か

らわかる。その理由は、これらの領域の大部分が 
(3.2.21)式と (3.2.18)式を両方とも満足できないた

めであることがγ e とγ w 1 の分布からわかる。こ

れらの領域では波が船体にまで到達できないため、

近傍域の波振幅ζ1 が計算不能となる。  
 一方、コンテナ船の積分範囲については、ここ

でも従来の(3.2.23)式の定義では 3 種類の斜航角に

ついていずれも右舷側のすべての領域が積分範囲

となるのに対し、３．２．１で述べた推定法によ

れば斜航角βが+18deg の場合にのみ船尾から

S.S.3 程度までが積分範囲から除かれることとな

り、VLCC との差が見られる。そして、この領域

のうち、船尾から S.S.2 付近までは (3.2.18)式と

(3.2.21)式を両方とも満足できない領域であるの

に対し、S.S.2 付近から S.S.3 付近までは(3.2.21)
式は満足するが (3.2.18)式は満足しない領域であ

ることがわかる。この領域は、波エネルギーは遠

方域から船体に向かってくるが、船体近傍域流れ

による屈折のため波線が船体表面に届かない領域

に対応する。このような領域については、VLCC
についても Fig. 3.2.10 の積分範囲の境界付近を細

かく調べるとわずかながら存在すると見られるが、

船型の異なるコンテナ船ではこのような領域が広

がったものと考えられる。  
 上記の積分範囲の境界は近傍域に波が存在する

かしないかの境界に当たり、この部分で近傍域波

振幅比ζ1/ζが発散するような傾向が見られるが、

短波長波による単位水線長あたり定常波力 Pn の

分布は滑らかに 0 に収束しており、不自然な挙動

は示していない。 
 
（２－２）斜め追波中の斜航状態 

波の進行方向と船速方向のなす角度χ U が

30deg で斜航角βは 0deg、無次元旋回角速度 r'が

(164) 



海上技術安全研究所報告 第 3巻 第 2 号 (平成 15 年) 総合報告 69 

+0.8、0.0、-0.8 の場合についての計算結果を、VLCC
については Fig. 3.2.12 に、コンテナ船については

Fig. 3.2.13 に示す。ここでも横軸には右舷側の

Square Station をとって波上側の流場を表す変数

の分布を示している。 
 追波状態のため全般的に短波長波による単位水

線長あたり定常波力 Pn は小さな値を示している

が、概略両船型とも旋回角速度が正の場合は船首

側で、負の場合は船尾側で大きな値を示すことが

わかる。ただ、コンテナ船では旋回角速度が正の

場合、船首に近づくほど単位水線長あたり定常波

力 Pn が大きくなっているのに対し、VLCC では

S.S.9 付近までは単位水線長あたり定常波力 Pn が

大きくなるもののさらに船首側では小さくなると

いう船型影響が見られる。  
 積分範囲を見ると、船尾付近において VLCC、

コンテナ船共に無次元旋回角速度 r'が+0.8 の場合

に積分範囲とはならない領域が見られる。この領

域は従来の定義では積分範囲である。この積分範

囲とならない領域のうちでも船尾付近は (3.2.21)
式と (3.2.18)式を両方とも満足できない領域であ

るのに対し、船尾から少し離れた領域は (3.2.21)
式は満足するものの (3.2.18)式は満足しない領域

となっている。 
 一方、船首部を見ると、VLCC のすべての旋回

角速度の状態およびコンテナ船の無次元旋回角速

度 r'が-0.8 の状態において、(3.2.21)式は満足する

が (3.2.18)式を満足しないことで積分範囲から除

かれていることがわかる。この船首部の領域に関

しては、コンテナ船の船首部については従来の定

義では積分範囲に含まれるのに対し、VLCC では

従来の定義でも積分範囲から除外されることにな

る点に船型の影響が見られる。このように、３．

２．１で述べた推定法による積分範囲の境界と従

来のそれとがほぼ一致する領域もあることがわか

る。 
 この旋回状態についても、積分範囲の境界付近

で近傍域波振幅比ζ1/ζに発散傾向が見られる部

分があるが、短波長波による単位水線長あたり定

常波力 Pn の分布は滑らかな傾向を示している 
 
（３）規則波中の定常波力  
短波長規則波による定常力 Xd、Yd、Nd の特性が

VLCC とコンテナ船でどのように異なるかを、前

章で取り上げたフルード数 Fn が 0.1、波長船長比

λ/L が 0.2 の状態で比較する。同時に、斜航角と

旋回角速度の影響も比較検討する。斜航角βは

+18deg、0deg、-18deg、無次元旋回角速度 r'は+0.8、
0.0、-0.8 で、これも前章で流場を表す変数の船長

方向分布を検討した計算状態に対応する状態であ

る。なお、以下で述べるのは波の進行方向と船速

方向のなす角度χU が 0deg から 180deg の範囲の

計算結果をもとにしたものであるため、χU が

0deg から-180deg の範囲では対称性を考慮して判

断する必要がある。 
 
（３－１）斜航状態 

無次元旋回角速度 r'が 0.0 で斜航角βを+18deg、
0deg、-18deg と変化させた状態における短波長波

による定常力 3 成分を、横軸に波の進行方向と船

速方向のなす角度χU をとって Fig. 3.2.14 に示す。

太線が VLCC、細線がコンテナ船に対応する計算

結果を表す。  
 前後力成分について、斜航角βが 0deg の場合に

向波状態で大きな船型影響が見られるのは、従来

から指摘されている船首部形状の影響であると考

えられる。斜航角の影響は、χU によって前後力

成分を増加させたり減少させたりと変化する様子

が見られる。特に、斜航角が負の場合の斜め向波

中で、抵抗増加成分を大きくするように斜航角が

影響していることは波浪中推進性能を考える上で

も重要であると考えられる。一方、追波状態では

斜航角の影響は見られない。χU に依存する斜航

角の影響は定性的には概略 VLCC とコンテナ船で

同じ傾向を示しており、斜航角のある状態でも船

型影響は基本的な差として残っているように見ら

れる。 
 左右力成分については、まず、船型の影響が斜

航角の有無に関わらずほとんど見られないことが

特徴的である。斜航角は斜め追波から向波状態に

かけて大きな影響をおよぼしているが、VLCC と

コンテナ船でほとんど同じ程度の定量的影響をお

よぼしている。追波中では前後力成分と同じよう

に斜航角は影響をおよぼさない。 
 回頭モーメント成分については、斜航角 0deg
の場合で見ると、斜め追波から斜め向波状態にか

けて船型影響が見られる。追波および向波に近づ

くほど船型影響は見られなくなる。斜航角の影響

は、正の斜航角の場合に船型影響を打ち消す方向

に働き、Fig. 3.2.14 に示した例では、斜航角βが

0deg の場合に見られた船型による差が斜航角β

が+18deg の場合にはかなり小さくなる結果とな

っている。逆に斜航角が負になると船型影響を増

大させる方向に斜航角の影響が働く結果となって

おり、船型によって値に差の出るχU の範囲も広

がる傾向を見せている。 
 
（３－２）旋回状態 
斜航角βが 0deg で無次元旋回角速度 r'を+0.8、0.0、
-0.8 と変化させた状態における短波長波による定
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常力 3 成分を Fig. 3.2.15 に示す。無次元旋回角速

度 r'が 0.0 の場合の実線は Fig. 3.2.14 における斜

航角βが 0deg を表す実線と同じ値である。 
 前後力成分における旋回角速度の影響は、追波

と向波のごく限られた領域を除いて、船型の違い

によらず正の旋回角速度は前後力成分を減少させ、

負の旋回角速度は前後力成分を増加させる傾向の

あることがわかる。定量的な旋回角速度の船型影

響については、斜め向波中で VLCC の方がコンテ

ナ船よりも影響がやや大きく出る傾向にある。追

波状態と向波状態では旋回角速度の影響は船型に

よらず小さい。 
 左右力成分については、もともと船型影響がほ

とんど見られない上に、旋回角速度の影響も斜航

角の影響に比べれば小さい。それでも細かく見る

と、旋回角速度の影響は旋回角速度が正の場合と

負の場合とで異なっており、旋回角速度が正の場

合の影響が比較的大きい。そして、VLCC よりも

コンテナ船の方がその影響の程度が大きく、かつ、

影響の出るχU の範囲も広くなる傾向が見られる。 
 回頭モーメント成分に関しては、正の旋回角速

度は回頭モーメントを減少させ、負のそれは増加

させる影響が見られる。この影響は、おもに横波

に近い状態で大きく出る傾向がある。無次元旋回

角速度 r'が 0.0 の場合に見られる回頭モーメント

の船型による差は、旋回角速度が正の場合により

大きくなり、負の場合に小さくなる傾向が見られ

る。追波状態では船型影響も旋回角速度の影響も

小さい。 
 
（４）不規則波中の定常波力 

不規則波中の計算にあたって、不規則波のスペ

クトルは次式で表される ISSC 型のスペクトルを

用いることとする。 
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ここで、TV は目視観測波周期、HV は目視観測波高、

ωは円周波数を表す。 
 短波頂不規則波における方向分布関数 G(μ )は、

波の主方向をμ=0 として、次式で定義される cos2

分布の形状とした。 
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不規則波中の定常波力 3 成分を Xd[ir]、Yd[ir]、Nd[ir]

で表し、不規則波の代表波振幅をζ ir と表す。ζ ir

の定義については後に示す。規則波振幅をζで表

し、1/2ρζ2L または 1/2ρζ2L2 で無次元化した規

則波中の無次元定常波力 3 成分を Xd'、Yd'、Nd'と
表す。短波頂不規則波中の定常波力 3 成分 Xd[ir]、

Yd[ir]、Nd[ir]は、次式によって計算した。  
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ここで、m0 は一般的に次式で定義される不規則波

スペクトルの n 次モーメントのうちの 0 次モーメ

ントを表す。m0 は波の分散に等しい。 
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長波頂不規則波中の定常波力 3 成分の計算に際

しては、(3.2.26)式中の方向分布関数 G(μ )を 2/πに

置き換えて計算をおこなった。 
 さて、平山ら 17)は規則波の波高と不規則波の平

均波高を対応づけているが、上記の計算手順では、

不規則波中における短波長波定常力を無次元化す

るにあたって狭帯域スペクトルを仮定したとき、

不規則波の代表波振幅ζ ir は波高の二乗平均平方

Hrms の 1/2 と対応づけられることになる。すなわ

ち、不規則波中の目視観測波高 HV が 1/3 有義波高

に相当するとした場合、(3.2.26)式中の不規則波の

代表波振幅ζ ir は次の関係式から与えられる。 
 

HvHH rmsir 4
2

4
2

2
1

3/1 ===ζ  (3.2.28) 

 
波周期に関しては、Treg で表す規則波の周期と

不規則波のゼロクロス周期とを対応づけることと

する。このとき、次の関係式によって目視観測波

周期 TV と規則波周期 Treg が対応づけられる。 
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ここで、m1 と m2 は(3.2.27)式で定義される不規則

波スペクトルの 1 次と２次のモーメントをそれぞ

れ表す。 
 上記の手順を用いて、VLCC とコンテナ船に対

する長波頂不規則波中および短波頂不規則波中の

定常波力計算をおこなった。フルード数 Fn は 0.1、
斜航角βは+18deg、旋回角速度 r'は+0.8 とした。

不規則波の目視観測波周期 TV は規則波の波長船

長比λ/L で 0.2 に相当する値とした。具体的には

(3.2.29)式の関係によって次の値とした。  
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計算結果を Fig. 3.2.16 に示す。比較のため、Fig. 

3.2.16 には波長船長比λ/L が 0.2 の規則波を対象

とした計算結果も示している。横軸のχ U は

-180deg から＋180deg の範囲とした。斜航角βが

15deg で旋回角速度 r'が+0.8 の状態は右旋回に対

応した状態であり、準定常の仮定の範囲内で、Fig. 
3.2.16 は定常波力の時系列と見なすことができる。

主として、χU が負の場合は左舷側から波を受け

る状態、正の場合は右舷側から波を受ける状態に

対応する。 
 前後力成分の規則波の結果について見ると、追

波から横波状態にかけての左舷側から波を受ける

状態と斜め追波から向波にかけての右舷側から波

を受ける状態で船型による差が大きいことがわか

る。VLCC では、同じ横波状態でも右舷側から波

を受ける状態と左舷側から波を受ける状態では大

きく差が表れている。このような非対称性はコン

テナ船よりも VLCC の方が大きく表れる傾向にあ

る。不規則波による影響は、長波頂不規則波につ

いてはコンテナ船、VLCC 共に定常波力の極値付

近で極値がわずかに小さくなる傾向を示している

他はほぼ規則波と同じ傾向を示しており、不規則

波における波周期と波振幅に関する (3.2.29)式と

(3.2.28)式の関係が妥当なものであることを示し

ていると考えられる。短波長不規則波については

波の方向に関して重み付き平滑化に相当する計算

をしていることになるため、定常波力の極値が長

波頂不規則波の場合よりもさらに小さくなる傾向

となる。しかし、この場合でも規則波の結果に見

られた基本的な傾向は VLCC とコンテナ船でほぼ

同じとなっている。 
 左右力成分については、Fig. 3.2.14 と Fig. 3.2.15
で示したように斜航および旋回中いずれにおいて

も船型影響が見られなかったが、Fig. 3.2.16 に示

した斜航角付き旋回状態においても VLCC とコン

テナ船の違いはほとんど見られない。ただ、両船

型とも、前後力成分と同様に、右舷側から波を受

ける状態と左舷側から波を受ける状態で大きな非

対称性を示している。前章の計算結果から考えて、

この非対称性は大部分が斜航角の影響によるもの

であると考えられる。不規則波の影響は、前後力

成分と同じく、長波頂の場合、短波頂の場合の順

に極値が小さくなる影響として表れている。規則

波との差についても船型による大きな違いは見ら

れない。 
 回頭モーメント成分の規則波中の結果を見ると、

斜め向波から斜め追波までの左舷側から波を受け

る状態と、斜め追波から横波にかけての右舷側か

ら波を受ける状態で船型による影響が見られる。

回頭モーメント成分は向波中の一部を除いてほぼ

一貫して定常波力成分は旋回抵抗の側に働いてい

るが、左舷側から波を受ける状態では VLCC の方

が旋回抵抗が大きく、右舷側から波を受ける状態

ではコンテナ船の方が旋回抵抗が大きいという船

型による傾向の違いが見られる。不規則波の影響

は基本的には前後力成分や左右力成分と同じであ

るが、短波頂不規則波中では右舷側から波を受け

る状態での船型による差がかなり小さくなる。 
 以上述べてきた Fig. 3.2.16 の傾向は、あくまで

斜航角と旋回角速度を一定に保った状態における

計算結果に関するものであって、実際の旋回状態

では定常波力によって斜航角や旋回角速度が変化

を受け、さらにこれに伴って定常波力も変化する

ことに注意する必要がある。 
 
３．２．４．結言 

操縦運動中の船に働く定常波力を短波長

波の船体による反射の観点から理論的に計

算する方法を示した。実験的な定常波力の特

性の把握については、波との出会周期の動揺

を拘束せずに定常波力を計測するための波

力測定装置を開発して、これまでに計測例の

ない斜航と旋回を含む操縦運動時に働く定

常波力の計測をおこなった。定常波力の理論

値と実験値の比較検討によって、おおむね本

研究で導いた理論が妥当であることが確認

された。さらに、本理論計算法を用いて、定

常波力の水線上分布や積分範囲等が肥大船

痩型船でどのように異なるかを明らかにし

た。また、規則波中と不規則波中の定常波力

の傾向についても船型影響を明らかにした。 
本計算法は操縦運動のシミュレーション

プログラムに容易に組み扱くことが可能と

考えられ、波浪中の操縦運動特性の解明に有
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力な解析手法となりうると考えられる。  
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３．３．外乱下の操縦運動シミュレーション 

 
３．１で風の力を、３．２で波の力の推定

法について述べた。ここでは、これらの外乱

による力を考慮した操縦運動の計算法につ

いて述べる。  
 

３．３．１．平水中操縦運動シミュレーション 

プログラムへの外乱力の組み込み方 

 外乱下の操縦運動シミュレーションの基本とな

るのは次式で表される外乱下を想定した操縦運動

方程式である。 
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                                      (3.3.1) 
 
ここで、m と Iz は船の質量と慣性モーメントを表

し、mx と my、Jz はそれぞれ前後方向と左右方向の

付加質量、付加慣性モーメントを表す。L は船長、

U は船速、βは斜航角、r は旋回角速度を表す。

記号上の・は時間微分を表す。 
 左辺の X、Y、N は船に働く前後力、左右力、回

頭モーメントを表す。これらの添字の HPR は外乱

力がない場合の主船体とプロペラ、舵に働く流体
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力を表す。WIND は風による力とモーメントを表

す。WAVE は波による力とモーメントを表す。 
 上記のように(3.3.1)式は基本的に平水中の運動

方程式に WIND の項と WAVE の項が加わった形式

となっている。時間シミュレーションの方法につ

いても、時々刻々の HPR 項を計算するのと同様に、

時々刻々の WIND 項および WAVE 項を計算しなが

ら時間積分をおこなっていけばよい。具体的な

WIND 項と WAVE 項との計算手順を以下に述べる  
 
（１）風の力の組み込み方  
  相対風向ψAr と相対風速 UAr が与えられれば、

３．１で述べた風圧力推定法によって風による前

後力と左右力、回頭モーメントが計算される。す

なわち、WIND 項は以下のように表される。 
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ArArWINDWIND

ArArWINDWIND
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     (3.3.2) 

 
風の状況は対地風向ψA と対地風速 UA で与えら

れる。操縦運動計算プログラムでは船速 U と斜航

角β、旋回角速度 r が時間刻みごとに計算され、

これらと初期状態から対地船首方位ψおよび対地

船速方向ψU も時々刻々計算される。対地風向ψA

と対地風速 UA、船速 U、対地船首方位ψ、対地船

速方向ψU から時々刻々の相対風向ψAr と相対風

速 UAr が計算される。すなわち、相対風向ψAr と

相対風速 UAr は次式で表される。 
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   (3.3.3) 

 
 (3.3.3)式からわかるように、操縦運動を表す船

速 U と斜航角β、旋回角速度 r のうち風の力に考

慮されるのは船速 U と斜航角βで、旋回角速度 r 
は直接には考慮されない。  
 風の力を考慮する際に注意すべき点は、対地風

速が 0 でも、船が運動することによって相対風速

が発生し、したがって風の力も発生するというこ

とである。すなわち、(3.3.1)式に置いて WIND 項

を無視することと WIND 項の計算において対地風

速を 0 と設定することとは異なるということであ

る。(3.3.1)式に置いて WIND 項を無視することは、

いわば真空中を船が操縦運動する状態に対応する。 
 

（２）波の力の組み込み方  
 相対波向きχと波周期 (不規則波の場合は目視

観測波周期)T、波高(不規則波の場合は目視観測波

高)HW、船速 U、斜航角β、旋回角速度 r から３．

２で述べた波の力の推定法によって波による前後

力と左右力、回頭モーメントが計算される。すな

わち、(3.3.1)式中の WAVE 項は次式で表される。 
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  (3.3.4) 

 
(3.3.4)式中の波周期 T と波高 HW は船の操縦運

動とは独立して与えられる量であるが、相対波向

きは、対地波向き(短波頂不規則波の場合は波の主

方向)ψWと船首方位ψから計算される。すなわち、

(3.3.4)式は次式で書き換えられる。 
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 (3.3.4)式あるいは(3.3.5)式からわかるように、波

の力に関しては操縦運動を表す船速 U と斜航角β、

旋回角速度 r のすべてが考慮される。 
以上の手順で計算した WAVE 項を(3.3.1)式右辺

に代入して時々刻々の時間シミュレーションをお

こなえばよい。 
 

３．３．２．外乱下操縦運動の計算例 

 外乱下の操縦運動シミュレーション計算例を示

す。長さ 4m(実船長さ 200m)の貨物船模型を対象

に 35 度旋回と 10 度 Z 操舵および 20 度 Z 操舵に

ついて風波中の計算をおこなった。 
風に関しては、風速 1.5m/s(実船換算 10.6m/s)で、

風向は直進時船首右 30 度の方向とした。波に関し

ては、波周期 1.6 秒 (波長船長比 0.998)、波高

0.04m(実船換算 2.0m)の規則波が直進時右 90 度の

方向から向かってくる状態を対象とした。船の初

速は 0.941m/s(実船換算 12.9kt)である。 
Fig. 3.3.1 に 35 度旋回の例を示す。航跡図にお

いて船は X/L 軸負の方向から正の方向へ直進し、

座標原点で操舵を開始する。外乱との出会角の変

化に伴い、斜航角βや旋回角速度 r が変化しなが

らほぼ風の方向に流されていることがわかる。 
Fig. 3.3.2 に 10 度 Z 操舵、Fig. 3.3.3 に 20 度 Z

操舵の例を示す。外乱との出会角が Fig. 3.3.1 の旋

回の場合と異なり、大きくは変化しないため斜航

(169) 
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角β等の変動には外乱の影響は顕著には表れてい

ない。流される方向はこの例ではやや風上の方向

となる結果となっている。  
 
 

(170) 



海上技術安全研究所報告 第 3巻 第 2 号 (平成 15 年) 総合報告 75 

  

Motion
/Force

Range of

motion

Ra

forces

Range of spring

constant

Mass of

moving

carriage

Surge ±200mm ±29.4N

(3kgf)

8.9kg

Sway ±200mm ±68.6N

(7kgf)

Min: under

0.0294N/mm

(0.003kgf/mm),

Max: over

4.9N/mm

(0.5kgf/mm)

18.4kg

Yaw ±30deg

(additional

±20deg

for anti-

st-s. wave

moment)

±39.2Nm

(4kgf-m)

Min: under

0.0294Nm/deg

(0.003kgfm/deg),

Max: over

4.9Nm/deg

(0.5kgfm/deg)

Heave ±150mm 12.8kg

Roll ±30deg

Pitch ±20deg

nge of

Table 3.2.1 Specifications of measuring 

system

s
n

V1

V

γw

γw1

γV

k1

k Far region

Near region

Ship surface

(ω, ζ)

(ω1, ζ1)

Fig. 3.2.1 Local coordinate system. 

x, Xd

y, Yd

U

β

χ

r, Nd

χU

(Wave)

χU=-90deg

χU=90deg

χU=180deg

χU=0deg

β

χU

U β

χ

(a)Oblique motion (b)Turning motion with oblique angle

Fig. 3.2.2 Coordinate system describing ship

motion and wave forces. 

(Roll)

(Pitch)

(Yaw)

(Surge)

(Heave)
(Sway)

Model ship

Load cell

Yaw torque motor

Sway torque motor

Surge torque motor

Heave rod
Fig. 3.2.4 Definition of χU in oblique and

turning motion. 

Length (L) 2.970(m)

Breadth 0.5383(m)

Draft 0.1791(m)

Displaced volume 0.23215(m3)

Transverse

metacenter height

0.060(m)

Yaw gyration radius 0.240×L

Center of buoyancy

(fore from midship)

0.0253×L

Table 3.2.2 Principal dimensions of a VLCC

model ship 

Fig. 3.2.3 Measuring system for steady wave

forces and moment. 
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λ/L 0.2

ζ(cm) 1.5 1.1

U(m/s) 0.0 0.372

Fn 0.0 0.069

r’=rL/U 0.0 0.3 0.6

β(deg) - +18,

0,

-18

+10,

0

+18,

0

χ(deg) 0, 10, 20,
…, 180

-

χU(deg) - 0, 15, 30, …, 180

Table 3.2.3 Experiment conditions. 

-0.30
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0.00

0.10
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X
d /
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2
ρ
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2
Ｌ

)

-0.10

-0.05
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0.05

0.10

χU(deg)

N
d /

(1
/
2
ρ

gζ
2
Ｌ

2
)

-30 0 30 60 90 120 150 180 210

β　　exp. cal.

-18

0

+18

Fn=0.069, λ/L=0.2

 

Fig. 3.2.6 Steady wave forces and moment in

oblique motion. 
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g. 3.2.7 Steady wave forces and moment in
turning motion (r’=0.3). 
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g. 3.2.9 Water planes of a VLCC and a

Container ship. 

VLCC Container Ship

ength: L (m) 320.0 175.0

readth: B (m) 58.0 25.4

raft: d (m) 19.3 9.5

/B 5.517 6.890

/d 16.580 18.421

b(%aft) -2.530 1.417

b 0.8033 0.5716

w 0.8726 0.7108

le 3.2.4 Comparison of principal

dimensions of a VLCC and a Container ship.

Fig. 3.2.10 Distributions of parameters in

oblique motion (VLCC, χU=120deg). 
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Fig. 3.2.11 Distributions of parameters in

oblique motion (Container ship, χ

U=120deg). 
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Fig. 3.2.13 Distributions of parameters in

turning motion (Container ship, χU=30deg).
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 Fig. 3.3.1 Calculation of 35 deg turning in

wind and wave. 

 

Fig. 3.3.3 Calculation of 20 deg zig-zag

manoeuvre in wind and wave. 
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Fig. 3.3.2 Calculation of 10 deg zig-zag

manoeuvre in wind and wave. 
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４．操縦性能デ－タベ－スの研究 

 
４．１ 操縦性能デ－タベ－スによる解析結果 

国際海事機関(IMO)では多くの海難事故を背景

に、船舶の操縦性能の重要性を認識し、1990 年の

IMO 第 33 回設計設備小委員会(DE)以降、人命安

全、海洋環境保全の観点から航行の安全性をとら

え操縦性基準の検討を行った。その結果、1993
年 11 月の IMO 第 18 回総会で操縦性暫定基準

(A.751(18))が採択された 1)が、その 5 年後に見直

しを行うことになっていた。このため我が国では、

運輸省が造船会社 49 社の協力を得て操縦性試験

デ－タの収集を行った 2)。この収集された各船舶

固有のデ－タは、その性質上機密保持の必要があ

るため、国の機関である船舶技術研究所（現在海

上技術安全研究所）で操縦性能デ－タベ－スの構

築を行うこととなった。 
操縦性暫定基準には、主に次の 4 つの課題がある。 
(1) 10°Z 操縦試験のセカンドオ－バ－シュ－

ト角と 20°Z 操縦試験のファ－ストオ－バ

－シュ－ト角の合理性 
(2) 乾貨物船のようにバラスト状態で試運転を

行う船の基準適合性の確認方法 
(3) 試運転時の風、波浪などの外乱の修正法 
(4) 停止性能基準値の再検討 
ここでは、このデ－タベ－スの現状について報

告するとともに、(1)、(2)に関連してデ－タベ－ス

の解析例、および(4)に関連して現在 IMO に提案

されている日本案を紹介する。また、(2)とも関連

して、操縦性能暫定基準の指標となっている操縦

性能を、主要目等から直接推定する簡便な一方法

について報告する。 
 
４．１．１ 操縦性能デ－タベ－スの現状 

 この節では、操縦性能デ－タベ－スの現状につ

いて報告するとともに解析例を報告する。 
平成 11 年 12 月現在収集されたデ－タは、運輸

省で収集されたデ－タ 170 隻をはじめとして合計

287 隻である。最近の船の性能と暫定基準との対

応を把握する上で、満載状態の船の操縦性試験デ

－タが重要であるが、必ずしも十分なデ－タが得

られなかった。特に満載状態での Z 操縦試験のデ

－タが少なかったことから、こうしたデ－タを補

充するために就航時に計測されたデ－タが 35 隻

含まれている。操縦性暫定基準の指標ごとに試験

デ－タが報告された船の数を Table4.1 に示す。 

また、基本的には 1990 年以降に日本で建造され

た船舶を中心としているが、就航時に計測された

船舶や停止性能解析用のデ－タには、それ以前に

建造された船舶や建造日不明船舶が多く含まれて

いる。ここでは、１載貨状態を１隻と数えている

ため、試験ごとの計測デ－タとしては、停止試験

を除きかなりの船で 1 隻につき試験開始時の操舵

方向が異なる 2 点のデ－タがある。 

暫定基準では、夏季満載喫水の 95%以上の喫水

で海上試運転を行うことになっているが、ここで

の満載状態の定義は、試験時平均喫水が設計喫水

の 95%以上とした。また、設計喫水が不明な船で

は、夏季満載喫水あるいはスカントリング喫水の

95%を使用している。さらに、設計喫水等そのも

のが不明な船もあり、この場合満載として報告さ

れたものは全て満載とした。この定義だと 126 隻

(44%)の船が満載となる。これには、停止試験用の

デ－タ53隻が含まれ、これを除くと73隻となる。 

これらの船の中で、明らかに暫定基準（決議

A.751(18)）の対象となる船舶(1994 年 7 月 1 日以

降の建造日)は 134 隻、この内前述の満載状態の船

は 29 隻となり、暫定基準で定められた試験を定

められた状態で全て行っている船は 14 隻と少な

い。姉妹船の場合、停止試験のみの報告例もある。 
船の種類（Fig.4.1.1）では、タンカ－が 93 隻、

バルクキャリアが 99 隻で合計 192 隻となり、全

体の 67%を占めている。従って、日本の建造実績

を反映したタンカ－、バルクキャリアが中心のデ

－タベ－スとも言える。満載状態ではタンカ－が

最も多く 70 隻で、これは満載状態の 56%、船全

体の 24%を占めている。一般に満載状態で試運転

が行われるのはタンカ－であり、満載状態にタン

カ－が多いのは当然であるが、それ以外にバルク

キャリア 15 隻やコンテナ船 3 隻、特殊貨物船、

特殊タンカ－、旅客船各 1 隻も含まれている。こ

れはいずれも就航時に試験が行われたことを意味

している。 
船の長さ（Fig.4.1.2）では、200ｍ～250ｍの範

囲の船が最も多い。船長が 200m 以上で満載状態

の船のうち少なくとも半数以上はタンカ－である。 
船型要素でみると、L/B(Fig.4.1.3)では 5～7 ま

でが中心であり、B/d(Fig.4.1.4)では 2.5～3 が最

も多い。これはパナマックス型やハンディサイズ

型の船が多いためと考えられる。 
また、舵面積比（Fig.3.5）では 1/50～1/60 まで

の船が多く、次いで 1/60～1/70 の順になっている。

1/70～1/80 の様に舵面積比が小さい船もあるが、

いずれもシリング舵等の特殊舵を装備している。

船尾形状と舵形状との組み合わせは (Fig.4.1.6)、
Fig.4.1.7 の(M)に示すようなマリナ－プロファイ

ルとマリナ－舵 (吊り舵 )の組み合わせが全体の

36%を占め、それ以外（主に Fig.4.1.7 の(G)に示す

ような逆 G プロファイルと矩形舵）の組み合わせ

が 30%、不明 35%という割合になっている。 

(178) 
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Table4.1.1 Number of Ship of Which Experimental Results Are Reported in Every Indexes 

Kind of Test Turning Zig-Zag Manoeuvring Stopping

10deg/10deg 20deg/20deg Initial Turning   

Advance/L

Tactical 

Diameter 

/L 

1st Overshoot 

Angle 

2nd Overshoot 

Angle 

1st Overshoot 

Angle Track Reach/L  Load 

Condition 

No. 

of 

Ship STBD PORT STBD PORT STBD PORT STBD PORT STBD PORT STBD PORT 

Track 

Reach/L

Full 126 47 46 45 44 59 56 58 55 48 49 47 44 98 

Ballast 161 131 128 130 127 133 131 132 131 121 119 117 116 136 

Total 287 178 174 175 171 192 187 190 186 169 168 164 160 234 
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Fig.4.1.2 Ship Length
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Fig.4.1.3 L/B
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Fig.4.1.5 Ld/AR(all)
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Fig.4.1.6 Stern and Rudder form
(MARINER : mariner stern form

with mariner rudder)
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(M)         (G) 

Fig.4.1.7  A sample of stern form with rudder 









rudderr rectangula  withprofile G Inversed : (G)

ruddermariner   withprofilemariner  : (M)  

 
４．１．２ 操縦性暫定基準との比較 

 ここでは、収集された操縦性試験デ－タと操縦

性暫定基準との比較を船種ごとに示す。暫定基準

が満載状態の性能で定められているので、満載状

態について示す。なお、これ以降の図で特に断ら

ない限り、船種を表すのに、Table4.1.2 に示す凡

例を使用する。  
 
Table4.1.2 Introductory Remarks in Graphs 

MARK ITEM

□ TANKER

◇ BULK CARRIER

━ GENERAL CARGO

△ SPECIALIZED CARGO

× SPECIALIZED TANKER

＊ CONTAINER

○ PASSENGER

＋ UNKNOWN  
 
（１） 旋回性能  
 旋回性能は、旋回試験時の旋回縦距と旋回圏で

評価される。暫定基準 (A.751(18))値との比較を、

横軸に船長（L:船長）をとり Fig.4.1.8、Fig.4.1.9
に示す。旋回縦距は、全体に暫定基準値より小さ

くなっており、値そのものも 2.3～3.7 の間にまと

まっている。旋回圏の場合も同様に暫定基準値よ

り小さく、2.2～4 の間にまとまっている。  
（２） 初期旋回性能  
 初期旋回性能は、Z 操縦試験において試験開始

時に舵角を 10°とり、方位角が初期方位より 10°
変化するまでに航走する距離 (Track Reach)で評

価される。暫定基準値との比較を、横軸に L/U（U:
試験開始時の船速）をとり Fig.4.1.10 に示す。全

47 隻中タンカ－1 隻が暫定基準値を越えている。

この船の船尾形状および舵面積比は不明である。  

（３） 針路安定性能と回頭制動性能  
 操縦性暫定基準では、針路安定性能と回頭制動

性能の指標として 10°/10°Z 操縦試験のファ－

ストオ－バ－シュ－ト角およびセカンドオ－バ－

シュ－ト角、20°/20°Z 操縦試験のファ－ストオ

－バ－シュ－ト角が採択された。このうち 10°
/10°Z 操縦試験のファ－ストオ－バ－シュ－ト角

の基準は、操縦性能の悪い船舶を含んだ多くの調

査、理論的な解析結果、さまざまな針路保持能力

を持つ船の数学模擬モデルを用いたシミュレ－タ

研究に基づいて決定されている 3)｡ 一方、他のオ

－バ－シュ－ト角の指標については、必ずしも十

分に検討されたとは言い難く、運航上特に問題の

ない船舶が、暫定基準では排除される場合がある

ことが指摘されている 4)。この点をデ－タベ－ス

の解析結果で示す。  
10°Z 操縦試験におけるファ－ストオ－バ－シ

ュ－ト角を縦軸に L/U を横軸にとり、暫定基準値

との比較を Fig.4.1.11 に示す。59 隻中、タンカ－、

コンテナ船各 1 隻、およびバルクキャリア 2 隻が

基準を満足していない。このうちコンテナ船およ

びバルクキャリアは、マリナ－プロファイルでマ

リナ－舵を装備している。  
同様に 10°Z 操縦試験におけるセカンドオ－バ

－シュ－ト角と暫定基準値との比較を Fig.4.1.12
に示す。58 隻中、タンカ－6 隻、バルクキャリア

5 隻、コンテナ船 1 隻、および船種不明船 2 隻の

計 14 隻が暫定基準値を満足していない。このう

ち、タンカ－5 隻、バルクキャリア 1 隻、コンテ

ナ船 1 隻が、マリナ－プロファイルでマリナ－舵

を装備している。残りのバルクキャリア 1 隻は逆

G プロファイルであり、他の船尾形状は不明であ

る。これらの暫定基準値を満足していない船舶の

うち、10°Z 操縦試験のファ－ストオ－バ－シュ

－ト角の暫定基準値を満足している船は、タンカ

－6 隻、バルクキャリア－4 隻および船種不明船 2
隻の計 12 隻である。これはこの項目の試験を行

っている船舶の 21%を占めておりかなり多い。こ

れらの船舶については運航上問題が有るとの報告

もないことから、暫定基準値で排除されるのは問

題であろう 4)。  
20°Z 操縦試験におけるファ－ストオ－バ－シ

ュ－ト角と暫定基準値との比較を Fig.4.1.13 に示

す。49 隻中、タンカ－2 隻、バルクキャリア 2 隻、

旅客船（カ－フェリ－）1 隻、および船種不明船

1 隻計 6 隻が暫定基準値を満足していない。タン

カ－1 隻、バルクキャリア 1 隻、および船種不明

船 1 隻はマリナ－プロファイルでマリナ－舵を装

備している。他はバルクキャリア 1 隻が逆 G 船尾

である。これらの船舶のうち、タンカ－2 隻、バ

ルクキャリア 1 隻、旅客船 1 隻が 10°Z 操縦試験  

(180) 
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Fig.4.1.9 Tactical Diameter
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Fig.4.1.10 Initial Turning Ability
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 Fig.4.1.14b Proportion of Time from
Command of Astern to Propeller

Reversing for Stopping Time
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のファ－ストオ－バ－シュ－ト角の基準を満足し

ており、49 隻中の 10％を占め、10°Z 操縦試験

のセカンドオ－バ－シュ－ト角同様に暫定基準で

排除されるのは問題であろう 4)。  
（４） 停止性能  
 停止性能は、試験開始から停止するまでの航走

距離で評価される。この距離を縦軸に取り横軸に

船長を取って、暫定基準値と比較したものを

Fig.4.1.14a に示す。タンカ－12 隻、バルクキャ

リア 1 隻、不明 4 隻が暫定基準を満足していない。

これらの船のうち、船長 100m 程度の 3 隻のタン

カ－は、後進発令からプロペラ逆転までの時間が

長く、船が停止するまでの時間に対して占める割

合 が 62 ～ 67% と な り 非 常 に 高 い こ と か ら

(Fig.4.1.14b)、これが基準値を満足できない一因

と考えられる。  
また、船の長さでは 200m 以上の船に暫定基準

を満足できない船が多い。このため暫定基準では

大型船については主管庁の判断に任せられている
1)が、大型船の定義は明確ではない。このため、

芳村 5)の推定式をもとに、大型船を含む新しい停

止性能の基準案が提案 6)された。即ち、△：排水 

量、MCR ：最大連続定格出力（HP）、Va ：MCR に

対応する定常前進船速(m/s)、Fn : 試験開始時の

フル－ド数とし、パラメ－タ P=（△/MCR）VaFn2

に対して満載状態の船の停止距離を取ると、

Fig.4.1.15a のように P に比例して停止距離が長

くなることが解る。また、Fig.4.1.15b に示すよ

うに多くの大型船が P=1.0 以上であることから、

Fig.4.1.15a の破線のような停止性能の基準案

(proposed line)がＩＭＯに提案された。しかしな

がらこの提案は IMO では合意が得られなかった。 

 

４．１．３ 操縦性能への載貨状態の影響 

満載状態で事故が起きた場合に被害が最も大

きくなることから操縦性暫定基準では満載状態で

性能を規定している。このため、満載状態で試験

を行えるタンカ－は海上試運転で基準との適合性

を知ることができる。しかし、乾貨物船のように

一般にバラスト状態で試験を行う船舶に対しては、

満載での性能をどのように推定し基準適合性を判

断するかが問題となる。このため、操縦性暫定基

準の解説書 9)では、バラスト状態の試運転結果か

ら満載状態の操縦性能の推定法を提案している。

こうした背景から、載貨状態が異なる場合の操縦

性能の違いを明らかにしておく必要がある。  

Fig.4.1.15a Stopping Distance
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載貨状態の違いによる船体に作用する操縦流

体力については、古くは井上ら 11)12)の研究があり、

貴島ら 13)14)15)は水深影響をも含む載貨状態を考

慮した操縦性能推定法の提案を行っている。また、

小瀬ら 16)は肥大船型シリ－ズを供試船とする系

統的模型試験を行い、船体に作用する流体力と、

船体、プロペラ、舵間の相互干渉について調査し、

等喫水のバラスト状態で針路安定性が満載時より

も劣る例があることを示している。さらに、小瀬
17)は、デ－タベ－スを用いて載貨状態による操縦

性能の違いについて示している。一方、芳村 18)

は SR221 の A,B 両船型についてバラスト状態で

の試験を行い、満載状態との模型試験結果とを比

較し、Z 操縦試験でのオ－バ－シュ－ト角ではバ

ラスト状態と満載状態とで大きく異なることを示

している。また、最近では、三宮ら 19)が、拘束模

型試験により操縦流体力を計測し、種々の喫水と

トリムについて操縦運動シミュレ－ション計算を

行い、その影響を調査している。  
ここでは最新のデ－タベ－スにある同じ船で

満載状態とバラスト状態の両状態のデ－タがそろ

っているものについて比較検討を行った結果を示

す。次に暫定基準に定められた指標に対し、喫水

トリムに対する操縦性能の傾向を示す。また、こ

こで満載状態とは設計喫水の 95%以上としてい

る。  

Fig.4.1.15b Displacement and
Parameter(P)
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解析に使用した船の種類および数を Table4.1.3

に示す。旋回試験では同じ船で速度を変えて計測

したものを２隻と数えている。また、実際のデ－

タ数は試験ごとに異なる。表中の PASSENGER
はカ－フェリ－である。  

 
Table4.1.3 Ship Type and Number of ship 

Ship Type MARK 
TURNING 

TEST 

10°Z 

TEST 

20°Z 

TEST 

TANKER □ 10 7 4 

BULK 

CARRIER 
◇ 3 2 2 

PASSENGER ○ 1 1 1 

UNKNOWN ＋ 1  1 

TOTAL  15 10 8 

 
（１）   旋回性能  

デ－タ数は、アドバンスとタクティカルダイア

メ－タで 25 である。それぞれの満載状態とバラ

スト状態の比較を Fig.4.1.21 に示す。図中の実線

は、満載状態とバラスト状態で計測値が一致する

ことを意味している。この図から両状態の間の旋

回性能には強い相関が有ることが解る。  
 Fig.4.1.22 には、バラスト状態と満載状態との

計測値の比を示している。これから、アドバンス

の場合満載状態の 80～120%の間にバラスト状態

のデ－タが分布しており、90～110%に多くが集中

していることがわかる。タクティカルダイアメ－

タの場合は、満載状態の 80～130%の間にデ－タ

が分布しており、90～120%に多くが集中してい

る。大まかに見ると、アドバンスは満載状態とバ

ラスト状態で大きく変わらず、タクティカルダイ

アメ－タは満載状態よりバラスト状態の方が大き

めになると言える。  
Fig.4.1.23 には、旋回性能への載貨状態の影響

を示す。一般にバラスト状態では喫水とトリムの

影響を含んでいるが、傾向は類似しているのでこ

こではトリム (%)(船長に対する百分率で表してい

る )を横軸に取り示している。トリムの変化に対し

て旋回性能への顕著な傾向は見られず、トリムが

イ－ブンキ－ルに近い満載状態とそれ以外のバラ

スト状態で各旋回性能は同程度の値を示し、これ

まで同様旋回性能への載貨状態の影響が比較的小

さいことが解る。この結果をみる限り、旋回試験

のアドバンスやタクティカルダイヤメ－タについ

ては、載貨状態の影響を満載状態の 20%程度考慮

すればよいと考えられる。  
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Fig.4.1.21b  Tactical
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Fig.4.1.22a Advance/L
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Fig.4.1.22b Tactical Diameter/L

0

2

4

6

8

10

12

0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3 1.3
～

Ratio(Ballast/Full)

N
u
m

be
r 

o
f 

S
h
ip

 

(183) 



88 

Fig.4.1.23a Advance/L

0

1

2

3

4

5

0 0.5 1 1

τ/L(%)

A
dv

an
c
e
/
L

.5

 

Fig.4.1.23b Tactical Diameter/L
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（２）  初期旋回性能  

旋回性能と同様な解析結果を Fig.4.1.24 に示す。

使用した船種は、Table4.1.3 の 10°Z 操縦試験の

ものであり、デ－タ数は 19 である。満載とバラ

ストの両状態の相関を Fig.4.1.24a に示すが、特

に相関があるとは言えない。Fig.4.1.24b には満載

とバラストでの計測値の比を示している。満載の

70～120%に分布しており、70～100%に大半が集

中している。100%を越える値の主たるものはカ－

フェリ－であり、タンカ－やバルカ－はバラスト

の値が満載より小さくなるかもしくは同程度にな

っている。載貨状態の影響を横軸にトリムを取っ

て Fig.4.1.24c に示す。イ－ブンキ－ルに近い満  

Fig.4.1.24a Initial TurningAbility
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Fig.4.1.24b Initial Turning Ability
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.Fig.4.1.24c Initial Turning Ability
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載、それ以外のバラスト各状態でばらつくものの

満載状態の方がバラスト状態よりやや大きいこと

が窺える。  
（３）  針路安定性能および回頭制動性能  

針 路 安 定 性 能 の 解 析 に 使 用 し た 船 種 は 、

Table4.1.3 の 10°Z 操縦試験および 20°Z 操縦試

験に示す通りである。使用したデ－タ数は 10°Z
操縦試験で 20、20°Z 操縦試験で 15 である。解

析結果を Fig.4.1.25～Fig.4.1.27 に示す。  
10°Z 操縦試験のファ－ストオ－バ－シュ－ト

角の満載状態とバラスト状態での計測値の関係を

Fig.4.1.25a に示す。強い相関は見られず、バラス

ト状態の変化と比べると満載状態の分布が大きい

ことが解る。なお 2 点はずれているが、これはカ

－フェリ－のデ－タで喫水比が 0.83 と他のデ－

タ と 比 べ て 喫 水 が か な り 満 載 状 態 に 近 い 。

Fig.4.1.25b に満載状態とバラスト状態での計測

値の比を示す。この比が 0.8 以上のデ－タはカ－

フェリ－で喫水が満載状態に近いため満載状態と

変わらない。このデ－タを除くと 10～50%の間に

分布しており大半は 20～40%の範囲にある。これ

らの船はタンカ－およびバルクキャリアであり、

試験時の平均喫水が満載状態の 50%位であるが、

ファ－ストオ－バ－シュ－ト角は満載状態の約半

分以下になることが解る。Fig.4.1.25c にファ－ス

トオ－バ－シュ－ト角への載貨状態の影響を横軸  
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Fig.4.1.25a 1st OvershootAngle(10°Z)
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Fig.4.1.25b 1st Overshoot Angle(deg)
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Fig.4.1.25c 1st Overshoot
Angle(10°Z)
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にトリムをとって示す。トリムの減少とともにオ

－バ－シュ－ト角が大きくなる傾向が窺える。ま

た、イ－ブンキ－ルに近い満載状態での値の分布

が、それ以外のトリム付のバラスト状態と比べて

かなり大きくなるのが特徴的である。  
10°Z 操縦試験のセカンドオ－バ－シュ－ト角

の満載状態とバラスト状態での計測値の関係を

Fig.4.1.26a に示す。ファ－ストオ－バ－シュ－ト

角同様強い相関は見られず、バラスト状態と比べ

て満載状態での値の変化が大きいことが解る。な

お 2 点はずれているが、これはカ－フェリ－のデ

－タである。Fig.4.1.26b に満載状態とバラスト状

態での計測値の比を示す。この比が 0.9～1.0 のデ

－タはカ－フェリ－で喫水が満載に近いため満載

状態と変わらない。このデ－タを除くと 30%以下  

Fig.4.1.26a 2nd Overshoot Angle(10°Z)
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Fig.4.1.26b 2nd Overshoot Angle(10°Z)
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Fig.4.1.26c  2nd Overshoot Angle
(10°Z)

0
10
20
30
40
50
60

-0.5 0 0.5 1 1.5 2

τ/L(%)

2
n
d 

O
ve

rs
h
o
o
t

A
n
gl

e
(d

e
g)

 
 
に分布しており大半は 10～20%の範囲にある。こ

れらはタンカ－およびバルクキャリアのデ－タで、

これらの船の場合は満載状態の約 1/3 以下でファ

－ストオ－バ－シュ－ト角に比べるとさらに小さ

くなっている。これはバラスト状態でのファ－ス

トオ－バ－シュ－ト角がセカンドオ－バ－シュ－

ト角と大きく変わらないのに比べ、満載状態では

セカンドオ－バ－シュ－ト角がファ－ストオ－バ

－ シ ュ － ト 角 よ り 大 き く な る た め で あ る 。

Fig.4.1.26c にセカンドオ－バ－シュ－ト角への

載貨状態の影響を横軸にトリムをとり示す。ファ

－ストオ－バ－シュ－ト角同様、ほぼイ－ブンキ

－ルである満載状態での値の分布がバラスト状態

に比べてかなり大きい。  
20°Z 操縦試験のファ－ストオ－バ－シュ－ト  

(185) 
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Fig.4.1.27a 1st Overshoot Angle(20°Z)
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Fig.4.1.27b 1st Overshoot Angle(20°Z)
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Fig.4.1.27c 1st Overshoot Angle(20°
Z)
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角の満載状態とバラスト状態での計測値の関係を

Fig.4.1.27a 示す。強い相関は見られないが、満載

状態での値の変化と比べてバラスト状態での値の

変化が小さいことが解る。この傾向は 3 つのオ－

バ－シュ－ト角に見られる。なお 2 点はずれてい

るが、これは 10°Z 操縦試験  同様カ－フェリ－

のデ－タである。Fig.4.1.27b に満載状態とバラス

ト状態での計測値の比を示す。この比が 0.9～1.0
のデ－タはカ－フェリ－で喫水が満載状態に近い

ため満載状態と変わらない。このデ－タを除くと

30～70%の間に分布しており大半は 30～50%の

範囲にある。これらはタンカ－およびバルカ－の

デ－タで、これらの船の場合はバラスト状態のオ

－バ－シュ－ト角は、満載状態の約半分以下にな

ることが解る。Fig.4.1.27c にファ－ストオ－バ－

シュ－ト角への載貨状態の影響を横軸にトリムを

とって示す。ほぼイ－ブンキ－ルの満載状態での

値の分布は、トリムのあるバラスト状態と比べて

かなり大きくなることが解る。この傾向は 3 つの

オ－バ－シュ－ト角に共通である。  
（４）  喫水、トリムと操縦性指標との関係  
 以上の結果から、バラスト状態でのオ－バ－シ

ュ－ト角の値やその分布に比べて満載状態での値

や分布がかなり大きいことが解った。そこで、デ

－タベ－スにある 200 隻ほどのオ－バ－シュ－ト

角を喫水、トリムに対して示したのが Fig.4.1.28
～Fig.4.1.30 である。横軸の dm は試験時の平均喫

水、dfull は設計喫水もしくは夏季満載喫水である。 
 これから、喫水の増加とともにオ－バ－シュ－

ト角が増加し、値の分布が大きくなることが解る。

また、トリムの増加とともにオ－バ－シュ－ト角

が減少し、値の分布が小さくなることも解る。一

般に、バラスト状態での海上試運転では喫水の減

少とともに、プロペラを没水させるため船尾トリ

ムとすることから、喫水とトリムのいずれの影響

も含んでいると言える。いずれにしても個々の船

が持つ操縦性能の違いが、満載状態で最もよく表

れることを示している。これから基準が満載状態

で定められているのが良く理解できる。  
 Fig.4.1.31a にアドバンスと喫水との関係およ

び Fig.4.1.31b にタクチカルダイアメ－タとトリ

ムの関係を示す。Fig.4.1.23 で示したように喫水、

トリムの変化に対してほぼ一様に分布しており、

顕著な関係は見られない。  
 旋回試験のアドバンスやタクティカルダイヤメ

－タについては、今回のデ－タを見る限り載貨状

態の影響を満載状態の 20%程度考慮すればよい

のに対し、Z 操縦試験におけるオ－バ－シュ－ト

角については、バラスト状態での変化は満載状態

と比べて小さいため、バラスト状態での性能から

満載状態の性能を評価するのはかなり難しいと考

えられる。従って、これまでバラスト状態でしか

海上試運転を行っていない乾貨物船などの満載状

態の性能確認には、満載状態で海上試運転を行う

か、満載状態での性能評価法が必要となる。その

意味で満載状態での操縦性能推定法の確立がます

ます重要となる。  
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Fig.4.1.28a The Effect of Draft on 1st
Overshoot Angle(10゜Z)
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Fig.4.1.29a The Efffect of Draft on 1st
Overshoot Angle(10°Z)
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Fig.4.1.30a The Effect of Draft on 1st
Overshoot Angle(20°Z)
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Fig.4.1.31a The Effect of Draft
on Advance/L
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Fig.4.1.28b The Effect of Trim on 1st
Overshoot Angl(10゜Z)
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Fig.4.1.29b The Effect of Trim on 2nd
Overshoot Angle(10°Z)
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Fig.4.1.30b The Effect of Trim on 1st
Overshoot Angle(20°Z)
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４．１．４ 船型要素と操縦性能 

 松本 20)は船型要素の影響についてまとめてい

るが、4.1.1 項で示したように L/B や B/d の分布

が一定の値に集中しているため、操縦性能との関

係でその傾向を見るには不十分と考えられる。そ

こでここでは、CB(B/d)、船尾プロファイルおよ

び船尾フレ－ムラインについて、デ－タベ－ス中

の満載状態での船のデ－タを用いて操縦性能の関

係を示す。なお、ここで用いられている船型要素

の値は、設計時の値を用いており、計測値は満載

状態での試験結果を示している。  

（１）CB(B/d) 
この要素は、村橋ら 21)が提案したもので船型肥

大度 CB/(L/B)を d/L で割ったものであり、船型肥

大度を更に強調したような要素となっている。この

値が大きくなるほど針路安定性が悪くなる。この値

と操縦性指標との関係を Fig.4.1.32 に示す。アドバ

ンスおよびタクティカルダイアメ－タは、CB(B/d)
の増加とともに減少し、旋回性能が良くなる傾向が

見られる。また、10°Z 操縦試験のファ－ストオ－

バ－シュ－ト角およびセカンドオ－バ－シュ－ト

角は CB(B/d)の増加とともに増加の傾向が見られ、

針路安定性能が悪くなる傾向が窺われる。 

(1
Fig.4.1.32a Advance/L and CB/(B/d)
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Fig.4.1.32b Tactical Diameter/L and
CB(B/d)
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Fig.4.1.32c Initial Turning Ability and
CB(B/d)
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Fig.4.1.32d 1st overshoot(Z10°)
and CB(B/d)

0

10

20

30

40

0 1 2 3 4
CB(B/d)

1
st

 O
ve

rs
h
o
o
t

A
n
gl

e
(1

0
Z
)(

de
g)

Fig.4.1.32e 2nd Overshoot Angle(Z10°)
 and CB(B/d)

0

10

20

30

40

50

60

0 1 2 3
CB(B/d)

2
n
d 

O
ve

rs
h
o
o
t

A
ng

le
(1

0
Z
)(
de

g)

4

 

◇◇◇
』竺。出
Fig.4.1.32f  1st Overshoot Angle(Z20°)
and CB(B/d)
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（２）船尾フレ－ムライン形状（σa）の影響  
 この要素は、船尾フレ－ムラインの傾向を示す

係数として森 22)によって考案されたものであり、 

( ) ( )pawaa CC −−= 11σ  

で表される。ここで、Cwa は船体後半部の水線面積

係数、Cpa は船体後半部の柱形係数である。σa が大

きくなると船尾フレ－ムラインは U 型となり、逆に

小さくなると V 型になる。Fujino23)、Kose ら 24)は、 

Fig.4.1.33a Advance/L and σa
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Fig.4.1.33b Tacticaｌ Diameter/L
and σa
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Fig.4.1.33c Initial Turning Ability
and σa
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線形の操縦微係数への船尾のフレ－ムライン形状の

影響を表すパラメ－タとして導入を提唱している。 
この要素と操縦性指標との関係を Fig.4.1.33 に示

す。σ a のデ－タ数が限られているため、表示し

たデ－タ数も多くはないが、アドバンスやタクテ

ィカルダイアメ－タには特に大きな変化は見られ

ず、オ－バ－シュ－ト角についてはσ a が小さく

なると計測値の分布が広がる傾向、即ち操縦性能

の違いが大きくなる傾向が見られる。  

Fig.4.1.33d 1st Overshoot Angle(Z10°)
and σa
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Fig.4.1.33e 2nd Overshoot
Angle(Z10°) and σa
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Fig.4.1.33f 1st Overshoot Angle(Z20°)
and σa
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（３）船尾プロファイルの影響  

(

 

 船尾プロファイルの影響については、小瀬ら 25)

が逆Ｇ型、マリナ－型、船尾バルブ型に分けて模型

試験結果の比較検討を行い、船尾バルブ型が極端に

針路不安定なことを示している。デ－タベ－ス上で

の船尾バルブの有無の情報が極めて少ないため、こ

こでは船尾プロファイルの影響を逆Ｇ型、マリナ－

型(Fig.4.1.7)に分けて Fig.4.1.34 に示す。横軸は前

項のσa であり、縦軸は暫定基準の各操縦性指標で

あ

 これを見ると、旋回性能では逆 G 型はマリナ－

型の大きな値の部分と一致している。また、初期

旋回性能については、逆 G 型はσa の増加ととも

に減少しており、マリナ－型はσ a の増加ととも

に値の分布（バラツキ）が減少し、さらにその値

も減少する傾向が窺われる。さらに、針路安定性

能および回頭制動性能については、逆Ｇ型がマリ

ナ－型よりオ－バ－シュ－ト角が小さくなる傾向

が見られる。  

Fig.4.1.34e The Effect of Stern
Profile on 2nd Overshoot

Angle(Z10°)
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Fig.4.1.34a The Effect of Stern
Profile on Advance/L
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Fig.4.1.34b The Effect of Stern
Profile on Tactical Diameter/L
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Fig.4.1.34c The Effect of Stern
Profile on Initial Turning

Ability
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Fig.4.1.34d The Effect of Stern Profile
on 1st Overshoot Angle(Z10°)
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Fig.4.1.34f The Effect of Stern
Profile on 1st Overshoot

Angle(Z20°)
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４．１．５ 実船による操縦性試験の計測精度 

 これまでに収集された操縦性試験デ－タの中か

ら、同一船型の船舶の海上試運転デ－タを比較し、

その計測値の分布（バラツキ）についての調査結

果を示す。また、試験開始時の操舵方向の異なる

デ－タの平均値を取ると当然分布が減少するがそ

の結果も示す。  
（１）同一船型の船舶の定義  
 次の項目について全て同じ船舶について同一船

型と見なした。  
①  造船所  
②  建造年  
③  船種  
④  船長 (Lpp) 
⑤  船幅 (B) 
⑥  設計喫水  
⑦  プロペラ直径  
⑧  船尾形状、σ a＝ (1-Cwa) / (1-Cpa) 
⑨  舵形状、舵面積、舵高さ  

ここで示す船舶は、L/B=5.6、B/d=3 のタンカ－

であり、逆 G 船尾形状で矩形舵を有している。  
（２）Z 操縦試験における計測値の分布  

5 隻 10 点の 10°Z 操縦試験のファ－ストオ－

バ－シュ－ト角 (ovs1)およびセカンドオ－バ－シ

ュ－ト角 (ovs2)、20°Z 操縦試験のファ－ストオ

－バ－シュ－ト角 (ovs1-20)の計測例を Fig.4.1.35
に示す。  

試験時の初期船速は 14.8～15 ノットでほぼ同

じである。また、試験時の喫水は 13.99～14.09m
であり、トリムは 0.08m（船首トリム）～0.11m
（船尾トリム）であった。外乱はシ－ステイト 2
と同じで、ビュ－フォ－トは 1～5 と異なってい

る。外乱の影響は 20°Z 操縦試験でビュ－フォ－

トスケ－ルが増加するとともにファ－ストオ－バ

－シュ－ト角が減少する傾向が窺える程度であま

り大きな影響は見られない。  
  同一試験で試験開始時の計測値の統計量を操

舵方向ごとに Table4.1.4 に示す。Table4.1.4 の

標準偏差(Dev.)は、計測値の分布を表しているが、

10゜Z 操縦試験のセカンドオ－バ－シュ－ト角が

最も大きく 2～3゜となっている。この標準偏差を

平均値(Mean)で割った値を最下段に示す。この場

合、10゜Z 操縦試験のファ－ストオ－バ－シュ－

ト角が最も大きく 23%であり、次いで 10゜Z 操縦

試験のセカンドオ－バ－シュ－ト角の 11～18%、

初期旋回性能の 7～12%、20゜Z 操縦試験のファ－

ストオ－バ－シュ－ト角の 5～11%の順になって

いる。運動は大きいが制御力も大きい 20゜Z 操縦

試験のファ－ストオ－バ－シュ－ト角や運動が最

も小さい初期旋回性能が 10%程度以下で最も精度 

 

Fig.4.1.35a  1st and 2nd Overshoot
Angle(Z10°)
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Fig.4.1.35b Overshoot Angle(Z10°)
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Fig.4.1.35c 1st Overshoot Angle
(Z20°)
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Fig.4.1.35d 1st Overshoot Angle
(Z20°)
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が良く、10゜Z 操縦試験のオ－バ－シュ－ト角が

10～20%程度で精度が劣っている。このときの範囲

（Range）は、10゜Z 操縦試験のファ－ストオ－バ

－シュ－ト角で 4゜、セカンドオ－バ－シュ－ト

角で 6～7゜となっている。 

 Table4.1.5 には、操舵方向に関係なく同一試験

ごとに全計測値の統計量を示している。さらに、

Table4.1.6 には、同一船の同一試験で右舵から試

験を開始した時と左舵から試験を開始した時の計

測値を平均した値の統計量を示している。従って、

いずれの Table も平均値が同じ値になることは当

然である。しかし、標準偏差の値は、左右に操舵

方向が異なる計測値の平均をとったものの方が、

とらないものと比べてほぼ半分以下の値になって

いる。また、範囲も平均を取らない場合ととる場

合を比較するとほぼ 1/3 以下に減少する。特に

10゜Z 操縦試験のセカンドオ－バ－シュ－ト角は

14゜から 4゜に大きく減少している。これは平均

を取らない場合、左右の非対称成分が含まれるの

に対し、平均をとると非対称成分がかなり除かれ

るためと考えられる。 

また、Table4.1.7 に示すように標準偏差を平均

値で割った値で分布の程度を比較すると、左右に

操舵方向が異なる計測値の平均を取らない場合

(All)9～24%有るのに対し、左右の平均をとると

（Mean）3～11%に減少する事が解る。このこと

から、実船による海上試運転の計測精度は、試験

開始時の操舵方向が左右に異なる計測値の平均を  
 
Table4.1.4  A statistic on Every Overshoot 

Angle and Initial Turning Ability in 

Zig-zag Manoeuvring Test 

  
ovs1(10Z) ovs2(10Z) ovs1(20Z) 

track 

reach/L 

  STB PORT STB PORT STB PORT STB PORT

Mean 6.720 8.180 22.10 15.40 14.84 17.18 1.809 1.880

Dev. 1.539 1.858 2.318 2.760 1.566 0.867 0.118 0.216

Var. 2.367 3.452 5.375 7.620 2.453 0.752 0.014 0.047

Range 3.600 4.200 6.300 6.800 4.100 2.300 0.299 0.558

Min. 4.200 5.700 18.70 10.70 13.00 15.80 1.675 1.675

Max. 7.800 9.900 25.00 17.50 17.10 18.10 1.973 2.233

Obs. 

Data 
5 5 5 5 5 5 5 5 

Dev./ 

Mean 
0.229 0.227 0.105 0.179 0.106 0.050 0.065 0.115

 

取った方が値の分布は減少することがわかる。即

ち、その船の平均的な性能を最もよく表している

と言える。  
 
（３）旋回試験における計測値の分布  

前節と同様の検討を旋回試験に対しても行う。  
 
Table4.1.5 A Statistic on Both Sides of Starboard 

and Port in Zig-zag Manoeuvring Test 

 
ovs1(10Z) ovs2(10Z) ovs1(20Z) 

track 

reach/L

Mean 7.450 18.750 16.010 1.844 

Standard 

Dev. 
1.783 4.271 1.716 0.168 

Var. 3.178 18.245 2.945 0.028 

Range 5.700 14.300 5.100 0.558 

Min. 4.200 10.700 13.000 1.675 

Max. 9.900 25.000 18.100 2.233 

Observed 

Data 
10 10 10 10 

 
Table4.1.6  A Statistic on Mean Value of Each 

Side of Starboard and Port in Zig-zag 

Manoeuvring Test 

 
ovs1(10Z) ovs2(10Z) ovs1(20Z) 

track 

reach/L

Mean 7.450 18.750 16.010 1.844 

Standard 

Dev. 
0.849 1.613 0.629 0.062 

Var. 0.721 2.602 0.396 0.004 

Range 1.950 4.350 1.400 0.156 

Min. 6.600 16.800 15.300 1.798 

Max. 8.550 21.150 16.700 1.954 

Observed 

Data 
5 5 5 5 

 
Table4.1.7 Comparison of Standard 

Deviation/Mean on Table5 and Table6 

Standar

d Dev.

/Mean

ovs1(10Z) ovs2(10Z) ovs1(20Z) 
track 

reach/L

All 0.239 0.228 0.107 0.091 

Mean 0.114 0.086 0.039 0.034 

(192) 
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旋回試験の場合 6 隻 12 点のアドバンスおよびタ

クティカルダイアメ－タの計測値を Fig.4.1.36 に

示す。試験時の初期船速、喫水、およびトリムの

変化の幅は前節と全く同じである。また、シ－ス

テイトについては 2～4、ビュ－フォ－トについて

は 1～6 である。特に顕著な外乱の影響は見られ

ない。  
同一試験で試験開始時の操舵方向ごとに計測値

の統計量を Table4.1.8 に示す。Table4.1.8 の標

準偏差は、同一試験で試験開始時の操舵方向ごと

に計測された値の分布を表しているが、アドバン

スで 0.08～0.09、タクティカルダイアメ－タで

0.07～0.129 である。この標準偏差を平均値で割

った値で見ると、アドバンスで 3%、タクティカ

ルダイアメ－タで 3～4%と、Z 操縦試験に対する

分布と比べてかなり小さい。Z 操縦試験が非定常

な運動なのに対し、旋回試験が定常運動であるこ

と、また船体に作用する流体力も大きいことから

安定した計測が行え、Z 操縦試験に比べて精度が

良いものと考えられる。 

Table4.1.9 には、同一試験ごとの全計測値の統

計量を示している。さらに、Table4.1.10 には、  
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Fig.4.1.36b Advance/L and Tactical
Diameter/L
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Table4.1.8 A statistic on Advance and Tactical 

Diameter in Turning Test 

  advance/L 

Tactical 

Diameter/L 

  STB PORT STB PORT 

Mean 2.882 2.835  2.929  2.788 

Standard 

Deviation
0.077 0.086 0.129 0.070 

Variance 0.006 0.007  0.017  0.005 

Range 0.183 0.260  0.357  0.191 

Min. 2.779 2.694  2.779  2.681 

Max. 2.962 2.953  3.136  2.872 

Observed 

Data 
6 6 6 6 

Standard 

Deviation

/Mean 

0.027 0.030 0.044 0.025 

 
Table4.1.9 A Statistic on Both Sides of 

Starboard and Port in Turning Test 

  Advance/L 

Tactical 

Diameter/L

Mean 2.858  2.859  

Standard Deviation 0.081  0.123  

Variance 0.007  0.015  

Range 0.268  0.455  

Min. 2.694  2.681  

Max. 2.962  3.136  

Observed Data 12 12 

 

Table4.1.10 A Statistic on Mean Value of Each 

Side of Starboard and Port in Turning Test 

  advance/L 

Tactical 

Diameter/L

Mean 2.858  2.859  

Standard Deviation 0.069  0.088  

Variance 0.005  0.008  

Range 0.204  0.243  

Min. 2.747  2.730  

Max. 2.951  2.972  

Observed Data 6 6 
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Table4.1.11 Comparison of Standard 

Deviation/Mean on Table9 and Table10 

Standard 

Dev./Mean Advance/L 

Tactical 

Diameter/L

All 0.028  0.043  

Mean 0.024  0.031  

 

同一試験で試験開始時の操舵方向が左右に異なる

計測値を平均した値に対する統計量を示している。

両方の標準偏差の値を比べると、左右の操舵方向

の計測値を平均した値の方が、平均しないものよ

り小さい値になっている。これは左右の非対称成

分が除かれたためと考えられる。  
 また、平均値に対する標準偏差の値で比較する

と (Table4.1.11)、左右に操舵方向が異なる計測値

の平均を取らない場合 (All)で 3～4%、左右の平均

をとると 2～3%程度でわずかに減少する事が解

る。このことから、旋回試験においても、実船に

よる海上試運転の計測値は試験開始時の操舵方向

が左右に異なる計測値の平均を取った方が分布は

最も少ないと考えら、Z 操縦試験同様その船の平

均的な性能を最もよく表していると言える。  
 
４．１．６ 操縦性デ－タベ－スによる解析結果

のまとめ 

(1) 日本で建造された 287 隻の操縦性能デ－タ

ベ－スを構築した。船種は日本での建造量を反映

してタンカ－やバルクキャリアが多い。  
(2) 実船による操縦性試験デ－タを操縦性暫定

基準値と比較した結果、10Z 操縦試験のセカンド

オ－バ－シュ－ト角および 20°Z 操縦試験のファ

－ストオ－バ－シュ－ト角については運航上問題

のない船が多く排除されることから問題である。  
(3) 同型船の試験結果から計測値の分布を検討

し実船による海上試運転の計測精度を調べた。そ

の結果、その計測値は試験開始時の操舵方向が左

右に異なる計測値の平均値を取った方がその分布

は最も少なくなることを示し、この平均値が船の

平均的な性能を最も良く表していることを明らか

にした。  
(4) 操縦性暫定基準の課題の一つである操縦性

能に与える載貨状態の影響については、同一船型

で満載状態とバラスト状態の計測値の比較を行い、

さらに載貨状態の変化としては喫水とトリムの変

化であるが、トリムの影響を例に取り検討した。

そして、旋回性能の指標であるアドバンスやタク

ティカルダイアメ－タに対するトリムの影響は、

トリムがイ－ブンキ－ルに近い満載状態とそれ以

外のバラスト状態とで同程度の値を示しており、

旋回性能への載貨状態の影響は比較的小さいこと、

初期旋回性能については、満載状態の方がバラス

ト状態よりやや大きくなること、10°および 20°
の Z 操縦試験におけるオ－バ－シュ－ト角につい

ては、ほぼイ－ブンキ－ルの満載状態での値の分

布がトリムのあるバラスト状態と比べてかなり大

きくなり、オ－バ－シュ－ト角に対しては船型の

違いによる操縦性能の違いが満載状態で最もよく

表れ、バラスト状態ではほとんど現れない場合が

あることを示した。そして、操縦性デ－タベ－ス

全体のデ－タからみても、同一船型の場合と同様

の傾向が見られ、Z 操縦試験におけるオ－バ－シ

ュ－ト角については、バラスト状態での変化は満

載状態と比べてかなり小さいため、バラスト状態

での性能から満載状態の性能を評価するのはかな

り難しい。  
(5) 船型要素と操縦性能との関係について検討

した結果、本操縦性デ－タベ－スで見る限り

CB(B/d)、船尾のフレ－ムライン、船尾プロファイ

ルといった船型要素について操縦性能への影響が

見られることを明らかにした。  
 
 
４．２ 実船の操縦性能簡易推定法 

 この節では、操縦性能暫定基準の指標となって

いる操縦性能を、主要目等から直接推定する簡便

な方法について報告する。なお、操縦性能暫定基

準では、事故の際の被害が最も大きくなる満載状

態で定められていることから、ここでは満載状態

での操縦性能の推定を対象としている。  
ここで述べる簡易推定法とは、操縦性暫定基準

で定められた指標を直接回帰方程式で求める方法

であり、その係数は操縦性デ－タベ－スの試験デ

－タから定める。この種の試みには、船型要素を

用いて回帰方程式を表した小瀬 26)の方法がある

のみだが、必ずしも十分な結果を得ていない。そ

こで本報告では井上の操縦微係数 27)等を用いて

回帰方程式のパラメ－タを表す方法を示す 28)29)。 
 
４．２．１ 操縦運動方程式 

 偏角を β 、旋回角速度を r とし、操縦運動を無

次元で表示すると次式で表せる 29)。  

(194) 
 
 
 

{ }( ) ( )

( )

y x r

zz zz r

m m m m Y r Y Y Y

I J r N r N N N

β δδ

β δδ

β β δ δ

β δ δ

′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′− + = − + + + + + 

′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ ′+ = + + + 

&

&

& &

&&
 

(１ )式より β ′&を消去し、r ′&&と δ&の項を無視すると、

良く知られた一次系近似式が得られる。  
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 これらを整理すると次のようになる。  ′ ′ ′&
Tr

 
ここで T は操縦性指数と呼ばれるものである。 K,
 
４．２．２ 針路安定性能、回頭制動性能および

初期旋回性能の推定法 

 針路安定性能、回頭制動性能および初期旋回性

能については、Z 操縦試験のオ－バ－シュ－ト角

および舵角を 10°取ったとき初期方位から 10°
方位が変わるまでの航走距離で評価される。Z 操

縦試験では、 T いずれも重要な働きをするが、

この操縦性指数と針路安定判別式は密接な関係に

ある。従って、これら 3 つの性能の指標を推定す

る回帰方程式を針路安定判別式から求めることと

する。村橋ら

K,

21)は合理的な舵面積決定法を求める

際、操縦運動を考慮した舵の項を含む針路安定判

別式を導いているが、このとき線形の操縦微係数

の表現に古いタイプの井上の式を用いている。こ

こでは、線形の操縦微係数の表現には新しい井上

の式 27)を用い、同様の方法で舵の影響を含む針路

安定判別式を導く。  
今、村橋らと同様に舵力に操縦運動の影響を考

慮すると舵力は次のように表せる。  
 

(4.2.2)r Kδ+ =
 
 
 

 a
 
 
 
a

 
このとき、D 21122211 aaaa −= とすると針路安定な

条件は、Ｄ＞０が必要かつ十分な条件となる。こ

の D から舵の影響を含む針路安定判別式が求まる。

これを以下に示す。  
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おくと、  
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ここで整流係数 γ は、厳密には ( )RR uUγγ =  
( : u )U Ｒ船速、 ：舵位置での前後方向流入速度 で

あるが、 1=Ru Rγγ =

R′

U とし と仮定する。この仮定

は、実験結果 30)を見ると妥当と考えられる。また、

船の重心から舵までの距離 l は実験係数として

扱われている 31)が、これについては後述する。  
さらに、船の操縦運動の操舵方向に対する非対

称性の原因の一つである当て舵量 0δ ′ については、

実船の操縦試験での左右それぞれの操舵方向に対

する計測値の平均値を推定の対象とする事によっ

て無視できると考える。  
今、舵中央の状態を考えているから

とすると、 (4.2.1)、 (4.2.3)式より  
0=′=′ δδ&

2
(4.2.4)

  
⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅

 ( ){ }
( ){ }

( 4 . 2 . 3 )Y R R
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Y C l r

l r
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δ δ γ β

δ δ γ β

′ ′ ′ ′ ′ ′= − − 


′ ′ ′ ′ ′ ′= − − 
 
 
ここで、 ))(( zzzzy JImm ′+′′+′=∆  
線形の操縦微係数 rrvv NYNY ′′′′ 、、、 には井上の

式を用いる。舵の直圧力は次式で表す。  
 
 C a
 
 
船
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 体の横方向の付加質量 ( )および重心周りの

付加慣性モーメント (
ym ′

zzJ ′ )は、Clarke の推定式 32)

で推定する。なお、船体の前後方向の付加質量 (
xm′ )

は、船の質量 ( m′ )の 10%( m )とした。さ

らに、貫動半径 (
m′= 1.0x′

zl ′ )を 　25.0=′zl
2

zlm ′′

とすると、船の慣性

モ－メントは、 I 。主船体への舵の干渉係

数である は、 C の 1 次式で表す
zz′ =

BHa 27)。また、
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1=RuU

a

と仮定し、これらを (4.2.4)式に代入する。

さらに、フレームラインの影響を表すパラメ－タと

してσ を線形の微係数に 1 次式で導入する。ただ

数を減らすために の項は無

視すると、 (4.2.4)式は次のように表される。ここ

の係数である。 

し、回帰モデ

で、 1a ～

ルの

線形

項 2
aσ

3a は各

 
微係数の修正項

(195) 

／
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 ここで ～ は回帰式の係数でb あり、その値は実

 
 
 
 D
 
 
 
 
 
 
さらに、整流係数γについても船体後半部のフレ

－ムライン影響を受けると考え、σa の 1 次式と

して次式で表す。また、 lR′ も同様にσa の 1 次式

で表す。  
 
 
 

これらの

ている。

操縦性

頭制動性

－バ－シ

る航走距

に線形関

操縦試験

と セ カ ン

20゜Z 操

、1
たとき初

走距離 (
項をパラ

ファ－ス

と次の様

( 120−Ψ )

船 ら指標ごとに求

(4.2.6) ～ も含まれ

項は回帰式の項数を減らすため

 
４．２．３ 旋回性能の推定法

旋回性能は旋回試験でのアド

カルダイアメ－タで評価される

S

0b
試験デ－

5

タか

式の係数

める。この係数に

る。また、 の

に省略している。  
1a 3a 2

aσ

 

バンス、タクティ

。(4.2.2)式の解は、

回頭角をψ とすると次式で表される。  

{ }
{ }1 2

3

( ( )

( )

( )
1 2 2

2 2

(4 .2 .6 )

v r x r v

a v r a x r v

v x r
R

YR

R v r

v r
R

a YR

R v r

Y N m m Y N

a Y N a m m Y N

Y m m Yl
C

l N N

Y Yl
a C

l N N

σ σ

γ

σ γ

′ ′ ′ ′ ′ ′+ + − 
 

′ ′ ′ ′ ′ ′+ + + − 
 ′ ′ ′ ′+ −  ′− − +  =   ∆ ′ ′ ′− +  
 ′ ′ ′− +  +   ′ ′ ′− +   

⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅

( ){ }TSeTSK −−−= 1δψ  
ここで S は単位時間に船が進む距離で船長で無次

元化された値である。これから舵角 35°の旋回運

動で 90°変針するまでの航走距離は、  
  
 S T ( )1 90 1 (4 .2 .8)S Te −= + −
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(196) 
aa σγ γ−= 1
定数 は実験結果10 ,, ll aaa γ
30)から求め

 

暫定基準における針路安定性能および回

能の指標である Z 操縦試験における各オ

ュ－ト角および初期旋回性能の指標であ

離が、針路安定判別式 (4.2.6)式と近似的

係にあると仮定する。このとき、10゜Z
のファ－ストオ－バ－シュ－ト角 ( )110−Ψ

ド オ － バ － シ ュ － ト 角 ( お よ び

縦試験のファ－ストオ－バ－シュ－ト角

0゜Z 操縦試験において舵角を 10°取っ

期方位から 10°変針するまでの船の航

を推定する回帰方程式は (4.2.6)式の各

メ－タとして表せる。10゜Z 操縦試験の

トオ－バ－シュ－ト角 を例に示す

になる。  
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で表される。これから T が小さければ短い時間で

定常旋回に入り、K が大きければ短い距離で方位

角が 90°となり、アドバンスが小さくなることが

解る。村橋らによると 3,60 =°= sψ を越えるとほ

ぼ定常運動になるから、 (4.2.8)式からアドバンス

が近似的には K1 に比例すると仮定しても妥当

と考える。タクティカルダイアメ－タにも同様の

ことが成り立つと考える。従って、旋回性能の回

帰方程式は K1 から求めることとする。  

35K
 

前節同様に舵力の項に操縦運動の影響を考慮す

ると、 K は次式の様に示される。  
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さらに、 Y vvv llNNY ′=′′−=′′−=′ βββ ,, と置き換え、
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線形微係数には井上の微係数を使用し、フレ－ム

ライン影響を考慮して の１次式を導入する。ま

た、

a

および を の１次式で表すと、結局旋

回性能の指標であるアドバンス ( およびタク

ティカルダイアメ－タ ( を表す回帰式が得られ

る。ここではアドバンスを例に次式に示す。  

Rl ′
)

)

aσ

DA

DT

σ
γ

ここで第 3 項は、第 2 項のフレームライン影響の

修正項であり、
vY ′1 のフレームライン修正の項は

回帰式の項数を減らすために省略している。また、

は (4.2.5)式に cos を掛けるべきだが、定数

なので係数 c に含めて考える。さらに、
YRC ο35

1 URu に

ついても定数として扱い係数に含めている。  
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４．２．４ 実船試験による計測値と推定値との

比較 

 (4.2.7)式および (4.2.10)式に示した回帰式の係

数を、1998 年までに収集した実船の満載状態での

操縦性試験結果から求めている。この時の船種と

隻数を Table14.2.1 に示す。タンカ－が最も多く

クキャリア－を加えたものとなってい

求められた回帰式の係数およびその推

値の相関係数等を Table14.2.2 に示す。

数の欄に以前著者の一人が提案した方

法 これ以降旧推定法と呼ぶ )での値を括弧で示

しているが、10°Z 操縦試験のファ－ストオ－バ

それにバル

る。この時

定式と計測

この相関係
28)(

 Table4.2.1 A Kind of Ship and a Number of Ship Used for Regression Analysis. 

Initial
Turning
Ability

20゜/20゜
Zig-zag

Manoeuvre

A
Tactical

Diameter/L
Track

Reach/L

1st
Overshoot
Angle(deg)

2nd
Overshoot
Angle(deg)

1st
Overshoot
Angle(deg)

T 23 18 18 18 15
RRIER 7 7 6 6 6 6
NER 0 0 1 1 1 0
L 30 30 25 25 25

 Ability
Course Keeping Ability & Yaw

Checking Ability

ning 10゜/10゜　Zig-zag　Manoeuvre

 
 

Table4.2.2 Coefficients of Correlation and Coefficients of Simplified Estimation Equation

It e m
In it ia l

T u rn in g
A b i l it y

T e s t
2 0 ゜ / 2 0 ゜
Z ig - z a g

M a n o e u v re

In d e x c e / L
c t ic a l
m e te r /

L

T ra c k
R e a c h  / L

1 s t
O v e r s h o o t
A n g le (d e g )

2 n d
O v e r s h o o t
A n g le (d e g )

1 s t
O v e rs h o o t
A n g le (d e g )

C o e f f ic ie n t
o f

0 .6 5 7
6 9 3 )

0 .7 1 8
(0 .7 2 8 )

0 .6 6 8
(0 .7 4 3 )

0 .7 8 5
(0 .6 6 5 )

0 .8 1 5
(0 .8 2 5 )

0 .8 3 7
(0 .9 0 9 )

S ta n d a rd
E r r o r .2 1 1 0 .2 8 8 0 .1 6 3 3 .3 3 7 7 .0 2 2 2 .4 9 3

O b s e rv e d
D a ta 3 0 3 0 2 5 2 5 2 5 2 1

N u m b e r  o
P a r a m e te r 3 3 5 5 5 5

b 0 2 8 8 0 .3 5 6 - 0 .4 2 5 1 0 9 .8 2 4 1 2 9 .9 8 5 5 4 .3 2 5

b 1 1 1 2 1 .7 6 1 - 0 .4 5 6 6 .9 6 5 - 1 4 .0 2 3 - 1 .0 6 3

b 2 2 9 0 1 .1 8 5 4 .9 5 8 - 1 1 9 .8 7 7 - 1 6 0 .8 1 0 - 5 9 .3 5 7

b 3 0 9 6 - 2 .5 9 9 1 .1 5 2 4 .4 6 6 - 1 4 .4 7 4 - 1 3 .9 9 4

b 4 1 .6 3 8 - 7 6 .3 2 1 - 6 3 .4 4 2 - 2 4 .2 8 7

b 5 - 5 .7 1 9 1 9 7 .0 3 9 1 2 7 .8 6 3 2 7 .1 7 3

u rn in i l it y
C o u rs e  K e e p in g  A b i l it y  &  Y a w

C h e c k in g  A b i l it y

T u 1 0 ゜ / 1 0 ゜ 　 Z ig - z a g 　 M a n o e u v re
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－シュ－ト角を除いて旧推定法より相関係数がやや小

さくなっている。特に 20°Z 操縦試験のファ－ストオ

－バ－シュ－ト角については推定精度が旧推定法より

悪くなっているが、ほぼ実用的なレベルに有ると考える。

この時の推定値と計測値とを比較したものを Fig.4.2.3
に示す。ここで実船の操縦性試験結果は、左右それぞれ

の操舵方向に対する計測値の平均値を用いている。図中

の点線は Table4.2.2 の標準誤差の値だけ実線から上下

させた値である。この標準誤差の値は、計測値に対する

推定値の標準偏差の様なもので、４．１．５項の操舵方

向が異なる計測値の平均に対するオ－バ－シュ－ト角

の標準偏差と比べると、3～4 倍となっている。実船の

計測精度が 1 船型の計測誤差に対して、推定式の誤差は

20～30 船型に対する誤差ともいえ、この程度の誤差は

やむを得ないと考える。その意味で全般的に各性能の指

標がほぼ推定できていると言える。また、10°Z 操縦試

験のファ－ストオ－バ－シュ－ト角を旧推定法の推定

式で推定し実船試験結果と比較したものを Fig.4.2.1 に

示すが、最も大きなオ－バ－シュ－ト角の推定値（黒丸

印）は実船試験結果よりかなり離れており、これと比べ

ると今回の推定法のほうが非常に良く推定されている

のがわかる。これにより今回取り入れた操縦運動を考慮

した舵力の効果が明らかである。また、これがファ－ス

トオ－バ－シュ－ト角の相関係数が旧推定法より大き

くなった理由と考えられる。 
 
４．２．５ SR221 シリ－ズ模型試験結果および 3隻の

タンカ－の海上試験結果との比較 

 簡易推定式の有効性を調べるために、SR221 の模型

試験結果 33)および 1999年に収集された 3隻のタンカ－

の試験結果と比較した結果を Fig.4.2.4 に示す。これら

のデ－タは回帰式の係数を求めるのに用いたデ－タに

含まれてない。ここでも、全般的に各性能の指標がほぼ

推定できている。SR221 シリ－ズの模型試験結果との 

比較では、Fig.4.2.2 に 10°Z 操縦試験のファ－ストオ

－バ－シュ－ト角を旧推定法で推定した結果を示すが、

今回の推定法の方がかなり良く表現できていることが

解る。このことからも今回取り入れた操縦運動を考慮し

た舵力の効果が明らかである。 
 
４．２．６ 簡易推定法のまとめ 

 操縦運動の影響を考慮した舵力の項を入れた回帰式

による、操縦性暫定基準に定められた指標に対する推定

法を開発し、実船の操縦試験結果と比較した。その結果、

旧推定法の結果と比べて特に 10°/10°Z 操縦試験での

大きなファ－ストオ－バ－シュ－ト角の推定精度の向

上が見られた。また、本推定法を実船による操縦性試験

結果と比較してその有効性を明らかにした。この結論は、

限られたデ－タに基づくものであり、今後更に多くのデ

－タと比較検討する必要がある。しかし、船の主要寸法

や船型を表すいくつかのパラメ－タから暫定基準の各

指標を推定できること、また回帰式のパラメ－タは操縦

運動方程式から導出していることから、実船の操縦試験

デ－タを持つ造船所等で実用的な推定手法として利用

できるものと考える。 

 
( 第４章のおわりに ) 

操縦性能デ－タベ－スの解析結果について報告した。

また、操縦性暫定基準で定められた指標を直接簡便に求

める方法も開発した。これらの結果は、今後国際海事機

関（IMO）も含めて有効に活用されることを期待してい

る。 
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Fig.4.2.3 Comparison between Estimated Values and Measured Ones in Manoeuvring Tests of Ships 
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５．操縦性能統合評価システム 

 
５．１ はじめに 

 
H9 年から H13 年度まで実施した特定研究「操縦

性能評価技術に関する研究」では、船体に作用する

操縦流体力微係数の推定精度の向上、風や波の外乱

力推定精度の向上、実船の操縦性試験データベース

を使った操縦性能推定手法の検討を行ってきた。こ

れらの成果を幅広く、容易に活用できるよう 1 つの

システムとして統合し、船舶の操縦性能を評価する

ためのツールを構築した。 
本システムを用いることにより設計段階におい

て想定船舶の操縦性能を把握することができるとと

もに、実船試験等における外乱の影響を評価するこ

とも可能である。 
ここでは、この操縦性能統合評価システムの内容

を紹介する。 
 
５．２ システムの概要 

 
操縦運動の基本計算は、MMG グループによって

提案された操縦運動モデル 1)2)3)を用い、操縦流体力

微係数及び外乱の推定計算については、従来から提

案されている方法 4)5)6)に加え、より推定精度が向上

した当所における研究成果を利用することが可能で

ある。具体的には、船体に作用する操縦流体力の推

定は、細長体理論に基づく野中によって提案された

方法 7)及び CFD 計算 8)により求められた結果、外乱

力の推定は、藤原らによって提案された風圧力推定

法 9)、上野らの波漂流力推定法 10)を用いることが可

能である。最終的な結果は、画面上に航跡及びグラ

フで表示されるが、立体的に船体運動を描画し、視

覚的に把握できる表示機能も備えている。 
さらに、時間シミュレーションにより操縦運動を

計算する方法とは異なり、実船の操縦性試験データ

ベースを基に船体主要目から簡易に操縦性能を推定

する方法 11)を利用することもできる。 
 

５．３ システムの構成 

 
操縦性能統合評価システムは、以下に示す 6 つの

パートから構成され、それぞれ独立して機能する。 
 

1)入力データ作成 
操縦運動を計算するためのデータ（船体主要目

及び船型データ等）を入力及び修正 
2)操縦流体力推定 

細長体理論に基づく野中の方法による船体に

働く流体力の計算 
3)操縦運動計算 

入力データを使って操縦運動の計算及び計算

結果の表示 
4)計算結果グラフ表示 

計算結果を再確認するための出力時系列デー

タの表示 
5)計算結果 3-D 表示 

計算結果の 3 次元動画表示及び描画する船舶の

作画と修正 
6)操縦性能簡易推定 

実船試験データの回帰推定式による船体主要

目のみから操縦運動の推定 
 

使用環境は、パーソナルコンピュータ（DOS/V 互

換機）を想定し、OS はマイクロソフト社の Windows
とする。画面上で開かれたパネルにパラメータの入

力及び選択を行うことで実行できる。入力画面例と

して、初期画面及び船体主要目の入力画面を

Fig.5.3.1、Fig.5.3.2 に示す。 
個々の構成要素の詳細について以下に示す。 

 
５．３．１ 入力データ作成 

操縦運動及び操縦性能簡易推定のために必要な

データを入力すると共に計算方法の選択を行う。船

体に作用する流体力の表現方法は平野モデル 3)及び

貴島モデル 6)のいずれかの方法を選択する。 
また、一般的に操縦運動を推定する場合には、前

進方向、横方向、船首回頭方向の 3 自由度で計算さ

れることが多いが、横傾斜を含めた 4 自由度の操縦

運動についても計算することができる。 
計算項目は以下の通りである。 

 
・定常旋回（設定舵角に対する旋回中の船速低下、

偏角、角速度を求める。） 
・旋回(設定舵角での航跡を求め、船の旋回性能や外

乱による影響を推定する。) 
・逆スパイラル(設定旋回角速度に対する平均舵角を

求める。) 
・新針路(転舵方位角に対する元針路からの針路変更

角及び新針路距離を推定する。) 
・Z 操舵(Z 操縦を行った時のオ－バ－シュ－ト角を

求める。) 
・強風下保針(風圧下での船の直進限界の風速を求め

る。) 
・任意操舵(主機出力及び舵角を任意に入力し、その

際の船の航跡等を求める。) 
・スラスター作動時の任意操舵（任意運動中にスラ

スター作動時の船の航跡等を求める。） 
・プロペラ逆転による停止制動（プロペラ逆転時の

(202) 



海上技術安全研究所報告 第 3巻 第 2 号 (平成 15 年) 総合報告 107 

 
操縦運動を推定する。） 

 
 外乱については、風、波、潮流の影響を含めて計

算を行うことが可能である。波漂流力及び野中の方

法等により水面下船体に作用する流体力を計算する

際には、水面下船体形状のデータを入力する。一例

として、風の計算条件入力画面を Fig.5.3.3 に示す。 
最終的に入力データを保管することにより入力

データの作成を完了する。 
 
５．３．２ 操縦流体力計算 

船体に働く操縦流体力の計算を野中によって提

案された細長体理論に基づく方法で行う場合は、

5.3.1 で作成した入力データ及び船型データを使っ

て本ルーチンにおいて事前に計算を行う。また、出

力結果を保存する。計算の出力結果が保存されるた

め、条件が同じであれば再度計算を行う必要はない。 
 
５．３．３ 操縦運動計算・結果表示 

5.3.1 で作成した入力データ及び船型データを使

って、操縦運動の計算を行う。計算結果の主な項目

は計算終了後、画面表示される。詳細な計算データ

については、別途テキストファイルで出力されてい

るのでそのファイルを参照することが可能である。

一例として、Fig.5.3.4、Fig.5.3.5 に平野モデルで求

めた旋回運動の計算結果を示す。 
 
５．３．４ 船体運動の計算結果 3-D 表示 

（１）表示用船舶の作成 
3 次元アニメーションで結果を表示する際に使用

する上部構造物を含めた船体形状を作画する。主船

体形状については、幅、高さデータを入力する。上

部構造物については、直方体等の幾何学形状を用い、

組み合わせることにより表現する。 
なお、VLCC、コンテナ船、客船等の詳細な描画

サンプルを備えているため、それらのデータを使え

ば作画することなく計算結果をアニメーション表示

することができる。 
 
（２）動画表示 

計算結果の出力ファイル及び 3-D 表示用船型デー

タを使ってモニター上に 3 次元で運動の表示を行う。

2 隻まで船の運動を表示することができるため、航

跡の比較を行うことが可能である。 
 
５．３．５ 操縦性能簡易推定 

船体主要目データから実船試験データの回帰推

定式により操縦運動を推定する。計算項目は、IMO
操縦性暫定基準(A751(18)12))で規定されている内容

を対象として、 
 
・旋回縦距（Advance） 
・旋回径（Tactical Diameter） 
・初期旋回性能（Initial Turning Ability） 
・10 度 Z 操縦試験ファ－ストオ－バ－シュ－ト角及

びセカンドオ－バ－シュ－ト角 
・20゜Z 操縦試験のファ－ストオ－バ－シュ－ト角 
 
である。計算方法の詳細については、第 4 章を参照

されたい。 
簡易推定の入力画面及び計算結果を Fig.5.3.6 に

示す。 
 
５．４ 操縦運動計算方法 

 
操縦運動の計算は、「操縦運動の数学モデル検討

グループ (MMG)」により提案された数学モデル

(MMG モデル)を用いる 1)2)3)。その内の代表的な方

法として平野らによって提案されている方法 3)及び

貴島らによって提案されている方法 6)を取り上げる

（ここでは、それぞれを平野モデル及び貴島モデル

と名付ける。）。 
その際のシミュレーション計算は、以下の仮定に

基づき行うこととする。 
 
・平水中及び外乱下での深水域における操縦運動を

取り扱う。 
・操縦運動は、前進、横流れ、旋回、横傾斜を考慮

する。 
・1 軸 1 舵船を対象とする。 
・外乱による力としては、風、波、潮流を考慮する。 
・サイドスラスターを装備する場合には、サイドス

ラスターの推力も考慮する。 
 
５．４．１ 基本方程式 

MMG モ デ ル に 従 い 計 算 を 行 う 。 座 標 系 は

Fig.5.4.1 に示す様に水平面内に空間固定座標

0-x0y0 をとる。また、船の重心 G に原点を置き、船

首方向に x 軸、水平面内の船幅方向に y 軸を、鉛直

下方に z 軸をとった船体固定座標 G-xyz を考えると

船の運動方程式は次の様に表される。 
 

QnI
KI

NrI
Yurvm
Xvrum

E

xx

zz

=
=

=
=+
=−

　　&

&&
&
&
&

π
φ

2

)(
)(

                      (5.4.1) 
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ここで m；船体質量、I IZZ、 XX；回転慣性モーメン

ト、IE；主機及びプロペラ軸系の回転慣性モーメン

トである。(5.4.1)式における右辺の力及びモーメン

トは、次の様に表される。 
 

EP

TWARPH

TWARPH

TWARPH

TWARPH

QQQ
KKKKKKK
NNNNNNN

YYYYYYY
XXXXXXX

+=
+++++=
+++++=

+++++=
+++++=

  (5.4.2) 

 
ここで、添え字 H、P、R、A、W、T を付した項は、

それぞれ主船体(裸殻)に働く流体力、プロペラによ

る力、舵により主船体に誘起される流体力、風によ

る風圧力、波による強制力（フルードクリロフ力及

び波漂流力）、スラスターにより生じる力及びモーメ

ントを表す。なお、YP、NP、KP はプロペラ逆転に

よる不平衡力を表わす。また、QP、QE は、プロペ

ラ及び主機トルクである。 
(5.4.2)式右辺外力項については、平野モデル及び

貴島モデルの 2 種類の方法により求めることとする。

ただし、断りのない限り各力及びモーメントの無次

元値は、以下のように定義される。 
 

2

2

1', ' , /
2
1', ' , /
2

' /

X Y X Y LdU

N K N K L dU

r rL U

ρ

ρ

=

=

=

2              (5.4.3) 

 
ここで、ρ；水の密度、L；船長(=Lpp)、d；平均喫

水、U；船速を示す。 
 
５．４．２ 平野の方法 

 はじめに、平野の方法について述べる。 
 
（１）主船体に働く x 軸方向の流体力（XH） 

主船体に働く x 軸方向の流体力は、次式で表わす。 
 

422)()( vXrXvXuXvrXmumX vvvvrrvvvryxH ++++++−= &

(5.4.4) 
 
ここで mx、my はそれぞれ x、y 軸方向の付加質量で

付加慣性モーメント(Jzz)（(5.4.8)式中）と合わせて、

元良の推定図表より求める 13)。 
(5.4.4)式第 2 項は、係数を my+Xvr=Cmmy の形に

表現し、Cm は Fig.5.4.2 に示すように長谷川の推定

図表 14)より方形係数 CB の関数として推定する。 
第 3 項は船体抵抗であり、有効馬力(EHP)から推

定する。また、Xvv、Xrr、Xvvvv については実験値を用

いることにするが、入力が無い場合は省略して計算

を行う。 
 
（２）プロペラ推力（XP） 

プロペラ推力 XP は、次式で計算される。 
 

)()1( 42
0 JKDntX TPPP ρ−=          (5.4.5) 

 
ただし、 

 

)()1( PP nDwuJ −=                  (5.4.6) 

''
0.4

)exp(

1

2
10

rx
C

Cww

PP

PPP

−=
−=

=

ββ

β
              (5.4.7) 

 
ここで、tP0；直進時の推力減少率、ρ；水の密度、

n；プロペラ回転数、DP；プロペラ直径、wP0；直進

時の伴流係数、x’p；プロペラ位置までの距離の無次

元値（x’P=xP/L）である。 
プロペラ推力係数 KT(J)は、プロペラ前進常数 J

の関数としてプロペラ特性曲線より求める。プロペ

ラ位置での有効伴流係数 wP の推定については、小

瀬ら 15)、松本ら 16)及び湯室 17)の斜航試験結果をも

とに作成された(5.4.7)式を用いる。この式では、横

流れ及び旋回を考慮してβの代わりに、プロペラ位

置での幾何学的な流入角βP を用いている。 
 
（３）主船体に働く横力(YH)及び旋回モーメント

(NH) 

主船体に働く横力及び旋回モーメントは、次式の

様に表現する。 
 

100

10

HMHHzzH

HHxyH

NxYNrJN

YYurmvmY

+++−=

++−−=

&

&
      (5.4.8) 

 
ここで、YH0、NH0 で示される横力・旋回モーメン

トは、横傾斜の影響を含まない場合の流体力であり、

船体中央に原点を置いた座標系で表したものである。

この YH0 及び NH0 については、以下のように 2 次式、

または 3 次式で表現する。 
 
[2 次表現式] 

(204) 
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  (5.4.9) 
[3 次表現式] 

2 '
0

3 2 ' ' 2 3

2 2 ' ' '
0

3 2 ' ' ' 2

1 '
2

' ' ' '

1 '
2

' ' ' ' ' ' '

H v M r M

vvv M vvr M M vrr M M rrr M

H v M r M

vvv M vvr M M vrr M M rrr M

Y LdU Y v Y r

Y v Y v r Y v r Y r

N L dU N v N r

N v N v r N v r N r

ρ

ρ

′ ′= +

′ ′ ′ ′ + + + + 

= +

+ + + + 
3

 

(5.4.10) 
 

(5.4.9)及び(5.4.10)式中の各係数については、井上

の方法 4)5)（ただし、2 次表現式のみ）、野中の方法
7)、値の入力のいずれかにより決定する。 

井上らの方法を選択した場合においては、以下の

推定式により各係数の値を求める。すなわち、(5.4.9)
式中の微係数のうち線形項は次式で与えられる。 
 

( ){ }( )

)'30.01)(54.0(

)'27.01(

)'80.01(25.0

'67.015.0

2'

'

'

'

τ

τ

τπ

τπ

+−−=

−−=

+=

++−=

kkN

lkN

kY

LBCfkY

r

vv

r

Bv

     (5.4.11) 

 
ただし、 

 

{ }
LBCLBCf

LBCfkkl
dLdk

BB

Bv

4.1)(
)(5.0

',2

=
+=

==
π

ττ
          (5.4.12) 

 
ここで、L；船長、B；船幅、d；平均喫水、CB；方

形係数、τ；トリム、k；波数である。v'M、r'M は、

船体中心回りの運動成分であり、重心 G の運動成分

との間には、次式のような関係がある。 
 

''
''''

rr
rxvv

M

MM

=
+=

                    (5.4.13) 

 
ここで、x’M(=x M/L)；船体中心から重心位置までの

距離の無次元値である。なお、τは船尾トリムを正

とする。  
(5.4.9)式中の微係数のうち非線形項は、トリムの

影響を考慮せずに L、B、d、CB の関数として推定

図表を用いて求める 3)5)。 
横傾斜に起因する流体力 YH1，NH1 は、次式のよ

うに表現する。 
 

[ ]

[ ]φφφρ

φφρ

φφφ

φφφ

'''''
2
1

''
2
1

22
1

2
1

rNvNNdULN

rYvYYLdUY

rvH

rvH

++=

′+′+′=
(5.4.14) 

 
各係数については、実験値を用いる必要があるが、

1 例としてコンテナ船の実験結果 18)が次式のように

示されている。 
 

rr

vv

rv

NN

NN

N

YYY

'60.2'

'72.1'

008.0'

0.0,,

−=

=

−=

=′′′

φ

φ

φ

φφφ

                     (5.4.15) 

 
このとき、N’V、N’r については、(5.4.11)式より得る。 
 
（４）主船体に働く横傾斜力(KH)  

主船体に働く横傾斜力は、次式のように表現する。 
 

HHxxH zYWGZNJK −−−−= )()( φφφ &&&   (5.4.16) 

 
ここで、Jxx；付加慣性モーメント、N；横揺れ減衰

モーメント、WGZ；復原モーメント、YHzH；横力

により誘起される傾斜モーメントを示す。 
回転慣性モーメント及び付加慣性モーメントは、

固有周期 TR 及びメタセンター高さ GM より求める

ことにする。すなわち、 
 

WGMTJI Rxxxx
2)2/()( π=+         (5.4.17) 

 
減衰項及び横力レバーは、次式のように表現する。 
 

2 ( )( ) xx xx

R

H H

I JN
T

z OG h

πφ κφ+
=

= −

& &
            (5.4.18) 

 
ここで、 κ ；慣動半径、OG は、水面から重心位置

までの距離（水面下を正）、hH；水面下船体横力着
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力点までの距離を示すが、ここでは、hH=1/2d とす

る。 
 
（５）舵力及び操舵により主船体に誘起される流体

力(XR,YR,NR,KR) 

舵力及び操舵により主船体に誘起される流体力

は、次式で表現する。 
 

δ
δ

δ
δ

cos)1(
cos)1(

cos)1(
sin

NRHR

NRHR

NHR

NR

FzaK
FxaN

FaY
FX

+=
+−=
+−=

−=

           (5.4.19) 

 
(5.4.19)式における aH は、Fig.5.4.3 に示すように

実験結果 3)を用いて CB の関数として推定する。ただ

し、実験値を入力することも可能である。xR は船体

重心から舵中心までの距離、zR は船体重心から舵直

圧力中心までの高さ方向距離である。 
舵の直圧力 FN は、次式で表す。 

 

RRRaN UAfF αρ sin21 2=              (5.4.20) 

 
（５－１）舵直圧力係数勾配（fa） 

faを求めるに際し、ここでは藤井の式 19)を用いる。 
 

( )Λ+Λ= 25.213.6af              (5.4.21) 

 

Λはアスペクト比である(ただし、Λ =h2/AR, h；舵

高さ, AR；舵面積)。幅の広い舵への適用も考慮して

fa を入力することも可能である。 
 
（５－２）舵への有効流入速度(UR) 

芳村らの方法 20)により UR を次式で表現する。 
 

{ }[ ] 212)2(1)1(21)1/()1( skkskwwnPU PRR −−+−−−−= ηη

                                       (5.4.22) 
ただし、 
 

( )
( ) ( )RP

PP

wwk
hDnPwus

−−=
=−−=

116.0
,11 η

      (5.4.23) 

 
ここで wR は、舵位置での伴流係数で直進時の値を

用いて次式で計算する。 
 

)exp( 2
1000 PRPRPR Cwwwww β==    (5.4.24) 

 
このとき、wR0=0.25 とする（wP, C1,βP については

(5.4.7)式参照のこと。）。 
 
（５－３）舵への有効流入角(αR) 

舵への有効流入角を次式で計算する。 
 

RR γβδδα −+= 0                   (5.4.25) 

 
ただし、δ0 は s0 を(5.4.23)式に示す直進時のスリッ

プ比 s としてδ0=πs0/90 により推定する。 
(5.4.25)式における整流係数γは湯室 21)に従い次

式で計算される。 
 

SPCC=γ                         (5.4.26) 

 
(5.4.26)式の CP はプロペラ整流係数と称されるも

ので、次式で表される。 
 

{ }
{ } 212

212

)4.12(6.0)1()1(

)1()4.12(6.011

ssss

sssCP

−+−−=

−−+=

η

η

　　

  (5.4.27) 

 
一方、Cs は船体整流係数と称されるもので、平野

22) は井上のタンカー船型についての模型試験結果

等を利用して次の様な推定式を提案している。 
 

45.0
)(

)(

3

300

303

=
>=
≤=

C
CCCC

CCCC

SRSS

SRRS

β
ββ

　　            (5.4.28) 

 
(5.4.28)式で Cs0 は運動の大きい所で一定値であり、

ここでは Cs0=0.5 とする。また、(5.4.25)式、(5.4.28)
式におけるβR は、舵位置における幾何学的な流入

角ではなくβR=β-2xR'r'で定義されるものである。 
 
５．４．３ 貴島の方法 6) 

 前後方向速度及び横方向速度に関して以下の変換

を行い、流体力を偏角β及び角速度 r’を用いて表現

する。 

β
β

sin
cos

Uv
Uu
−=

=
                    (5.4.29) 

 
（１）主船体に働く x 軸方向の流体力（XH） 
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主船体に働く x 軸方向の流体力 XH は、平野モデ

ル（１）項に同じ。 
 
（２）プロペラ推力（XP） 

プロペラ推力 XP は、平野モデル（２）項と同じ。 
 
（３）主船体に働く横力(YH)及び旋回モーメント

(NH) 

主船体に働く横力及び旋回モーメントは、平野の

方法と同様に次式で表わす。 
 

100

10

HMHHzzH

HHxyH

NxYNrJN

YYurmvmY

+++−=

++−−=

&

&
       (5.4.30) 

 
ただし、 
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                                       (5.4.31) 
 

(5.4.31)式における各項の係数は、貴島の推定式、

野中の方法、値の入力のいずれかの方法により求め

る。貴島の式を選択した場合には、次式を用いる 23)。 
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 (5.4.32) 

ただし、 
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  (5.4.33) 

 
ここで、m；船体質量、mx；付加質量、Cwa、Cwp

は船体後半部水線面積係数、船体後半部柱形係数を

示す。 
トリムτが存在する場合には、(5.4.32)、(5.4.33)

式を使って次式のように表す。 
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(5.4.34) 
 

また、横傾斜に起因する流体力 YH1，NH1 は、次

式のように表現する。 
 

2
1

2 2

2 2
1

2 2

1 ' '
2

'

1 ' ' '
2

' ' ' ' '

H r

rr r rr

H r

rr r rr

Y LdU Y Y Y r

Y Y r r Y r Y r

N L dU N N N r

N N r r N r N

φ βφ φ

ββφ φ ββφ β φ

φ βφ φ

ββφ φ ββφ β φ

ρ φ βφ φ

β β φ φ β φ β φ

ρ φ βφ φ

rβ β φ φ β φ β φ

′ ′= + +

′ ′ ′ ′ ′ ′ ′ + + + + 

′= + +

′ ′ ′ + + + + 

 

(207) 

｛ I 

ー

I I 

I I 

I I 

I I 

／
 

／
 

／ ／ 

／
 

／
 

／ ／ 

／
 

／
 

／
 

／
 

／
 

／
 

ー

／

／
 

／
 

／
 

／
 

／ ／ I 111 

I 111 

11 

11 

11 

／
 

11 



112 

(5.4.35) 
 

各係数については、実験値等の値を入力する必要

があるが、一例としてコンテナ船の実験結果 24)が示

されている。 
 
（４）主船体に働く横傾斜力(KH)  

主船体に働く横傾斜力 KH は、平野モデル（４）

項に同じ。 
 
（５）舵力及び操舵により主船体に誘起される流体

力(XR,YR,NR,KR) 

舵力及び操舵により主船体に誘起される流体力

は、次式で表現する。 
 

δ
δ

δ
δ

cos'')1('
cos')''('

cos')1('
sin')1('

NRHR

NHHRR

NHR

NRR

FzaK
FxaxN

FaY
FtX

+=
+−=

+−=
−−=

         (5.4.36) 

 
t

}

R については、次式を用いる。ただし、計算を行う

上では、値を入力することも可能である。 
 

55.028.0)1( +=− BR Ct             (5.4.37) 

 
付加質量中心までの距離の無次元値 x’H（=xH/L）

及び aH は、Fig.5.4.4 に示すように CB の関数として

推定する 23)。ただし、計算を行う上では、値を入力

することも可能である。 
また、x’R(=xR/L)；船体重心から舵中心までの距離、

z’R(=zR/L)；船体重心から舵直圧力中心までの高さ方

向距離の無次元値である。 
舵の直圧力 F’N は、(5.4.20)式と同様に次式で表す。 

 

LdUAfF RRRaN /sin' 2 α=             (5.4.38) 

 
（５－１）舵直圧力係数勾配（fa） 

平野モデル（５－１）項に同じ。 
 
（５－２）舵への有効流入速度(UR) 

UR を次式で表現する。 
 

{ )(1)1( 22 sCgwU RR +−=              (5.4.39) 
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wwk
hDnPuws

ssskksg
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116.0
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)1/()2(2)( 2

η
η

     (5.4.40) 

 
係数 C については、左舵；1.065、右舵；0.935

の値を用いることにする。また、値を入力すること

も可能である。 
ここで wR は舵位置での伴流係数で、直進時の値

を用いて次式で計算する。 
 

0 0

0 7.4406 2.3907 0.851
R P R P

R B B a

w w w w
w dC L C B L σ

=
= − − ⋅ +

 

(5.4.41)  
wP については(5.4.7)式に同じである。 

 
（５－３）舵への有効流入角(αR) 

 舵への有効流入角αR については、次式のように

表現する。 
 

( ) ( )
( )

2
4.0197 1 1.9776 1

1.5442 1 0.218

2 ' '

R R

b b

b a

R R

d C B d C B e
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′= − + − ⋅  
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= −

 

(5.4.42) 
 
５．４．４ 外乱力 

（１）風により船体に作用する風圧力及び風圧モー

メント(XA,YA,NA,KA) 

本計算では、風圧力係数 CX、CY、風圧モーメン

ト係数 CN、CK を藤原ら 9)25)によって提案された方

法、Isherwood26)の方法、または、模型試験結果等

の実験値を用いることにより船体に作用する風の影

響を評価する。 
船体に働く風圧力、風圧モーメントは次式で表さ

れる。 
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KCHAUK

xYNLCAUN

YCAUF
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)(21

2

2
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−−=−=
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(5.4.43) 
ただし、 
 

LAH LL /=                       (5.4.44) 
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ここで、FX；縦方向力、FY；横方向力、N；回頭モ

ーメント、K；傾斜モーメント、UA；相対風速、ρ

A；空気密度、L；全長（ただし、ここでは全長 LOA

を L と定義する。）、AT；正面投影面積、AL；側面投

影面積、ｘＭ；船体中心から重心位置までの距離で

ある。 
 
（１－１）藤原らの方法 

本方法は、推定精度の向上を図る上で、過去に計

測された様々な実験データに加え、近年就航してい

る船舶についての風洞実験データを用い、異なった

風速分布で行われているデータについては同一条件

で扱うためにその影響を補正している。 
また、設計段階において容易に風圧力が計算でき

るよう船体の主要寸法のみから得られる説明変数を

用いて、重回帰分析の一方法である逐次法により合

理的に推定式の作成を行った。さらに、今まで推定

手法の無かった傾斜モーメント係数の推定式も提案

している。詳細については、第 3.1 章を参照された

い。 
 

（１－２）Isherwood の方法 

Isherwood の方法により風圧係数を得る場合には、

次式に従う。 
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22
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22

+++++=

++++++=
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  (5.4.45)  
 
ここで、(5.4.45)式中のパラメータは、以下に定義さ

れるものである。 
 
・L；全長 
・B；船幅 
・AT；水線上正面投影面積 
・AL；水線上側面投影面積 
・ASS；上部構造物の側面投影面積 
・C；船首から側面投影面積中心までの距離 
・M；側面投影面積におけるマストやキングポスト

などのはっきり区別できるグループの数 
・S；側面投影面の周りの長さ（水線及びマストや

ベンチレータの様な細長い物を除く。） 
 

風向角ごとに決められた係数 A0～A6,B0～B5,C0

～C5 については、参考文献(26)を参照のこと。 

 
（２）波により船体に作用する力及びモーメント

(XW,YW,NW,KW) 

 波により船体に作用する流体力は、次式のように

表現する。 
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                  (5.4.46) 

 
「WE」の添え字は、船体に働く波の変動力を示し、

ここではフルードクリロフ力を用いて、次式のよう

に表現する 27)。 
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ただし、 
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(5.4.48) 
 
ここで、Θw；最大波傾斜、Sw ；水面下断面積、OG；

重心点から水面までの距離、χ；相対波向き、k；
波数、ωe ；出会い周波数である。 
「WD」の添え字は、定常力として働く波漂流力を示

し、本計算においては上野らの方法 10)、Newman
の方法 28)、実験値の入力のいずれかの方法により求

める。 
 
（２－１）上野らの方法 

船の前進速度の影響を考慮した上で船の回頭運

動に伴う波の屈折の影響を取り入れた新しい波漂流

力推定法である。詳細については、第 3.2 章を参照

されたい。 
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（２－２）Newman の方法 

船速が無い場合を仮定し、波漂流力を次式のよう

に表現する。 
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ここで、 
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(5.4.50) 
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 (5.4.51) 

 
ここで、B；船幅、ζa；波振幅、zW ；船体重心と

波漂流力の着力点との距離、J0,J1 ；第 1 種ベッセ

ル関数である。ζ3,ζ5 ；上下揺れ、縦揺れの振幅

を表わすが、ここでは 0 とする。 
 

（２－３）入力データを用いる場合 
実験値等の入力データを用いる場合は、次式の漂

流力係数 X’WD、Y’WD、N’WD を入力する。 
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WD a WD

WD a WD

X g LX

Y g LY

N g L N

ρ ς

ρ ς

ρ ς

=

=

=

                (5.4.52) 

 
（３）潮流の影響 

潮流の影響による x 及び y 方向の変位量を以下の

ように定義し、座標を修正する。 
 

CCC

CCC

tUY
tUX

ψ
ψ

sin
cos

=
=

                  (5.4.53) 

 
５．４．５ スラスターにより船体に働く流体力

(XT,YT,NT,KT) 

本計算では、スラスターによる流体力を単純に外

力項に次式を付加するものとする。 
 

zn

N

nT

xn

N

nT

N

nT

T

lTK

lTN

TY

X

∑

∑

∑

=

=

=

= 0

                     (5.4.54) 

 
ここで、Tn はスラスター1 基あたりの推力、lxn 及び

lzn はスラスターから船体重心までの縦方向及び高

さ方向距離である。N はスラスターの数である。 
 
５．４．６ プロペラ回転数変化について 

(5.4.1)式の Q は次式のようにプロペラトルクと主

機トルクで表せる。 
 

EPE QQQnI +==&π2                (5.4.55) 

 
ここで、 
 

( )JKDnnJQ QPPPP
522 ρπ −−= &       (5.4.56) 

 
ただし、JPP；付加回転慣性モーメント、KQ；プロ

ペラトルク係数である。 
主機トルクは、回転数、馬力、トルクのいずれか

のパラメータにより制御される。回転数により制御

する場合には、 
 

QPE KDnQ 52ρ=                  (5.4.57) 

 
馬力により制御を行う場合には、次式に従う。 
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( )nSHPQE π20=                  (5.4.58) 

ここで、SHP0 は、初期回転数から(5.4.57)式を使っ

て定数として求める。 
トルク制御の場合は、QE を指定値に従い計算を行

う。回転数 n 及び馬力 SHP0 については、上限値を

設定することが可能である。 
 
５．４．７ プロベラ逆転による停止制動 

（１） 概要 
プロペラ逆転による制動時の操縦運動を以下の

様にモデル化した。 
 

・プロペラ回転数は、時刻 t の関数として扱う。 

・初期条件は、u=U、v=0、r=0、u
．
=v
．
=r
．
=0 とする。 

・プロペラ逆転時は、舵の直圧力を考慮しない。 
・逆転時の不平衡力は前進常数 Jp の関数として与え

ることにする。ただし、計算の過程で船が後進し

始めるとこの力は考慮しない。 
・後進時の船体の抵抗は、前進時と同じ船速の関数

とする。また、船体に働く流体力微係数も前進時

と同じとする。 
 
（２）プロベラ逆転による制動時の不平衡力（YP, NP, 

KP） 

藤野ら 29)の実験結果によれば直進時の不平衡力

YP、NP は見掛けの前進常数 Jp の関数として表現で

きることが明らかとなっている。従って、ここでは

プロペラ逆転による制動時の不平衡力を Jp の関数

として入力する。 
Kp については、次式のように定義する。 

 

PPP ZYK −=                   (5.4.59) 

 
ここで、ZP は、重心からプロペラ中心までの高さと

する。 
 
５．５ 計算結果 

 
 いくつかの代表的な計算結果を Fig.5.5.1～5.5.4
に示す。 

Fig.5.5.1 は、外乱が存在しない状態での定常旋回

の計算結果であり、横軸に舵角、縦軸は角速度の無

次元値を示す。実験結果と平野の方法で計算した結

果を比較する。ほぼ実験結果と計算結果は一致する。 
 Fig.5.5.2、 Fig.5.5.3 は、平野の方法で旋回運動

及び Z 操舵運動を計算した場合であり、風がある場

合と無い場合の比較を行っている。旋回運動の場合

は、左に 35 度舵を切った場合の計算結果であり、Z
操舵運動の場合は、左右に 20 度舵を切っている。

風圧力係数の計算には、藤原らの方法を用いた。風

向ψA、風速 UAはそれぞれ、90deg、3m/s 及び 120deg、
6m/s である。Z 操舵運動の場合は、風による船体運

動への影響が小さいことがわかる。 
Fig.5.5.4 は、貴島の方法で旋回運動を計算した場

合であり、波がある場合と無い場合の比較を行って

いる。波高 HW が 0.04m、波長・船長比が 1（波長

λ=4.0m）の場合である。波漂流力の計算には、上

野らの方法を用いた。 
操縦運動の推定精度については、今後模型実験結

果との比較を行う等十分に調査する必要がある。 
 
５．６ おわりに 

 
特定研究「操縦性能評価技術に関する研究」で得

られた成果を操縦性能統合評価システムとしてとり

まとめた。このシステムは、現状における操縦運動

推定に関する最新の成果を含めた形で構成されてお

り、設計段階での操縦性暫定基準値への適合等操縦

性能に関する検討を行うことができる。 

今後、本システムの検証を重ね、より実用的なシ

ステムとなるよう改良を続けていく必要がある。本

システムが、外乱下の船舶の操縦運動を推定する上

で広く利用されれば幸いである。 
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Fig.5.3.1  Main menu screen 

 

Fig.5.3.2  Input screen on principal 

particulars  of a ship 

 

Fig.5.3.4  Output screen on calculation results 

of turning motion of a ship 

 

Fig.5.3.5  Output screen on the trajectory 

calculation result of turning motion of a ship

 

Fig.5.3.6 Input screen of the simplified 

estimation method of ship manoeuvrability 

 
Fig.5.3.3  Input screen on wind conditions 
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Fig.5.4.1  Coordinate system 

Fig.5.4.4 The interaction force coefficients

aH and x’H 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.5.4.2 Estimation chart of longitudinal v-r

coupling term 
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Fig.5.5.2 Turning motion with –35deg rudder 
angle in uniform wind 
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Fig.5.5.3  Zig-zag manoeuvring motion 

with ±20deg rudder angle in uniform wind 
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Fig.5.5.1 Speed reduction and turning rate

at steady turning of a ship 
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Fig.5.5.4  Turning motion with –35deg rudder 
angle in regular waves 
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６．結言 

 
 IMO 操縦性能基準の実施に対応出来るよう、

操縦性能評価技術の開発と合理的な新基準案の

作成に向けて本研究を始めた。  
 基本的性能であり基準の対象となる平水中で

の操縦性能の推定法の研究、性能確認のための

海上試運転は風や波等の外乱下で行われ事が多

いので、外乱による性能変化を推定するための

外乱下の操縦性能の研究、及び、暫定基準見直

し作業を進めるための技術資料を作成するため

の操縦性能データベースの作成とそれを利用し

た研究、という三つの方向から研究を進めた。  
 平水中の操縦性能の研究では、CFD による操

縦流体力推定法の開発が中心課題であった。先

ず船体単独に働く操縦流体力の推定法を開発し、

次いで、舵・プロペラの付いた完成した船舶に

働く操縦流体力を推定することによる船体・

舵・プロペラ間相互干渉流体力の推定法を開発

した。但し、相互干渉流体力推定法については、

十分な検証を行う余裕が無く、種々の実験との

比較による推定法の十分な検証が今後の課題と

して残された。  
 CFD による操縦流体力推定技術そのものに

ついては、乱流モデル、格子作成法、自由表面

影響、非定常性の検討が今後も必要であろう。  
 本研究で開発した操縦流体力推定法の乱流モ

デルには修正 Baldwin-Lomax モデルを使用し

ており、0 方程式モデルとして取り扱いの簡単

さが魅力ではあるが、３次元性の強い厚い境界

層に対してまだまだ十分とは言えない。  
 格子作成は CFD において最も人手を煩わせ

る作業であり、経験の差が計算結果に反映しや

すい場所である。格子生成技術の研究もかなり

進んでいると思われるので、最新の成果を取り

入れ、人手も経験も要しない方向へ持っていく

ことが必要であろう。  
 自由表面影響については、本研究の推定法で

は静止水面を鏡像面とする２重モデルを用いて

いるが、操縦運動時の船速は必ずしも造波現象

が無視出来るような低速域とは限らない。更に

は船体の姿勢変化を取り込むことも、今後必要

になるだろう。  
 非 定 常 性 に つ い て は 、 本 研 究 で は slow 
motion derivatives の立場から定常状態での流

体力しか求めていないが、いずれ時系列的に流

場運動と船体運動の連立方程式を解いて行く方

法が主流になると予想される。  
 高い精度が要求される CFD による操縦流体

力推定法に比べ、細長体理論を用いた近似推定

法は定性的に操縦流体力変化を把握するのが主

目的であるが、未だ満足とは言えず、精度向上

のための研究が今後も必要である。特に、剥離

現象を的確に反映出来る合理的な流れのモデル

の確立が望まれる。  
 外乱下の操縦性能の研究では、外乱として船

体に働く風の力と波の力の実用的推定法を開発

した。  
  開発した風の力の推定法は、現状における最

も精度の高い推定方法であると考えるが、実験

結果に対して 10～20％程度の差は容易に生じ

る状況であり、今後も引き続き検討を行い、さ

らに推定精度の向上を図る必要がある。また、

現状においては、一様風を想定しているが、今

後は変動した風の取り扱いについても着目する

必要があろう。特に港湾域においては陸上の地

形の影響もあり、船は複雑な風の流れの中、低

速で航行する。この様な状況下では相対的に風

の影響が非常に大きく、船体に作用する風圧力

を正確に推定することが重要となる。 

波の力については、定常波力を斜航および旋

回を含む操縦運動時に働く準定常的な前後力と

左右力、回頭モーメントととらえ、定常波力の

主たる要因である短波長波がもたらす定常波力

の推定法を導いた。この定常波力推定法では従

来考慮されたことのない斜航と旋回の影響を評

価することができる。そして、波浪中で斜航お

よび旋回状態を含む操縦運動状態にある船に働

く定常波力を、模型船の波との出会周波数の動

揺を拘束せずに計測した実験について述べ、本

推定法による計算結果と実験結果を比較検討し

その妥当性を検証した。さらに、定常波力の水

線上分布や積分範囲、規則波中と不規則波中の

定常波力の傾向に対し、船型によってどのよう

な影響が現れるかを、2 種類の船型に対する比

較計算によって明らかにした。  
 次いで、以上の開発した風の力と波の力の推

定法を用いて、操縦運動シミュレーションをお

こなう手順を示した。  
操縦性能データベースの研究では、日本で建

造された 287 隻の操縦性能デ－タベ－スを構築

し、このデータベースを用いて操縦性基準の妥

当性を検討するための技術資料を作成した。こ

の資料は IMO における基準見直しに対する日

本提案の作成に活用された。  
更に、このデ－タベースを用いて操縦性暫定

基準に定められた停止性能の指標を除く全ての

指標に対する推定法を開発した。この推定法は、

操縦運動の影響を考慮した舵力の項を入れた線

形回帰式による推定式で、初期設計段階で用い
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る船の主要寸法や船型を表すいくつかのパラメ

－タを用いて推定できることから、短時間で簡

単に推定できる。このため暫定基準で定められ

た満載状態での基準適合性を検証できない船、

例えば通常バラスト状態で海上試運転を行う乾

貨物船の様な船の基準適合性を検証する場合に

有用であり、造船所や主管庁で利用できると考

える。  
 今後は、今回利用したデ－タがタンカ－やバ

ルクキャリア中心のデ－タであることから、他

の船種についてもデ－タを集めて検証する必要

がある。また、今後出現するであろう新しい船

型や推進システムの船舶には対応できないこと

から、これらについてもデ－タを収集して検当

する必要がある。しかし、今回開発した簡易推

定法の考え方は、今後出現するであろう船にも

応用できると考える。  

 操縦性能統合評価システムについては、操縦

運動の推定精度を確認するために模型実験、実

船試験結果との比較を行う等、今後も十分に調

査する必要がある。また、可能な限り少ないパ

ラメータで誰でも容易に操縦運動が精度良く推

定できるようなシステムとなるよう継続して改

良することが望まれる。  
 本研究で開発した操縦性能評価技術は、各章

で述べたようにいくつかの不満足な点もあり今

後の課題はいろいろあるが、ともかくも入力す

れば出力が得られる物を作り上げた。これらの

技術はプロトタイプ的なものであり、実用性・

信頼性を高めるには今後も改良・検証を進める

ことが必要である。  
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